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平成 年度・ 年度原子力科学研究所年報

日本原子力研究開発機構

原子力科学研究部門 原子力科学研究所

（ 年 月 日受理）

原子力科学研究所（原科研）は、保安管理部、放射線管理部、工務技術部、研究炉加速器管理

部、福島技術開発試験部、バックエンド技術部の 部、原科研福島技術開発特別グループ（平成

年度）及び計画管理室で構成され、各部署は、中期計画の達成に向け、施設管理、技術開発な

どを行っている。本報告書は、今後の研究開発や事業推進に資するため、平成 年度及び平成

年度の原科研の活動、並びに原科研を拠点とする安全研究センター、先端基礎研究センター、

原子力基礎工学研究センター（平成 年度：原子力基礎工学研究部門）、量子ビーム応用研究セ

ンター（平成 年度：量子ビーム応用研究部門）、原子力人材育成センターなどが原科研の諸施

設を利用して実施した、研究開発及び原子力人材育成活動の実績を記録したものである。

原子力科学研究所：〒 茨城県那珂郡東海村大字白方

i

JAEA-Review 2018-036



 

 

JAEA-Review 2018-036 

“Middle Plan”

ii

JAEA-Review 2018-036



 

年報の刊行によせて

原子力科学研究所（以下「原科研」という。）は、平成 年 月１日、日本原子力研究所と

核燃料サイクル開発機構の廃止・統合に伴い、旧日本原子力研究所東海研究所を改組して新たに

発足した研究開発拠点である。日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）の中で

最大規模の拠点である原科研は、研究用原子炉、加速器、核燃料や放射性物質を取り扱う施設な

ど、特徴ある多くの研究施設を有し、これらを活用して原子力の安全研究や先端基礎研究、原子

力基礎工学研究、物質科学研究などを実施している。

研究開発拠点としての原科研の組織は、研究施設の運転や安全管理、インフラの維持、廃棄物

処理などを担当する つの部から構成されている。さらに、原科研内では、 つの研究センター

等が活発に研究開発を進めており、原子力機構全体の事業推進を担う本部組織として、原子力人

材育成センター、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター、研究連携成果展開部なども駐在

している。

本稿は、平成 年度及び平成 年度における上記組織の活動を、各組織の協力を得てまとめ

たものである。

また、福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた研究・技術開発も継続して行っている。

引き続き、原科研の活動へのご支援とご指導・ご鞭撻をお願い致したい。
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アルファベット略称一覧表

略称
施設設備等の名称

日本語表記 英語表記

アナログデジタル変換

燃料等安全高度化対策事業

周辺作業ゴンドラ

バックエンド研究施設

ホウ素中性子捕捉療法 

沸騰水型原子炉

コンピュータ支援設計

中央警報ステーション

大型格納容器試験装置

高度環境分析研究棟

冷中性子源

中央作業ゴンドラ

使用済燃料貯蔵施設

デジタル信号プロセッサ

緊急炉心冷却装置 

電子サイクロトロン共鳴 

電子線マイクロアナライザ 

高速炉臨界実験装置

自由電子レーザー

核融合炉物理実験棟

放射線標準施設

汚染拡大防止囲い
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発生電圧計

大型構造機器実証試験ループ

高温工学試験研究炉

国際原子力機関

イオンクロマトグラフ装置

誘導結合プラズマ発光分析計

誘導結合プラズマ質量分析計

フランス・ラウエ・ランジュバン研究所

国際核物質防護諮問サービス

大強度陽子加速器施設

動力試験炉

研究用原子炉

研究用原子炉

研究用原子炉

研究用原子炉

韓国原子力研究所

京都大学研究用原子炉 

危険予知 

地域ネットワーク

発光ダイオード

液化天然ガス

冷却材喪失事故 

液化石油ガス 

液体シンチレーション計数装置 

大型非定常試験装置
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線形可変差動変圧器

マイナーアクチノイド

マルチチャンネルアナライザー

メガパイ

物質・生命科学実験施設

混合酸化物燃料

放射線計測用標準モジュール

原子炉安全性研究炉

燃料サイクル安全工学研究施設

溶融炉心・コンクリート相互作用

実職務現場教育訓練

光刺激ルミネッセンス

ポリ塩化ビフェニル

光電子増倍管

核物質防護

スイス・ポールシェラー研究所

加圧水型原子炉

希土類金属

放射性同位体

反応度挿入事故

再処理研究施設 の一部

動力伝達回転軸

溶液燃料臨界実験装置

（ 及び ）

安全データシート

走査型電子顕微鏡
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スケーリングファクタ

蒸気発生器

保障措置技術開発試験室施設

定常臨界実験装置

環境シミュレーション試験棟

ツールボックスミーティング

軽水炉臨界実験装置

核変換物理実験施設

透過型電子顕微鏡

ターミナルイオン源

トリチウムプロセス研究棟

過渡臨界実験装置

超ウラン元素 

高温ガス炉臨界実験装置

廃棄物安全試験施設

ホールボディカウンタ 
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第一章 概要

 
東日本大震災によって発生した東京電力福島第一原子力発電所（以下「福島第一原子力発電所」

という。）事故に対して、原子力科学研究所（以下「原科研」という。）は、平成 年度と平成  年
度の両年度とも、汚染水等の分析や福島周辺の試料測定、公衆及び作業者の放射線防護対策に係わ

る研究をはじめとする福島県住民に対する支援等の活動を継続して実施するとともに、福島第一

原子力発電所事故後に帰還する住民等のための被爆に係る研究を進めた。 
安全衛生活動では、高速増殖原型炉「もんじゅ」における保守管理上の不備問題及び

における放射性物質の漏えい事故を受けて、平成 年度から安全文化醸成等の活動を大幅に強化

した。一方、核セキュリティ活動では、平成 年度に関係法令の遵守及び核セキュリティ文化の

醸成に係る活動計画を新たに策定して活動を開始し、平成  年度には核物質防護対策をさらに強

化した。 

施設・設備の運転管理及び管理運営では、電気、水及び蒸気の安定供給、各施設の運転再開等

に向けた保守整備を進めた。（ⅰ） では、運転再開に向けた準備を進めるとともに、平成

年度に原子力規制委員会が策定した新規制基準に対する適合性確認を進め、平成 年度に原子炉設置

（変更）許可申請書を原子力規制委員会に提出した。（ⅱ）  では、福島第一原子力発電所事故

後に運転を休止していたが、平成 年度の日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）

の改革計画により廃止措置の方針が決定した。（ⅲ）  では、健全性確認が終了し、施設定期検査

に合格したため、平成 年度に運転を再開するとともに、新規制基準に対する適合性確認のための原

子炉設置（変更）許可申請書を平成  年度末日に原子力規制委員会に提出した。（ⅳ） 及び

では、利用運転及び施設定期検査等に係る運転を実施せず、 については新規制基準に対する適

合性確認に係る作業を進める一方、 については原子力機構の改革計画による廃止措置の方針決

定を受けた準備作業を進めた。（ⅴ） 及び では、利用運転及び施設定期検査等に係る運転を

実施しなかった。（ⅵ）核燃料使用施設では、研究開発部門等が実施した受託研究等での照射後試験

等を実施し、設備・機器等の保守点検業務等を着実に実施して安全・安定に運転した。（ⅶ）タン

デム加速器では、平成 年度及び平成  年度にそれぞれ 回のマシンタイムを設定し、予定通りの実

験利用運転を実施した。 
利用ニーズ等に対応した支援業務と技術開発等について、（ⅰ） では、 冷中性子ビ

ームの強度を高めるための減速材容器の高性能化、中性子輸送の高効率化等の開発を進めた。（ⅱ）

では、未照射及び照射済燃料を用いたパルス照射実験を実施した。（ⅲ） では、福島第

一原子力発電所事故等における原子炉のシビアアクシデント時の対策として炉心の損傷・溶融、

燃料デブリ等の状況の評価のため、受託研究による安全評価コードの信頼性向上等の活動を実施

した。（ⅳ） でのγ線及び 中性子校正場では、放射線場の定期的な確認測定及び技術的検討

等を進めた。（ⅴ） 更新では、新規制基準適合性確認に係る審査説明書類の作成作業等を進

め、平成 年度末日に申請書の補正を原子力規制庁に提出した。（ⅵ） 等では、原子力規制庁

の受託研究により平成 年度に施設整備工事が開始され、平成 年度に大型格納容器試験装置が完

成した。（ⅶ）研究開発部門等からのモノづくりの要請に応えて、機械工作では平成 年度に
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件、平成 年度に 件、電子機器工作では平成 年度に 件、平成 年度に 件もの多数の要

請に対応し、設計・製作、技術開発及び技術支援を実施した。（ⅷ）環境放射線及び環境試料等のモ

ニタリングを継続して実施し、原科研の原子力施設に起因する異常が発生していないことを確認し

た。（ⅸ）廃棄物の処理について、第 廃棄物処理棟をはじめとする廃棄物処理建家内に設置された

処理設備で安全に処理して保管容器に収納し、保管廃棄施設に保管廃棄した。東日本大震災の影響

で継続していた施設定期検査が平成 年度の第 回立会検査をもって終了し、施設定期検査合格証

が交付された。平成 年度の施設定期検査が 月に開始され、立会検査に合格した施設は順次運転

を開始したが、原子炉停止中も継続的に機能を維持する必要がある施設については、新規制基準への

適合性の確認等が必要であるため平成 年度施設定期検査を継続して実施することとなった。

原子力機構内各部門・拠点からのニーズに応えて、共同利用の分析機器を保守管理し原子力機構

内各部門・拠点からの分析の依頼に対応するとともに、平成 年度に原科研イントラネットに分析

機器の共同利用等に係る情報を掲載開始して利用の促進を図っている。

人材育成において、人材育成・活用検討タスクフォースが中心となって、平成 年度には「英

会話教室」の立ち上げ支援、技術者としての意識向上のための研究部門との意見交換会等を開催し

た。平成 年度には、平成 年度から実施してきた取組みを再検討し、中堅職員による業務報告会等

の開催方法を見直すとともに、新たに人材育成プログラムを策定し、活動を開始した。

外部連携においては、放射線管理業務において韓国原子力研究所との研究協力の取り決めに基

づいて相互訪問と情報交換を実施した。 
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第二章 福島支援への取組み

事故発生以降の継続した取組み

分析

平成 年度

シビアアクシデントにより生じた放射性廃棄物の処理処分に係る技術開発に関して、事故廃棄

物の保管、処理及び処分方策の検討に向けた性状把握として、福島第一原子力発電所で採取した

汚染水、瓦礫、伐採木、立木などの放射能データを取得した。

汚染水の性状把握に関しては、滞留水の処理により発生した廃ゼオライトやスラッジの放射能

濃度を間接的に評価するため、処理装置の前後で試料（処理前及び処理後の廃液）を採取し、放

射能分析を実施した。これにより や などの水処理装置に汚染水を通液した場合、 、

等の放射性核種がどの程度除去されるかを把握した。また、立木の性状把握に関しては、発電

所構内全域を のエリアに区分し、試料の採取位置情報を明確化した放射能データを取得した。

この結果、図Ⅱ に示すように、発電所構内における主要な放射性核種の汚染分布状態を明ら

かにした。

図Ⅱ 立木試料中の放射性核種の濃度 
（経産省 HP：http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/150326/150326_01_3_7_04.pdf、 

参照 年 月 日）

平成 年度

平成 年度に引き続き、土壌、落葉及び原子炉建屋内の瓦礫に対して、放射能データを取得し

た。土壌及び落葉に関しては、平成 年度に実施した立木の分析結果と併せて、立木（枝葉）か

ら落葉及び土壌への放射性核種の移行に関する情報を得た。一方、これまで瓦礫に関しては、採

取場所は明確であるものの、瓦礫の履歴が不明確な原子炉建屋外周辺にあった瓦礫については採

取・分析が実施できていなかった。今回、原子炉建屋内において、各種情報が明確な瓦礫を採取・

分析し、 、 等の放射能濃度が と比例傾向にあること等、放射能濃度データとともに、

核種間の相関に関する情報も取得した。
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福島県住民への内部被ばく検査等の支援

平成 年度

福島県からの要請に基づき福島県民へのホールボディカウンタ（ ）による内部被ばく検査に

関する協力を核燃料サイクル工学研究所と連携して平成 年 月から実施している。

平成 年度は、関東圏内への避難者を対象として、 名の内部被ばく検査を実施した。検査

の結果、有意な内部被ばくはなかった。

また、原子力規制委員会原子力規制庁の委託事業として、公益財団法人海洋生物環境研究所（以

下「海生研」という。）がサンプリングした海域モニタリング試料（海底土）について、原子力機

構と海生研との契約に基づいてγ線スペクトル測定を実施した。再測定を含む全測定試料数は

件で、測定時間は延べ 時間であった。

平成 年度

福島県からの要請に基づき、関東圏内への避難者を対象として、 による内部被ばく検査を

核燃料サイクル工学研究所と連携して実施した。受検者数は 名で、検査の結果、有意な内部

被ばくはなかった。

また、原子力規制委員会原子力規制庁からの委託により、原子力機構と海生研との契約に基づ

いて、海生研がサンプリングした海域モニタリング試料（海底土）について、γ線スペクトル測

定を実施した。再測定を含む全測定試料数は 件で、測定時間は延べ 時間であった。

福島周辺の公衆及び作業者の放射線防護対策に係わる研究

平成 年度

放射線管理部では、福島第一原子力発電所事故後に帰還する住民の被ばく評価の精度を向上さ

せ、合理的な放射線防護対策を検討・立案するために、帰還住民の実際の生活環境に着目し、身

の回りの放射性核種分布や放射線量に関する詳細な測定データを取得した。

外部被ばくに係る研究開発として、平成 年度は、福島周辺の生活環境として南相馬市馬場地

区の特定避難勧奨地点にある、木造モルタル 階建ての家屋を選定し、屋内外中でのγ線エネル

ギー分布（スペクトル）を測定・評価した。測定においては、平成 年度に開発した可搬型スペ

クトロメータ（ 社製 、 φ× ” シンチレータ）

によるγ線スペクトルの簡便な測定手法を用いた。得られたγ線スペクトルから、家屋の内外に

おける散乱線（低エネルギー成分）と 直接線の周辺線量当量の比を評価した。その結果、屋外

と比べて、屋内の方が、散乱線の線量寄与が大きい傾向であり、その寄与率は 以上の場合が

あることがわかった。また、散乱線の周辺線量当量平均エネルギーは、屋内・屋外で大きな差異

はなく、約 ～ と評価された。これらの成果は、日本原子力学会「 年春の年会」

において報告を行った。

内部被ばくに係る研究開発として、平成 年度は、環境淡水試料中の低濃度放射性 測定に

必要な、大容量水試料（ ～ ）から低濃度放射性 を効率よく回収し、分析する方法を確

立した。本分析法は、電気伝導度を指標とした 回収に必要な 樹脂（

社製）量の現地における推定法、水試料中 の樹脂への吸着法及び樹脂に吸着した の溶離法
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並びに陽イオン交換による 分離・精製時に妨害となる大量の を低減するための 選択的除

去に係る分析法といった各種の技術から構成される。本手法を、南相馬市の 箇所の湧水及び地

下水に対して適用した結果、これらの飲料水中の 濃度は、福島第一原子力発電所事故前と同

程度かより低い傾向であった。

平成 年度

放射線管理部では、平成 年度に引き続き、福島第一原子力発電所事故後に帰還する住民の被

ばく評価の精度を向上させ、合理的な放射線防護対策を検討・立案するために、帰還住民の実際

の生活環境に着目し、身の回りの放射性核種分布や放射線量に関する詳細な測定データを取得し

た。

内部被ばくに係る研究開発として、平成 年度は、福島県内の飲料水（水道水・井戸水・湧水

等）中の人工放射性核種濃度（ 、 、 の濃度）及び天然放射性核種濃度（ 、 、 、

、 ）を測定するため、南相馬市内の複数箇所において飲料水の採取を行い、分析を開始

した。

また、平成 年度に確立した、大容量の淡水試料（ ～ ）中の低濃度放射性 分析法に

ついて、 誌に投稿を行った。

- 5 -

JAEA-Review 2018-036



 

第三章 安全衛生と核セキュリティへの取組み

安全衛生管理実施計画

平成 年度

平成 年度当初は、 月 日に原子力機構が定める「安全衛生管理基本方針及び同方針に基づく

活動施策」に基づき、原科研の「安全衛生管理実施計画」及び「原子力施設における法令等の遵

守に係る活動計画」を策定し、活動を行った。

しかし、高速増殖原型炉「もんじゅ」における保守管理上の不備問題及び における放射

性物質の漏えい事故を踏まえ、主として、トップマネジメントの強化及び安全統括機能の強化の

観点から、原子力機構全体での安全文化醸成等の活動を強化するため、活動の対象を全拠点、全

部署に広げることとなった。これに伴い、平成 年 月 日より「原子力科学研究所安全衛生管理

実施計画並びに原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」へと統合

し、活動した。

安全衛生管理実施計画（平成 年度当初）

原科研では、施設の事故・故障等及び労働災害を未然に防ぎ、教育訓練の充実と安全意識の向

上及び安全確保の徹底を図るとともに、職員等の健康の保持増進を図るため、平成 年度当初、

以下の内容の「原科研安全衛生管理実施計画」を定めていた。

Ⅰ．安全衛生管理の方針

．安全の確保を最優先とする。

．法令及びルール（社会との約束を含む。）を守る。

．リスクを考えた保安活動に努める。

．双方向のコミュニケーションを推進する。

．健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。

．防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。

Ⅱ．重点項目

「安全の確保を最優先とする。」に係る活動施策

職場における一人ひとりの役割確認と安全意識の浸透

① 工事並びに施設、設備、機器等の運転、保守及び利用にあたっては、重要事項に係る情報

の収集や立ち止まって実施計画を再考する等、常に問いかける姿勢の定着に努めるとともに、

一人ひとりが自らの役割を確認し、他の作業との関係（他の作業におよぼす影響、他の作業

から受ける影響）を把握しつつ、無理のない工程・計画を立案することにより、作業安全の

確保を図る。また、関連法令及び所内規定等の遵守、品質保証活動の確実な実施、記録管理

の徹底などを、一人ひとりが確実に実施することにより、事故・故障等の発生防止に努める。

② 溶接作業等の火気使用時に可燃物、化学物質、危険物等の管理を徹底するとともに、溶接

作業等による施設・設備におよぼす影響を検討し、必要に応じた対策を行い、火災発生防止
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に努める。

③ 化学物質等安全データシート（ ）を有効に活用して作業環境の改善に努めるとともに、

職員等に危険有害性に関する情報の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の防止に努

める。

④ 所管する施設、作業環境等について、始業・終業点検及び課長等による月例巡視点検を励

行することにより、作業環境等の正常な維持に努める。

⑤ 所長、部長等による安全衛生パトロールを実施し、作業安全の徹底を図る。

⑥ 安全に係る各種講演会、研修会等への参加及び教育訓練等を実施することにより「安全文

化」の意識の浸透に努める。

原子力機構内外の安全情報（良好事例並びに事故等の原因及び対策を含む。）を自らの問題と

して捉え、必要な水平展開を行うことによる事故・トラブルの防止

① 非管理区域における汚染の発見等を含む過去の事故・トラブル及び原子力機構内外の事

故・トラブル情報である安全情報（原因と対策を含む。）を共有し、自らの施設・設備や業務

に置き換えて安全への影響を評価し、事故・トラブルの未然防止を図る。

② 原子力機構外のメーカ等の経験・知識を講演会等の参加により学び、保全に係る技術の向

上を図る。

請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実

① 請負作業においては、ホールドポイント（管理監督者等の承認や確認がなければそれ以上

作業を進めてはならないポイントのこと）の明確化に努めるとともに、安全確保上必要な情

報の提供、安全対策等への指導・助言、異常時の措置・対応等の妥当性の確認を実施するな

どにより安全確認を行い、事故・トラブルの防止を図る。また、作業開始前の健康確認の確

実な実施についても、指導・支援に努める。

② 請負業者の工事作業状況及び工事作業体制等を通して、請負業者の技術的能力を確認し、

必要に応じて適切な指導・支援を行う。

「法令及びルール（社会との約束を含む。）を守る。」に係る活動施策

自らの業務に関連するルールの把握と実行

① 原子力関係法令、規制行政庁からの通知、茨城県原子力安全協定、その他所内規定類、施

設・設備の運転、取扱手引等について、一層の周知徹底を図る。また、平成 年度に発生し

た電離健康診断受診不備、妊娠した女性の被ばく管理不備は、規則等の理解不足によるもの

であるため、規則等を十分理解することに努め再発防止を図る。

② これまで発生した事故・トラブル事例を通報連絡基準に反映するとともに、通報事象のグ

レーゾーンを取り除くことに努め、通報連絡のより迅速かつ適確な対応を図る。

③ 火災発見時の「 番通報」を迅速に行うことを徹底する他、緊急時における対応の向上を

図るため、保安教育及び防災訓練を実施する。

規則、要領（マニュアル）等の適切性の確保と確実な遵守

① 規則、要領（マニュアル）等の記載内容の妥当性を定期的に確認し、見直しを適切に実施

する。法令改正時、施設・設備の変更時、作業方法の変更時は、見直しをタイムリーに実施
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し、定められた手続きにより安全確保上問題のないことを確認するとともに、誤解を与えな

い明確な記載とする。技術継承の観点から自らの経験や他施設の事例を踏まえた注意事項等

の記載に努める。また、規則、要領などの改正を行った場合は、改正内容の教育を実施し、

変更等の目的、理由、背景等について説明を加える。

② 法令等に基づく申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値な

どを確かめて、一人ひとりが役割を認識し、定められたチェック体制に基づき確認を行う。

「リスクを考えた保安活動に努める。」に係る活動施策

施設、設備等の習熟とリスクアセスメント（火災発生防止を含む。）の推進

① 施設、設備の特性、操作方法等の理解・習熟度の向上を図る。また、高経年化した施設等

に潜在するリスクの把握に努め、事故の発生防止に努める。

② 施設の保安及び作業の安全管理に係る法定有資格者について可能な限り数値目標を定め、

その育成に努める。

③ 発火の原因となる物質の保管状況等の把握を行うとともに、不要な発火性物質、物品等の

整理を行い、防火管理に努める。また、出火原因となる電気・ガス設備等及び消火器材等の

保安状況を把握し、防火管理の徹底を図る。

④ 定常及び非定常作業に係るリスクアセスメントを実施する。リスクアセスメントを実施す

るにあたっては、 現主義（現場で、現物を見て、現実を認識して対応）の考えを含めること

により、安全対策を確実に講じ労働災害の防止を図る。また、作業を行う上で、施設・設備

への損傷及び環境への影響についてリスクアセスメントを実施し、必要な安全対策を行い、

火災及び事故の発生防止を図る。

施設・設備の重要度、経年及び運転状況に応じた保守管理の充実

① 施設・設備の高経年化による故障等を防止するための点検を励行するとともに、耐用年数、

設備環境等を勘案し、構成機器の整備・定期交換を行い、災害の発生防止に努める。また、

供用を終了した設備の情報を継承する等の安全関連情報の共有の徹底を図る。

② 保守管理にあたっては、重要度や高経年化に応じたリスクの評価を行い、保全計画の立案、

保全方法（予防保全又は事後保全）の明確化に努める。

③ 長期間停止中の施設・設備について、適切な保守管理等を行うとともに、再起動にあたっ

ては、関連する機器への影響を十分確認し安全確保を図る。

基本動作（ を含む。）の徹底及び ･ の活用

① 職場における基本動作（ （整理、整頓、清掃、清潔及びしつけ（習慣化））を含む。）の徹

底を図る。また、作業開始前の ･ に （初めて、変更、久しぶり）の検討を含めること

により作業安全の確保を図る。

「双方向のコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策

経営層や拠点幹部と現場との対話を通した相互理解の推進による風通しの良い意欲あふれる

職場環境の構築

① 経営層や拠点幹部（部長クラスを含む。）と現場との対話によって、安全確保に対する一人
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ひとりの考えやアイデアの提案、安全確保の取り組みに対する疑問や不安、要望等を共有す

る相互理解の促進により、日常業務への取り組み意欲の向上を図る。

② 原科研においては、運営会議、部長連絡会議及び原科研連絡会議、職場においては、部安

全衛生会議、課安全衛生会議、部安全衛生管理担当者連絡会議及び課安全衛生管理担当者連

絡会議、その他の朝会等の安全及び衛生に関するミーティングを計画的に開催し、職場の安

全及び衛生に係る活動計画、実施状況及び安全等に係る情報の共有を図る。

誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか）と透明性の確保

（情報発信）

① 常日頃から「報・連・相（報告・連絡・相談）」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点

及びヒヤリハットなどの情報の共有を速やかに図るとともに、発生した問題点について確

認・共有・解決に努める。また、協力会社との対話が活発に行えるような風通しのよい職場

づくりを進める。

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の立

場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。

「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策

心身両面にわたる健康管理の推進

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、健康管理に係る措置の徹底を図ると

ともに、産業医、保健師等による心身両面にわたる保健指導等を行い、健康の保持増進に努

める。また、メンタルヘルス面では「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調の

未然防止、早期発見を図るための対策を実施する。

過重労働による健康障害の防止対策の徹底

① 職員等の健康障害を防止するため、産業医・衛生管理者及び部課室長等による職場巡視を

行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の維持を図るとともに、適正な労働

時間管理の指導・徹底を図り、過重労働による健康障害の防止対策の徹底に努める。

「快適職場づくり」を目指した活動の推進

① 喫煙行動基準に基づく分煙の徹底、快適職場づくりを目指した活動を推進する。

「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策

防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成

① 大規模地震発生時の備えとして、避難場所及び避難経路の周知徹底を図るとともに、ボン

ベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施することにより、防火・防災対策の充実

強化を図る。

② 原子力施設等における通報訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練を継続し、迅

速、的確な初動対応、外部への情報発信など、事故トラブル対応能力の習得、向上に努める。
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安全衛生管理実施計画並びに原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係

る活動計画（平成 年 月 日）

平成 年 月 日より統合した「原子力科学研究所安全衛生管理実施計画並びに原子力施設にお

ける安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」を以下に示す。なお、原子力施設におけ

る安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動は、方針 ～ を適用する。

Ⅰ 「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の方針

安全確保を最優先とする。

法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。

安全を最優先に資源を重点的に投入する。

現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。

経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。

健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。

防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。

Ⅱ 重点項目

「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策

理事長の方針や理事長レビューの指示を適切に活動目標等に展開した継続的な改善活動の実

施

① 安全文化の劣化徴候の把握に係るチェック項目（安全指標）を基に、各部課室でセルフア

セスメント（自己評価）を行い、各部の安全文化に対する意識の状況を把握する。

職場における安全確保のための一人ひとりの役割確認と安全意識の浸透

① 工事並びに施設、設備、機器等の運転、保守及び利用にあたっては、重要事項に係る情報

の収集や立ち止まって実施計画を再考する等、常に問いかける姿勢の定着に努めるとともに、

一人ひとりが自らの役割を確認し、他の作業との関係（他の作業におよぼす影響、他の作業

から受ける影響）を把握しつつ、無理のない工程・計画を立案することにより、作業安全の

確保を図る。また、関連法令及び原科研内規定等の遵守、品質保証活動の確実な実施、記録

管理の徹底などを、一人ひとりが確実に実施することにより事故・故障等の発生防止に努め

る。

② 安全に係る各種講演会、研修会等への参加及び教育訓練等を実施することにより「安全文

化」の意識の浸透に努めるとともに、技術力の維持向上を図る。

③ 設備に係る不適合事象が発生した場合には設備の安全確認への取り組みを第一とすること

に努める。

迅速な通報連絡と積極的な情報発信による透明性の確保

① これまで発生した事故・トラブル事例を通報連絡基準に反映するとともに、通報事象のグ

レーゾーンを取り除くことに努め、通報連絡のより迅速かつ適確な対応を図る。

原子力機構内外の安全情報（事故や不具合の原因及び対策並びに良好事例を含む。）を自らの

問題として捉え、必要な水平展開を行うことによる事故・トラブルの防止
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① 非管理区域における汚染の発見等を含む過去の事故・トラブルから得られた教訓及び原子

力機構内外の事故・トラブルの安全情報（原因と対策を含む。）を共有し、自らの施設・設備

や業務に置き換えて安全への影響を評価し、事故・トラブルの未然防止を図る。

② 原子力機構外のメーカ等の経験・知識を講演会等の参加により学び、保全に係る技術の向

上を図る。

請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実

① 請負作業においては、ホールドポイント（管理監督者等の承認や確認がなければそれ以上

作業を進めてはならないポイントのこと）の明確化に努めるとともに、安全確保上必要な情

報の提供、安全対策等への指導・助言、異常時の措置・対応等の妥当性の確認を実施するな

どにより安全確認を行い、事故・トラブルの防止を図る。また、作業開始前の健康確認の確

実な実施についても、指導・支援に努める。

② 請負業者の工事作業状況及び工事作業体制等をとおして、請負業者の技術的能力を確認し、

必要に応じて適切な指導・支援を行う。

「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策

自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守

① 原子力関係法令、規制行政庁からの通知、茨城県原子力安全協定、その他所内規定類、施

設・設備の運転、取扱手引等について、一層の周知徹底を図る。また、平成 年度に発生し

た放射線業務従事者の被ばく管理不備は、規則等の理解不足によるものであるため、規則等

を十分理解することに努め、再発防止を図る。

規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認

① 規則、要領（マニュアル）等の記載内容の妥当性を定期的に確認し、見直しを適切に実施

する。法令改正時、施設・設備の変更時、作業方法の変更時は、見直しをタイムリーに実施

し、定められた手続きにより安全確保上問題のないことを確認するとともに、誤解を与えな

い明確な記載とする。技術継承の観点から自らの経験や他施設の事例を踏まえた注意事項等

の記載に努める。また、規則、要領等の改正を行った場合は、改正内容の教育を実施し、変

更等の目的、理由、背景等について説明を加える。

② 法令等に基づく申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値な

どを確かめて、一人ひとりが役割を認識し、定められたチェック体制に基づき確認を行う。

「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策

施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の投入と配分並びにその効果の確認と必要な修正

① 施設設備の運転計画、保全計画等の策定に際して、安全運転や信頼性維持のために必要な

資源を評価し、安全を優先した配分に努める。施設管理者等は、緊急の案件が生じた場合は、

部長等に報告し、資源の投入を求め、安全の確保に努める。
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「現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。」に係る活動施策

作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施

① 作業計画の立案及び変更に際しては、他の工程への影響、環境への影響、資源の状況等を

考慮し、無理のない計画を立て安全の確保に努める。

現主義（現場で、現物を見て、現実を認識して対応）によるリスクアセスメント（火災発生

防止を含む。）の実施とその結果を踏まえた安全対策の実施

① 施設、設備の特性、操作方法等の理解・習熟度の向上を図る。また、高経年化した施設等

に潜在するリスクの把握に努め、事故の発生防止に努める。

② 施設の保安及び作業の安全管理に係る法定有資格者について可能な限り数値目標を定め、

その育成に努める。

③ 発火の原因となる物質の保管状況等の把握を行うとともに、不要な発火性物質、物品等の

整理を行い、防火管理に努める。また、出火原因となる電気・ガス設備等及び消火器材等の

保安状況を把握し、防火管理の徹底を図る。

④ 定常及び非定常作業に係るリスクアセスメントを実施する。リスクアセスメントを実施す

るにあたっては 現主義の考えを含めることにより、安全対策を確実に講じ労働災害の防止を

図る。また、作業を行う上で、施設・設備への損傷及び環境への影響についてリスクアセス

メントを実施し、必要な安全対策を行い火災及び事故の発生防止を図る。

施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（ 、 ･ 等）の徹底

① 職場における基本動作（ （整理、整頓、清掃、清潔及びしつけ（習慣化））を含む。）の

徹底を図る。また、作業開始前の ･ に の検討を含めることにより作業安全の確保を図る。

「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策

経営層、拠点や研究部門幹部と現場との対話を通した相互理解の推進（課題の収集と確実な

フィードバック）による現場の士気の高揚と風通しの良い意欲あふれる職場環境の構築

① 経営層や拠点幹部（部長クラスを含む。）と現場との対話によって、安全確保に対する一人

ひとりの考えやアイデアの提案、安全確保の取り組みに対する疑問や不安、要望などを共有

する相互理解の促進により、日常業務への取り組み意欲の向上を図る。

② 原科研においては、運営会議、部長連絡会及び原科研連絡会議、職場においては、部内会

議、課内会議、安全衛生会議等、その他の朝会等の安全及び衛生に関するミーティングを計

画的に開催し、職場の安全及び衛生に係る活動計画、実施状況及び安全等に係る情報の共有

を図る。

誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか）

① 常日頃から「報・連・相（報告・連絡・相談）」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点

及びヒヤリハットなどの情報の共有を速やかに図るとともに、発生した問題点について確

認・共有・解決に努める。また、対話が活発に行えるような風通しのよい職場づくりを進める。

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の立

場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。
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「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策

心身両面にわたる健康管理の推進

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、健康管理に係る措置の徹底を図ると

ともに、産業医、保健師等による心身両面にわたる保健指導等を行い、健康の保持増進に努

める。また、メンタルヘルス面では「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調の

未然防止、早期発見を図るための対策を実施する。

過重労働による健康障害の防止対策の徹底

① 職員等の健康障害を防止するため、産業医・衛生管理者及び部課室長等による職場巡視を

行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の維持を図るとともに、適正な労働

時間管理の指導・徹底を図り、過重労働による健康障害の防止対策の徹底に努める。

「快適職場づくり」を目指した活動の推進

① 喫煙行動基準に基づく分煙の徹底、快適職場づくりを目指した活動を推進する。

「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策

防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成

① 大規模地震発生時の備えとして、避難場所及び避難経路の周知徹底を図るとともに、ボン

ベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施することにより、防火・防災対策の充実

強化を図る。

② 現場等における通報訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練を実施し、迅速、的

確な初動対応、外部への情報発信（ 番通報）など、事故トラブル対応能力の習得、向上を

図るため、保安教育及び防災訓練を実施する。

③ 溶接作業等の火気使用時に可燃物、化学物質、危険物等の管理を徹底するとともに、溶接

作業等による施設・設備におよぼす影響を検討し、必要に応じた対策を行い、火災発生防止

に努める。

④ を有効に活用して作業環境の改善に努めるとともに、職員等に危険有害性に関する情報

の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の防止に努める。

⑤ 所管する施設、作業環境等について、始業・終業点検及び課長等による月例巡視点検を励

行することにより、作業環境等の正常な維持に努める。

⑥ 所長、部長等による安全衛生パトロールを実施し、作業安全の徹底を図る。

安全衛生管理並びに原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守の実施状況

平成 年度の「原子力科学研究所安全衛生管理実施計画及び原子力施設における安全文化の醸

成及び法令等の遵守に係る活動計画」に基づき、以下の安全衛生管理業務を遂行した。

（ ）「安全の確保を最優先とする。」に係る実施状況

安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の劣化兆候に係るチェック項目（安全

指標）を基に、セルフアセスメント（自己評価）を実施した。

放射線業務従事者の被ばく管理不備への対応として、放射線安全取扱手引を改正し、妊娠の告
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知（線量限度の変更手続き）をすることにより、内部被ばく測定依頼の手続きが実施できる仕組

みを構築するとともに、妊娠により必要な被ばく管理の手順について認識を持たせるため、手続

きや線量限度を記載した教育用リーフレットを改正した。

各種講演会、研修会を開催し、一人ひとりの役割確認、安全意識の浸透に取り組んだ。

事故解釈基準の制定に伴い、原子力科学研究所事故故障発生時の通報連絡に関する運用基準を

改定した。

原子力施設等において事故・故障が発生した場合における法令及び規制官庁からの指導に基づ

く通報連絡並びに地方自治体との安全協定に基づく通報連絡は、「 ハドロン実験施設にお

ける放射性物質の漏えいについて」 平成 年 月 日 、「 排気ダクトの亀裂について」

（ 月 日）、「第 廃棄物処理棟 自動ろ紙交換装置の故障」（ 月 日）及び「汚染除去場の屋

根部分の破損について（ 月 日）」の 件であった。 ハドロン施設における放射性物質

漏えい事故等の通報遅れについて、異常事態に対応する体制を見直した。この新しい緊急時の体

制に基づき、 を発災現場とした非常事態訓練（ 月 日）を実施し､新体制が初動対応等

を含め問題なく機能することを確認した。

安全統括部から送付される原子力機構外で発生した事故・故障等の原因、講じられた対策等の

外部情報を メールで各部へ配信（ 件）した。事故・故障等の水平展開については、水平展開

要領に基づき保安管理部で総括し、原科研内水平展開 件を実施した。原科研内のトラブル事象

については、安全情報としてイントラネットへ掲載（ 件）した。

電気保安講習会を開催し、メーカにおける経験等の習得を図った。

請負業者安全衛生連絡会を 月 日、 月 日、 月 日、 月 日に開催し、最近のトラ

ブル情報とトラブル防止対策等の情報交換を実施し、安全確保について相互理解を図り、事故発

生防止に努めた。

「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束を含む。）を守る。」に係る実施状況

国、県からの通知等は、文書及び記録の管理要領に基づき外部文書として管理し、必要に応じ

て業務連絡書、 メールにて配信した。

規定類、運転手引等の改定時には、業務連絡書、 メールにて配信するとともに、課安全衛生

会議等において保安教育を実施した。

原科研内各部各部門を対象に、安全や保安に係る原科研の規程、規則等及び各部課室で定める

施設の運転、保守、作業マニュアル、安全に係る規則、要領等 件について、法令との適合性

及び実効性を確認した。確認の結果、法令等に違反する事象はないが、他文書との不整合、誤記

や図面等が最新のものになっていない文書が 件確認された。これらについて、一部を除き平

成 年 月末までに改定した。

品質保証推進委員会において、誤記載を防止するためのチェック方法、書類作成の各段階で実

施すべきチェック方法と体制を検討し、整理した。この観点から、各部の要領、チェックシート、

確認体制などの見直しを実施した。

法令に基づく、許認可申請等の提出（申請書、届出、報告書等）の手続きに際しては、各部が
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定める許認可申請等の確認要領等に基づき、許認可申請等のチェックシートにより作成者以外で

作成担当課室の複数者による確認を行った。

「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る実施状況

施設設備の重要度や経年劣化状況等を考慮した保全計画に基づき、必要な予算措置を行って、

安全運転や信頼性維持のための保守管理を実施した。保安活動に対して、課長による評価を 回

／四半期、部長による評価を 回／半年ごとに実施し、安全を最優先として資源が有効に使われ

ているかについて評価を行った。

「現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。」に係る実施状況

施設、設備の特性、操作方法等に関する必要な教育を実施した。また、 、 を実施す

るとともに、運転経験の浅い者にはベテランの者が同行する等により、理解・習熟に努めた。

発火原因となる物質の保管、可燃性物質の整理整頓を適切に実施するとともに、定期パトロー

ルの実施により管理状況を確認することで、火災防止に努めた。

センターハドロン実験ホールにおける高所作業者の転落事象を受けて、原科研において

も作業前のリスクアセスメント及び ･ において、安全帯の常時確保の徹底を確認し、再発防

止に努めた。

高所危険体感及び電気危険作業危険体感の「安全体感研修」を実施し、危険の感受性向上に努

めた。

所長パトロール、部長パトロール、産業医の職場巡視、衛生管理者の職場巡視等の実施に際し

て、 について指導等を行い、作業開始前の ･ の実施状況を確認することにより安全確保

に努めた。

「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策

役員巡視を 月 日に実施し、もんじゅにおける保安管理上の不備及び の放射性物質

漏えい事故を踏まえ、 ハドロン実験施設を巡視した。役員自らが各拠点の若手職員に対し

て安全確保を最優先とするメッセージを直接伝えるとともに、原子力機構改革の内容や取組みに

ついて理解を深め、原子力機構の置かれた厳しい状況を共有するため、役員との意見交換会を

回実施した。

若手職員による創意工夫発表会、中堅職員業務報告会の報告会、平成 年度新入職員との懇談

平成 年度新入職員との懇談、課長代理級昇任者懇談会及び課長級昇任者懇談会を開催し、業務

上の課題、技術トピックス等について意見交換を実施した。

各年間役務契約総括責任者との意見交換会（ 月 日： 名参加）を開催し、トラブル事例の

紹介や請負業者の抱える課題等について意見交換を行った。

部次長と各職位階層（課長代理、技術副主幹等、主査、一般職）との階層別懇談会（原則月

回開催）を実施し、技術継承の効果的な進め方などについて、自由に意見交換をすることにより、

部内のコミュニケーションを図った。

原子力科学研究所連絡会議を原則毎月 回開催し、部長及び部門長等による会議を実施し、原
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科研内の運営等について議論しコミュニケーションの推進を図った。部長連絡会を原則毎週 回

開催し、原科研内の運営等について議論しコミュニケーションの推進を図った。部安全衛生会議

（四半期毎に開催）、建家安全衛生会議（四半期毎に開催）、課安全衛生会議（毎月開催）、部安全

衛生管理担当者連絡会議（年 回開催）を開催し、コミュニケーションの推進を図った。

「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る実施状況

職員等の健康管理に資するため、一般健康診断、電離放射線健康診断、有機溶剤等健康診断、

特定化学物質健康診断及び生活習慣病検診等を行った。有所見者に対しては、産業医等による受

診勧奨及び保健指導を実施した。

心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、外部講師による「自殺予防

の基礎知識」と題する衛生講演会を 月 日に開催した。管理監督者を対象として、外部機関

による積極的傾聴法を受講させるなどの教育を行うとともに、動機付け支援のためのメンタルア

ンケートを実施した。また、産業医によるメンタルヘルス不全の早期発見と健康相談を実施し、

メンタルヘルス講演会を平成 年 月 日に開催した。

快適な職場環境を保つため、週 回の衛生管理者巡視及び月 回の産業医の職場巡視を行い、

職場の作業環境、作業方法及び衛生状況について点検を行い、不具合箇所の改善に努めた。

「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る実施状況

大規模地震及び大津波警報発表を想定した自主防災訓練を実施した。

ホットラボの管理区域内において火災発生を想定した第 回非常事態総合訓練を実施した。こ

の訓練では自衛消防隊とひたちなか・東海広域事務組合消防本部との合同消火活動を実施し、連

携した消火活動ができることを確認した。

において原災法第 条事象を想定した第 回非常事態総合訓練を実施した。

所長安全衛生パトロールについては、震災後の点検及び復旧作業に係る安全対策状況の確認及

び火災予防対策を重点項目に設定し、職場巡視を実施した。高圧ガス設備の保安状況確認のため、

所長巡視を実施した。

平成 年度

安全衛生管理実施計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守

に係る活動計画

原子力機構が定める「平成 年度安全衛生管理基本方針」、「平成 年度原子力施設における安

全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」及び「活動施策」に基づき、施設の事故・故障

等及び労働災害を未然に防ぎ、教育訓練の充実と安全意識の向上及び安全確保の徹底を図るとと

もに、職員等の健康の保持増進を図るため、平成 年度の「原子力科学研究所安全衛生管理実施

計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」を次のよ

うに定めた。

なお、原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動は、方針 ～ を

適用する。
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Ⅰ．「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の方針

．安全確保を最優先とする。

．法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。

．安全を最優先に資源を重点的に投入する。

．現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。

．経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。

．健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。

．防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。

Ⅱ．重点項目

「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策

職場における安全確保のための一人ひとりの役割確認と安全意識の浸透

① 工事並びに施設、設備、機器等の運転、保守及び利用にあたっては、重要事項に係る情報

の収集や立ち止まって実施計画を再考する等、常に問いかける姿勢の定着に努めるとともに、

一人ひとりが自らの役割を確認し、他の作業との関係（他の作業におよぼす影響、他の作業

から受ける影響）を把握しつつ、無理のない工程・計画を立案することにより、作業安全の

確保を図る。また、関連法令及び所内規定等の遵守、品質保証活動の確実な実施、記録管理

の徹底などを、一人ひとりが確実に実施することにより事故・故障等の発生防止に努める。

② 安全に係る各種講演会、研修会等への参加及び教育訓練等を実施することにより「安全文

化」の意識の浸透に努めるとともに、技術力の維持向上を図る。

③ 設備に係る不適合事象が発生した場合には設備の安全確認への取り組みを第一とすること

に努める。

迅速な通報連絡と積極的な情報発信による透明性の確保

① これまで発生した事故・トラブル事例を通報連絡基準に反映するとともに、通報事象のグ

レーゾーンを取り除くことに努め、通報連絡のより迅速かつ適確な対応を図る。

原子力機構内外の安全情報（事故や不具合の原因及び対策並びに良好事例を含む。）を自らの

問題として捉え、必要な水平展開を行うことによる事故・トラブルの防止

① 非管理区域における汚染の発見等を含む過去の事故・トラブルから得られた教訓及び原子

力機構内外の事故・トラブルの安全情報（原因と対策を含む。）を共有し、自らの施設・設備

や業務に置き換えて安全への影響を評価し、事故・トラブルの未然防止を図る。

② 原子力機構外のメーカ等の経験・知識を講演会等の参加により学び、保全に係る技術の向

上を図る。

請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実

① 請負作業においては、ホールドポイント（管理監督者等の承認や確認がなければそれ以上

作業を進めてはならないポイントのこと）の明確化に努めるとともに、安全確保上必要な情

報の提供、安全対策等への指導・助言、異常時の措置・対応等の妥当性の確認を実施するな

どにより安全確認を行い、事故・トラブルの防止を図る。また、作業開始前の健康確認の確
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実な実施についても、指導・支援に努める。

② 請負業者の工事作業状況及び工事作業体制等をとおして、請負業者の技術的能力を確認し、

必要に応じて適切な指導・支援を行う。

「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策

自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守

① 原子力関係法令、規制行政庁からの通知、茨城県原子力安全協定、その他所内規定類、施

設・設備の運転、取扱手引等について、一層の周知徹底を図る。また、平成 年度に発生し

た放射線業務従事者の被ばく管理不備は、規則等の理解不足によるものであるため、規則等

を十分理解することに努め、再発防止を図る。

規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認

① 規則、要領（マニュアル）等の記載内容の妥当性を定期的に確認し、見直しを適切に実施

する。法令改正時、施設・設備の変更時、作業方法の変更時は、見直しをタイムリーに実施

し、定められた手続きにより安全確保上問題のないことを確認するとともに、誤解を与えな

い明確な記載とする。技術継承の観点から自らの経験や他施設の事例を踏まえた注意事項等

の記載に努める。また、規則、要領等の改正を行った場合は、改正内容の教育を実施し、変

更等の目的、理由、背景等について説明を加える。

「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策

施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の投入と配分並びにその効果の確認と必要な修正

① 施設設備の運転計画、保全計画等の策定に際して、安全運転や信頼性維持のために必要な

資源を評価し、安全を優先した配分に努める。施設管理者等は、緊急の案件が生じた場合は、

部長等に報告し資源の投入を求め、安全の確保に努める。

「現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。」に係る活動施策

作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施

① 作業計画の立案及び変更に際しては、他の工程への影響、環境への影響、資源の状況等を

考慮し、無理のない計画を立て安全の確保に努める。

現主義（現場で、現物を見て、現実を認識して対応）によるリスクアセスメント（火災発

生防止を含む。）の実施とその結果を踏まえた安全対策の実施

① 施設、設備の特性、操作方法等の理解・習熟度の向上を図る。また、高経年化した施設等

に潜在するリスクの把握に努め、事故の発生防止に努める。

② 施設の保安及び作業の安全管理に係る法定有資格者について可能な限り数値目標を定め、

その育成に努める。

③ 発火の原因となる物質の保管状況等の把握を行うとともに、不要な発火性物質、物品等の

整理を行い、防火管理に努める。また、出火原因となる電気・ガス設備等及び消火器材等の
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保安状況を把握し、防火管理の徹底を図る。

④ 定常及び非定常作業に係るリスクアセスメントを実施する。リスクアセスメントを実施す

るにあたっては 現主義の考えを含めることにより、安全対策を確実に講じ労働災害の防止

を図る。また、作業を行う上で、施設・設備への損傷及び環境への影響についてリスクアセ

スメントを実施し、必要な安全対策を行い火災及び事故の発生防止を図る。

施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（ 、 ･ 等）の徹底

① 職場における基本動作（ （整理、整頓、清掃、清潔及びしつけ（習慣化））を含む。）の

徹底を図る。また、作業開始前の ･ に の検討を含めることにより作業安全の確保を

図る。

「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策

経営層、拠点や研究部門幹部と現場との対話を通した相互理解の推進（課題の収集と確実な

フィードバック）による現場の士気の高揚と風通しの良い意欲あふれる職場環境の構築

① 経営層や拠点幹部 部長クラスを含む。 と現場との対話によって、安全確保に対する一人

ひとりの考えやアイデアの提案、安全確保の取り組みに対する疑問や不安、要望などを共有

する相互理解の促進により、日常業務への取り組み意欲の向上を図る。

② 原科研においては運営会議、部長連絡会及び原科研連絡会議、職場においては部内会議、

課内会議、安全衛生会議等、その他の朝会等の安全及び衛生に関するミーティングを計画的

に開催し、職場の安全及び衛生に係る活動計画、実施状況及び安全等に係る情報の共有を図

る。

誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか）

① 常日頃から「報・連・相（報告・連絡・相談）」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点

及びヒヤリハットなどの情報の共有を速やかに図るとともに、発生した問題点について確

認・共有・解決に努める。また、対話が活発に行えるような風通しの良い職場づくりを進め

る。

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の立

場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。

「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策

心身両面にわたる健康管理の推進

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、健康管理に係る措置の徹底を図ると

ともに、産業医、保健師等による心身両面にわたる保健指導等を行い、健康の保持増進に努

める。また、メンタルヘルス面では「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調の

未然防止、早期発見を図るための対策を実施する。

過重労働による健康障害の防止対策の徹底

① 職員等の健康障害を防止するため、産業医・衛生管理者及び部課室長等による職場巡視を

行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の維持を図るとともに、適正な労働

時間管理の指導・徹底を図り、過重労働による健康障害の防止対策の徹底に努める。
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「快適職場づくり」を目指した活動の推進

① 職場の各種作業環境の充実に努め、快適職場づくりを目指した活動を推進する。

「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策

防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成

① 大規模地震発生時の備えとして、避難場所及び避難経路の周知徹底を図るとともに、ボン

ベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施することにより、防火・防災対策の充実

強化を図る。

② 現場等における通報訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練を実施し、迅速、的

確な初動対応、外部への情報発信（ 番通報）など、事故トラブル対応能力の習得、向上

を図るため、保安教育及び防災訓練を実施する。

③ 溶接作業等の火気使用時に可燃物、化学物質、危険物等の管理を徹底するとともに、溶接

作業等による施設・設備におよぼす影響を検討し、必要に応じた対策を行い火災発生防止に

努める。

④ を有効に活用して作業環境の改善に努めるとともに、職員等に危険有害性に関する情

報の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の防止に努める。

安全衛生管理並びに原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守の実施状況

平成 年度の「原子力科学研究所安全衛生管理実施計画及び原子力施設における安全文化の醸

成及び法令等の遵守に係る活動計画」に基づき、以下の安全衛生管理業務を遂行した。

「安全の確保を最優先とする。」に係る実施状況

各種講演会、研修会を開催し、一人ひとりの役割確認、安全意識の浸透に取り組んだ。

設備等の不適合事象のランク 及びランク の不適合の適用範囲を見直すとともに、ランク

未満で取り扱っていた不適合に至らない軽微な事象等についても不適合ランク として不適合管

理を実施するため、不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領を改定した（ 月 日）。また、

現場から不適合事象を今までよりも報告しやすくするため不適合事例集を作成し説明会を実施す

るとともに、イントラネットに掲載した。不適合管理の要否、不適合管理の区分、原因究明及び

是正処置の妥当性の検討を目的とする不適合管理専門部会の円滑な運営を図るため「原子力科学

研究所不適合管理専門部会運営要領」を制定し、適切な力量を持った者が不適合全般について一

括管理することとした。

原子力科学研究所事故故障発生時の通報連絡基準の一部を改正した（ 月 日）。

公設消防からの要請を受け、消火の必要のない瞬間的な火花、焦げ跡を発見した場合の公設消

防への通報を 番通報から一般電話による通報に変更することとし、運用開始 月 日 に向け

て所内説明会を開催した（ 月 日実施）。また、その内容を「工事・作業安全マニュアル」に追

記する改正を行った。

原子力施設等において事故・故障が発生した場合における法令及び規制官庁からの指導に基づ

く通報連絡並びに地方自治体との安全協定に基づく通報連絡は、「原子力コード特研屋外での仮設
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発電機の火災」（ 月 日）、「 施設での高周波ケーブルの焦げ」（ 月 日）、 「 実験利

用棟 第 棟 における排気第 系統（フード系）の停止」（ 月 日）、「 センター 物質・生命

科学実験施設 における煤の確認 非火災 」（ 月 日）、「第 廃棄物処理棟における給気系統

ファンの故障」（ 月 日）、「 物質・生命科学実験施設 第 実験ホールにおける火災」

（平成 年 月 日）及び「第 廃棄物処理棟における封入容器放射能測定装置及び分電盤からの

火花の発生（非火災）」（平成 年 月 日）、「 実験利用棟（第 棟）分析装置内コンデンサの

破損」（平成 年 月 日）の 件があった。

仮設発電機の火災時に「現地対策本部内の外部コミュニケーションの不備」が生じたため、外

部からの指示を確実にメモし録音等で受信記録を残す仕組みを導入し、外部へ発信する対応者を

専任するといった改善を行った。さらに同事象において緊急時通報連絡装置の中央警備室操作卓

に不具合が発生し、本部員の迅速な招集に支障が生じたことから、中央警備室操作卓を更新する

とともに、緊急時対策所にも操作卓を増設した。

安全・核セキュリティ統括部から送付される機構外で発生した事故・故障等の原因、講じられ

た対策等の外部情報を メールで各部へ配信（ 件）した。原科研内のトラブル事象については安

全情報としてイントラネットへ掲載（ 件）した。

請負業者安全衛生連絡会を 月 日、 月 日、 月 日、 月 日を開催し、最近のトラブル情

報とトラブル防止対策等の情報交換会を実施し、安全確保について相互理解を図り事故の発生防

止に努めた。

「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束を含む。）を守る。」に係る実施状況

規定類、運転手引等の改定時には業務連絡書、 メールにて配信するとともに、課安全衛生会

議等において保安教育を実施した。

保安規定に係る保安教育の実施について、各部の教育・訓練管理要領を改定し、講師の力量評

価及び教育資料内容の確認・改善等に係る記載及び様式を追加した。

原科研内各部各部門を対象に、安全や保安に係る所の規程、規則等及び各部課室で定める施設

の運転、保守、作業マニュアル、安全に係る規則、要領等について、関係する法令等（原子力機

構内の上位規則を含む。）の改正があった 件に対して法令との適合性及び実効性を確認した。

確認の結果、法令等に違反する事象はないが、組織改編に係る組織名称変更の未対応等、 件が

確認された。そのうち 件は、平成 年 月までに改定を行った。

放射線障害防止法関係法令に基づく特定放射性同位元素の受入等に係る報告の遺漏があった。

内部手続きの方法が不明確であったことから、放射線障害予防規程及び放射線安全取扱手引の改

正により、手続きの明文化及び手続様式の策定を行い、平成 年 月より運用を開始した。

「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る実施状況

施設設備の重要度や経年劣化状況等を考慮した保全計画に基づき、必要な予算措置を行って、

安全運転や信頼性維持のための保守管理を実施した。保安活動に対して、部長による評価を 回／

半年ごとに実施し、安全を最優先として資源が有効に使われていることの評価を行った。
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「現場を重視し、リスクを考えた保安活動に努める。」に係る実施状況

施設、設備の特性、操作方法等に関する必要な教育を実施した。また、 、 を実施する

とともに、経験の浅い者にはベテランの者が同行する等により、理解・習熟に努めた。

所長から原科研に駐在する各部・センターの高経年化した施設・設備に潜む事故・トラブルに

関するリスクを把握し対応させ安全管理の実効性を強化するとともに、各部・センターへの安全

衛生管理並びに安全文化の醸成及び法令等の遵守活動に係る指示等の伝達方法を明確にするため

に、安全衛生管理規則を一部改正し、新たに各部・センターに安全衛生管理統括者代理者 次長・

副センター長クラス を選任した。また、安全衛生管理統括者代理者連絡会議を新設し、連絡会議

を開催した。

巡視点検時に異常の予兆が確認された場合に、点検記録様式を改定し、普段と異なる気付いた

事項を記載する欄を設けた。このことにより異常の予兆や保安規定に抵触しない不具合に対する

取組意識の向上が図られた。

所長パトロール、部長パトロール、課長パトロール、防火・防災管理者パトロール、産業医の

職場巡視、衛生管理者の職場巡視等の実施により管理状況を確認することで、火災防止に努めた。

「 コールド機械室空気圧縮機用冷却水ポンプ更新作業における作業員の負傷事象」及び

「 センターハドロン実験施設第 機械棟における高所作業者の転落事象」を受けて、「工事・

作業安全マニュアル」及び「高所作業要領」を改正し、作業前のリスクアセスメント及び ･

において、安全帯及び保護具の着用を徹底し、再発防止に努めた。

高所危険体感及び玉掛け危険体感の「安全体感研修」を実施し、危険の感受性向上に努めた。

所長パトロール、部長パトロール、課長パトロール、防火・防災管理者パトロール、産業医の

職場巡視、衛生管理者の職場巡視等において、 に関する指導等を行い、作業開始前に ･ の

実施状況を確認することにより安全確保に努めた。

「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る実施状況

役員巡視において、 の核物質防護対応の現状等を巡視した。

役員自らが各拠点の若手職員に対して安全確保を最優先とするメッセージを直接伝えるととも

に、原子力機構改革の内容や取組みについて理解を深め、原子力機構の置かれた厳しい状況を共

有するため、役員との意見交換会を 回実施した。また、原子力機構改革に係る所幹部と職員と

の意見交換会を実施した。

運営会議（原則週 回）、原子力科学研究所連絡会議（毎月 回）、部長連絡会、部内会議、課

内会議、部安全衛生会議（ 回／四半期）、建家安全衛生連絡協議会（ 回／四半期）、課室安全衛

生会議（毎月 回）を開催し、コミュニケーションの推進を図った。

「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る実施状況

職員等の健康管理に資するため、一般健康診断、電離放射線健康診断、有機溶剤等健康診断、

特定化学物質健康診断及び生活習慣病検診等を行った。有所見者に対しては、産業医等による受

診勧奨及び保健指導を実施した。

心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、産業医による「アレルギー
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疾患について／舌下免疫療法を中心に」と題する衛生講演会を 月 日に開催した。また、産業

医によるメンタルヘルス不全の早期発見と健康相談を実施し、メンタルヘルス講演会を平成 年

月 日に開催した。

快適な職場環境を保つため、週 回の衛生管理者巡視及び月 回の産業医の職場巡視を行い、職

場の作業環境、作業方法及び衛生状況について点検を行い、不具合箇所の改善に努めた。

「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る実施状況

大規模地震及び大津波警報発表を想定した自主防災訓練を実施した。

第 廃棄物処理棟の管理区域内において火災発生を想定した第 回非常事態総合訓練を実施した。

において原災法第 条事象を想定した第 回非常事態総合訓練を実施した。この訓練では原

災法第 条事象対応中に別施設の解体分別保管棟にて負傷者が発生し、同時に活動することによ

り複数の事故に対応できることを確認した。

所長安全衛生パトロールでは、火災予防対策の管理状況を重点項目として、職場巡視を実施し

た。高圧ガス設備の保安状況確認のため、所長巡視を実施した。
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労働安全衛生 

平成 年度

安全文化醸成活動

安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の浸透及び劣化兆候に係るチェック項

目（安全指標）を基に、現場のライン管理職を対象にセルフアセスメント（自己評価）を実施し

た。

快適職場づくりの活動状況

平成 年度原科研安全衛生管理活動施策「快適職場づくりを目指した活動の推進」及び厚生労

働省「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快適職場指針）に基

づき、週 回の衛生管理者巡視及び月 回の産業医巡視により、各職場における作業環境、作業

方法及び衛生状況にかかる点検を行った。また、それに基づき、 件の改善活動を行った。主な

改善事項は、ストーブ、扇風機、サーキュレーター、ブラインド等の設置による室内の温度調整、

台車の導入による重量物運搬時の重筋作業の軽減、更衣室の確保等である。

リスク管理

現主義による保安活動の推進を目的として、工程会議や連絡会議等を活用し、現場関係課室

との十分な調整を行うことにより、現場における実効的な運転工程、作業工程、実験計画等の立

案を促進した。

各施設においては、施設、設備の特性、操作方法等に関する必要な教育を実施した。特に、

においては、運転経験の浅い者にはベテランの者が同行する等により、これらに関する理解・習

熟に努めた。さらに、安全に係る資格取得を推進し、施設の保安及び作業の安全管理に係る法定

有資格者の確保に努めた。

各施設においては、作業開始前におけるリスクアセスメントを行うことにより、危険ポイント

の抽出及びその対策を実施し、事故発生防止に努めた。特に、 ハドロン実験施設における

高所作業者の転落事象を受けて、作業前のリスクアセスメント及び ･ において、安全帯の常

時確保の徹底を確認し、再発防止に努めた。また、高所危険体感及び電気危険作業危険体感にか

かる「安全体感研修」を実施し、危険の感受性向上に努めた。

所長パトロール、部長パトロール、産業医の職場巡視、衛生管理者の職場巡視等の実施に際し

ても、 について指導等を行うとともに、作業開始前の ･ の実施状況を確認した。

コミュニケーションの推進

「もんじゅにおける保安管理上の不備」及び「 の放射性物質漏えい事故」を踏まえ、平

成 年 月 日に、 ハドロン実験施設において、役員巡視を実施した。また、原科研の

若手職員に対して、安全確保を最優先とするメッセージを直接伝えるとともに、原子力機構改革

の内容や取組みについて理解を深め、原子力機構の置かれた厳しい状況（危機感）を共有するた

め、役員との意見交換会を 回実施した。

現場における業務上の課題、技術トピックス等について情報交換し、議論するため、表Ⅲ
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に示す意見交換会、成果発表会等を実施した。

表Ⅲ 意見交換会、成果発表会等の開催実績

実 施 日 参加者数

課長級昇任者懇談会 名

課長代理級昇任者懇談会 名

第 回中堅職員業務報告会 名

第 回中堅職員業務報告会 名

第 回若手職員による創意工夫発表会 名

第 回若手職員による創意工夫発表会 名

第 回若手職員による創意工夫発表会 名

年度新入職員との懇談 名

年度新入職員との懇談 名

所長、部門長等による原科研連絡会議を毎月 回、原科研部長連絡会を毎週 回開催し、原科

研の運営等について議論した。また、各部においては、同様に、部安全衛生会議（四半期毎に開

催）、部次長と各職位階層（課長代理、技術副主幹等、主査、一般職）との階層別懇談会（原則月

回開催）等を開催した。

工務技術部長と年間役務契約総括責任者により、トラブル事例の紹介や請負業者の抱える課題

等について、意見交換会を開催した（平成 年 月 日： 名参加）。

健康管理

職員等の健康管理に資するため、表Ⅲ に示す健康診断等の他、生活習慣病検診等を行った。

有所見者に対しては、産業医等による受診勧奨及び保健指導を実施した。

表Ⅲ 健康診断等の実施実績（平成 年度）

実 施 月 受診者数 受診率

一般健康診断 名

電離健康診断 名

同上 名

有機溶剤等健康診断 名

同上 名

特定化学物質健康診断 名

同上 名

心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、外部講師招聘により「自殺

予防の基礎知識」と題する衛生講演会を平成 年 月 日に開催した。また、管理監督者を対
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象として、外部機関による「積極的傾聴法」にかかる教育を行うとともに、動機付け支援のため

のメンタルアンケートを実施した。さらに、メンタルヘルス不全の早期発見のため、産業医によ

る、健康相談を実施するとともに、メンタルヘルス講演会を平成 年 月 日に開催した。

服務管理システムを用いて長時間労働者を同定し、一般職 時間以上の希望者に対し、産業医

面談を実施した。

安全衛生パトロール等

所長安全衛生パトロール

所長安全衛生パトロールにおいては、重点項目として、

①震災後の点検及び復旧作業に係る安全対策状況の確認、

②火災予防対策、

を設定し、平成 年 月 日及び 月 日に実施した。

安全衛生パトロール

部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に 回実施した。

産業医職場巡視

産業医による職場巡視を、毎月 回、 施設を対象に実施し、産業保健の観点から指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書で通知するとともに、安全衛生委

員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。

衛生管理者職場巡視

衛生管理者による職場巡視を、毎週 回、原科研全施設を対象として実施し、居室、作業場等

の環境管理、保健施設等（食堂、休憩所、トイレ等）の管理、地震対策等について、指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書にて通知するとともに、安全衛生

委員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。

高圧ガス保安パトロール

高圧ガス保安活動促進週間の活動の一環として、保安統括者（原科研所長）及び保安係員等に

よる高圧ガス保安パトロールを、平成 年 月 日に実施した。平成 年度は、一般高圧ガ

ス製造施設 施設のうち、液化天然ガス供給設備、液体窒素貯槽（中性子源用モデレータ冷却シ

ステム）、試験燃料棒加圧封入装置、液化窒素貯槽高圧ガス製造施設（タンデム加速器建家）、液

化窒素貯槽（陽子加速器開発棟）の 施設を対象にパトロールを実施した。

保安教育訓練

保安教育訓練及び講習会等の開催状況

原科研として開催した保安教育訓練及び講習会等を表Ⅲ に示す。
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表Ⅲ 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 年度）

保安教育訓練等 実 施 日

放射線安全研修（再教育を含む。）
、 、

、

安全講演会

玉掛け業務従事者安全衛生教育講

習会

電気保安教育講習会

クレーン運転士安全衛生教育

玉掛け技能講習会 ～

安全体感研修

高圧ガス保安技術講習会

床上操作式クレーン講習会 ～

衛生講演会

品質月間講演会

不適合事例検討会

化学物質管理者等研修会

交通安全講演会

リスクアセスメント講習会

危機管理講演会

防火・防災管理講演会

メンタルへルス講演会

保安教育訓練の受講者数

各部で実施した教育訓練の受講者数（延べ人数）を集計した結果を表Ⅲ に示す。
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表Ⅲ 保安教育訓練の受講者数（延べ人数）（平成 年度）

訓 練 内 容

受講者数

（延べ人数） 合計人数

（延べ人数）
職 員 業 者

原子炉等規制

法に基づく保

安教育訓練

原子炉施設の従事者

核燃料物質使用施設の従事者

廃棄物埋設施設の従事者

放射線障害防止法に基づく保安教育訓練

高圧ガス保安法に基づく保安教育訓練

消防法に基づく保安教育訓練

電気事業法に基づく保安教育訓練

事故対策規則に基づく防護活動訓練

労働安全衛生法に基づく保安教育訓練

特別安全教育

その他の教育訓練（集団教育）＊

外国人に係る教育訓練

協力業者安全協議会による保安教育訓練

＊技能講習及び国家試験に係る講習等は、その他の教育訓練（集団教育）に含む。

委員会等

安全衛生委員会

安全衛生委員会を毎月 回開催し、安全衛生管理等について審議した。

請負業者安全衛生連絡会

四半期に 回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。

部安全衛生管理担当者連絡会議

年に 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。

部安全衛生会議等

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 回開催した。

請負業者安全衛生連絡会

年に 回開催し、安全確保について相互理解を図り、事故発生防止対策等について、情報交換

を行った。
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許認可・届出等

労働安全衛生法に基づく、許認可・届出・報告等の件数を表Ⅲ に示す。

棟・クレーンの修繕における変更届未提出事案に関して、水戸労働基準監督署により安

全衛生指導を受けた。

表Ⅲ 許認可等の実施件数（平成 年度）

区 分 許認可等件数

一般高圧ガス関係

冷凍高圧ガス関係

ボイラー関係

第一種圧力容器関係

クレーン関係

ゴンドラ関係

毒劇物・火薬関係

浄化槽関係

水質関係

大気汚染関係

廃棄物関係

振動・騒音関係

機械等設置届

規定等の整備

「安全衛生管理規則」、「有機溶剤の管理要領」及び「クレーン等の運転管理要領」の一部改正

を行った。

労働災害の発生状況

労働災害の件名、発生日、災害事象及び発生件数を表Ⅲ に示す。
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表Ⅲ 労働災害の発生状況（平成 年度）

労働災害件名 発生日 災害事象 休業日数

ハドロン実験準備

等における負傷

（職員等）

かがんで移動した後、周囲の状況を把握しないま

ま立ち上がった。作業エリアは整理されており、

作業者の不注意である。

日

減容処理棟管理棟

玄関での作業員の

負傷

（請負業者）

カッターを使用する作業において、革手袋を着用

する等の細心の注意を払わなかったことによる。

日

情報交流棟南ウイ

ング階段での転倒

による負傷

（請負業者）

階段を降りる際に足元の確認が不十分であった。 日

出張中 福島県楢

葉町 の熱中症に

よる救急搬送

（職員等）

喉の渇きを感じなかったことから、作業中に積極

的に水分を摂取しなかったことによる。

日

自主防災訓練避難

時のスズメバチに

よる刺傷（職員等）

日

産業廃棄物等一時

保管施設 非管理

区域 での負傷

（請負業者）

フォークリフトで一般廃棄物を回転して移動し

ている際に、指を挟んだ。

複数作業者間による連携不足と安全確認不足に

より発生したものと思われる。

日

ハドロン実

験ホールにおける

転落

（請負業者）

作業場所の端部に後ろ向きに下がっていったと

ころ、足を踏み外して転落した。安全確認が不十

分であった（親綱、安全帯不使用）。

日

平成 年度

安全文化醸成活動

昨年度同様、安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の浸透及び劣化兆候に係

るチェック項目（安全指標）を基に、原子力機構役職員等（ の高エネルギー加速器研究機

構（ ）を含む。）に対し、セルフアセスメント（自己評価）を実施した。
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快適職場づくりの活動状況

平成 年度原科研安全衛生管理活動施策「快適職場づくりを目指した活動の推進」及び厚生労

働省「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快適職場指針）に基

づき、 件の活動を行った。主な改善事項は、エアコン、クーラー等の設置による室内の温度調

整、ドラム缶運搬車の導入による重量物運搬時の重筋作業の軽減、整理整頓・不用品処分等によ

る作業空間の改善、休憩室の確保、老朽化したトイレの更新等である。

リスク管理

所長から、原科研に駐在する各部・センターの、施設・設備に潜む事故・トラブルに関するリ

スクを抽出し、その対応を行うよう指示した。また、これら指示等を確実なものとするため、「安

全衛生管理規則」を一部改正した。この改正では、新たに各部・センターに安全衛生管理統括者

代理者（次長・副センター長クラス）を選任すること（平成 年 月 日付）及び、安全衛生管理

統括者代理者連絡会議を新設することを明記した。これに基づき、平成 年 月 日及び平成

年 月 日に、本連絡会議を開催した。

異常の予兆や保安規定に抵触しない不具合に対する取組み意識の向上を図るため、巡視点検時

に異常の予兆が確認された場合に、保守管理に係る点検記録様式を改正し、普段と異なる気付い

た事項を記載する欄を設けた。

「 ・コールド機械室空気圧縮機用冷却水ポンプ更新作業における作業員の負傷」及び

「 ハドロン実験施設第 機械棟における高所作業者の転落」の事象が発生したため、「工事・

作業安全マニュアル」及び「高所作業要領」を改正した。この改正では、作業前のリスクアセス

メント及び ･ において、安全帯及び保護具着用の徹底を明記した。また、「原子力コード特研

建家屋外（非管理区域）における仮設ディーゼル発電機の火災事象」を受けて、工事・作業管理

体制表を明示するよう、「工事・作業安全マニュアル」を改正した。

平成 年度と同様に、パトロール、職場巡視等において、 に関する指導等を行うとともに、

作業開始前の ･ の実施を徹底した。

コミュニケーションの推進

役員巡視及び理事との意見交換会において、 の核物質防護対応の現状、 の廃止措置にか

かる燃料移送予定、タンデム加速器の利用ニーズや利用状況等、原科研各部における課題等につ

いて、意見交換を行った。また、他にも、役員との意見交換会を 回実施した。さらに、原子力

機構改革に係る所幹部と職員との意見交換会を実施した（ 月 日～ 月 日）。

所長、部門長等による原科研連絡会議を毎月 回、原科研部長連絡会を毎週 回開催し、原科

研の運営等について議論した。また、各部においては、同様に、部安全衛生会議（四半期毎に開

催）、部次長と各職位階層（課長代理、技術副主幹等、主査、一般職）との階層別懇談会（原則月

回開催）等を開催した。

工務技術部長と年間役務契約総括責任者により、トラブル事例の紹介や請負業者の抱える課題

等について、意見交換会を開催した（平成 年 月 日： 名参加）。
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健康管理

職員等の健康管理に資するため、表Ⅲ に示す健康診断等の他、生活習慣病検診等を行った。

有所見者に対しては、産業医等による受診勧奨及び保健指導を実施した。

表Ⅲ 健康診断等の実施実績（平成 年度）

実施月 受診者数 受診率

一般健康診断 名

電離健康診断 名

同上 名

有機溶剤等健康診断 名

同上 名

特定化学物質健康診断 名

同上 名

水戸労働基準監督署による立入調査において、施設内に在室する時間（以下「在室時間」とい

う。）が月 時間を大きく超えている管理職等が認められ、「管理職等に対し、所定労働時間を超

える在室時間の抑制を求めるとともに、必要に応じて衛生委員会等において調査・審議をして具

体的な対応策を講じることにより、管理職等の過重労働による健康障害防止に努めること及び時

間外・休日労働時間 カ月当たり 時間以内とするよう削減に努めること。」との指導票が出さ

れた。本件を受けて、対象者の産業医面談を実施する等の対策を行った。

「心の健康づくり実施計画」に基づき、全国労働衛生週間行事として、産業医による「アレル

ギー疾患について／舌下免疫療法を中心に」と題する衛生講演会を、平成 年 月 日に開催

した。また、産業医による、「睡眠と向きあう」と題するメンタルヘルス講演会を平成 年 月

日に開催した。

安全衛生パトロール等

安全衛生パトロール

部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に 回実施し、職場の安全確

保の向上に努めた。

産業医職場巡視

産業医による職場巡視を、毎月 回、 施設を対象に実施し、産業保健の観点から指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書で通知するとともに、安全衛生委

員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。
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衛生管理者職場巡視

衛生管理者による職場巡視を、毎週 回、原科研全施設を対象として実施し、居室、作業場等

の環境管理、保健施設等（食堂、休憩所、トイレ等）の管理、地震対策等について、指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書にて通知するとともに、安全衛生

委員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。

高圧ガス保安パトロール

高圧ガス保安活動促進週間の活動の一環として、保安統括者（原科研所長）及び保安係員等に

よる高圧ガス保安パトロールを平成 年 月 日に実施した。平成 年度は、一般高圧ガス

製造施設 施設のうち、燃料被覆管熱変形挙動評価試験装置、トリチウムプロセス研究施設（液

化窒素貯槽）、減容処理棟ガス供給設備、タンデム加速器高圧ガス製造施設の 施設を対象にパト

ロールを実施した。

保安教育訓練

保安教育訓練及び講習会等の開催状況

原科研として開催した保安教育訓練及び講習会等を表Ⅲ に示す。

表Ⅲ 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 年度）

保安教育訓練等 実 施 日

放射線安全研修（再教育を含む。）
、 、

、

安全講演会

玉掛け業務従事者安全衛生教育講習会

電気保安教育講習会

クレーン運転士安全衛生教育

玉掛け技能講習会 ～

安全体感研修

高圧ガス保安講習会

冷凍保安講習会

衛生講演会

防火・防災管理講演会

品質月間講演会

化学物質管理者等研修会

交通安全講演会

リスクアセスメント講習会

メンタルへルス講演会
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保安教育訓練の受講者数

各部で実施した教育訓練の受講者数（延べ人数）を集計した結果を表Ⅲ に示す。

表Ⅲ 保安教育訓練の受講者数（延べ人数）（平成 年度）

＊技能講習及び国家試験に係る講習等は、その他の教育訓練（集団教育）に含む。

訓 練 内 容

受講者数

（延べ人数） 合計人数

（延べ人数）
職 員 業 者

原子炉等規制

法に基づく保

安教育訓練

原子炉施設の従事者

核燃料物質使用施設の従事者

廃棄物埋設施設の従事者

放射線障害防止法に基づく保安教育訓練

高圧ガス保安法に基づく保安教育訓練

消防法に基づく保安教育訓練

電気事業法に基づく保安教育訓練

事故対策規則に基づく防護活動訓練

労働安全衛生法に基づく保安教育訓練

特別安全教育

その他の教育訓練（集団教育）＊

外国人に係る教育訓練

協力業者安全協議会による保安教育訓練
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委員会等

安全衛生委員会

安全衛生委員会を毎月 回開催し、安全衛生管理等について審議した。

請負業者安全衛生連絡会

四半期に 回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。

部安全衛生管理担当者連絡会議

年に 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。

部安全衛生会議等

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 回開催した。

請負業者安全衛生連絡会

平成 年 月 日、 月 日、 月 日及び平成 年 月 日に開催し、最近のトラブ

ル情報及びその防止対策等に関し、情報交換を行った。また、「原子力コード特研建家屋外（非管

理区域）における仮設ディーゼル発電機の火災事象」を受けて、工事・作業中の管理体制を明確

にするために、管理体制表を明示するよう指導した。
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許認可・届出等

労働安全衛生法に基づく、許認可・届出・報告等の件数を表Ⅲ に示す。

表Ⅲ 許認可等の実施件数（平成 年度）

区 分 許認可等件数

一般高圧ガス関係

冷凍高圧ガス関係

ボイラー関係

第一種圧力容器関係

クレーン関係

ゴンドラ関係

毒劇物・火薬関係

浄化槽関係

水質関係

大気汚染関係

廃棄物関係

振動・騒音関係

機械等設置届

規定等の整備

表Ⅲ に示す規定等について、一部改正を行った。
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表Ⅲ 一部改正した規定類の名称及び改正回数

規定等名称 改正回数 規定等名称 改正回数

安全衛生管理規則 高圧ガス製造施設保安教育計画

環境配慮管理規則 公害防止の管理要領

特別管理産業廃棄物管理規則 新型インフルエンザ対策

に関する行動計画

冷凍高圧ガス製造施設危害予防

規程

ボイラー及び第一種圧力容器

管理要領

一般高圧ガス製造施設危害予防

規程

クレーン等の運転管理要領

喫煙行動基準 「安全情報」管理要領

医薬用外毒物劇物危害防止等

管理要領

玉掛け作業の運転管理要領

アーク溶接・溶断作業の安全

点検要領

コードリール及び電動機械器具

の取り扱い要領

高所作業要領 安全衛生委員会運営要領

保安教育訓練実施状況管理要領 工事・作業安全マニュアル

特定化学物質の管理要領 有機溶剤の管理要領

労働災害の発生状況

労働災害の件名、発生日、災害事象及び発生件数を表Ⅲ に示す。
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表Ⅲ 労働災害の発生状況（平成 年度）

労働災害件名 発生日 発生事象 休業日数

出張先機構外研究機

関の研究施設 一時管

理区域 での実験準備

作業における負傷

（職員等）

①今回遮蔽体が落ちた部分には蓋が設けら

れておらず、この隙間に可動式遮蔽体の車輪

が脱輪したため。

②遮蔽体などの重量物を移動させる際に使

用する安全靴を履いていなかった。

日

実験治具の加工作業

における作業員の負

傷（請負業者）

惰性で回転していたエンドミルに接触した

ため。安全上の確認が不十分であった。

日

ビームホール

第 種管理区域 での

中性子導管保護用鉄

製カバー取り付け作

業中における負傷

（請負業者）

重量物である鉄製カバーを片手で持ち上げ、

かつ負傷者は安全靴を履いていなかったた

め。安全上の確認が不十分であった。

日

安全工学研究棟内の

階段での転倒におけ

る負傷（職員等）

階段を降りるとき、最後の一段を踏み外し

た。階段を降りる際に足元の確認が不十分で

あったため。

日

解体分別保管棟階段

非管理区域 での負

傷（請負業者）

階段を降りるとき、最後の一段を踏み外し

た。階段を降りる際に、足元に注意を払わな

かった。

日

原子力安全工学研究

棟 仮称 建設工事現

場における負傷

（請負業者）

①荷吊位置と荷受位置との間にユニック車

を挟む配置となり、ユニック車操作員である

被災者が、風に煽られた敷鉄板を手で受け止

めようとしたため。

②作業前の ･ は行っていたが、風への対

策が不十分であった。

日

コールド機械室

空気圧縮機用冷却水

ポンプ更新作業にお

ける負傷

（請負業者）

ポンプ交換のための作業中に、転落した作業

者の上にポンプが落下した。

①作業開始前に脚立の状態確認を行わなか

った。

②荷吊り方法が適切でなかった。

日

情報交流棟内の階段

での転倒による負傷

（職員等）

階段を下りる際に書類を沢山持っていたた

め足元が良く見えず、確認が不十分であっ

た。

日
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環境保全及び環境配慮

平成 年度

環境保全

ばい煙測定

大気汚染防止法第 条に基づき、構内に設置されているボイラー 基について、ばい煙量の測定

を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。

・上期 ：第 ボイラー 号缶（平成 年 月 日）

：第 ボイラー 号缶、 号缶、 号缶、 号缶（平成 年 月 日）

：熱媒ボイラー（平成 年 月 日）

・下期 ：第 ボイラー 号缶（平成 年 月 日）

：第 ボイラー 号缶、 号缶、 号缶、 号缶（平成 年 月 日）

：熱媒ボイラー（平成 年 月 日）

排水の水質測定

第 排水溝、第 排水溝及び第 排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。

作業環境測定

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下の通り実施した。測定の結

果、いずれの施設においても、測定値の評価結果は第 管理区分（管理濃度以下）であり、作業環

境が適切であることを確認した。

・上期（平成 年 月 日 ～平成 年 月 日）

： 箇所、 物質（有機溶剤： 、特定化学物質： ）

・下期（平成 年 月 日 ～平成 年 月 日）

： 箇所、 物質（有機溶剤： 、特定化学物質： ）

廃薬品等の回収

① 廃油・廃薬品等

廃油・廃薬品等の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。

・上期（平成 年 月 日～平成 年 月 日）

廃アルカリ：約 、廃酸：約 、廃油：約

・下期（平成 年 月 日～平成 年 月 日）

廃アルカリ：約 、廃酸：約 、廃油：約

② 廃乾電池

廃乾電池の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。

・上期（平成 年 月 日）：約

・下期（平成 年 月 日）：約
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環境配慮活動

省エネルギーの推進

電気の使用量については、削減の対象を生活電力としており、平成 年度は原科研全体で約

万 となり、平成 年度に比べて約 万 （約 ％）減少した。その主な理由は、昼休みの冷

暖房停止、居室エアコンの適正な温度管理及び不要な照明等の消灯等を励行したためである。

化石燃料の使用量については、平成 年度は原油換算値で約 千 を使用し、平成 年度に比

べて約 千 （約 ％）減少した。その主な理由は、暖房を停止しても実験等に影響がない箇所

を選定し、蒸気停止をしたことにより の使用量が減少したためである。

省資源の推進

コピー用紙の使用量は、コピー用紙の両面及び裏紙使用、プロジェクター使用及び電子ファイ

ルでの資料配布等を行ったが、 換算で平成 年度は約 万枚となり、平成 年度と比べて約

万枚（約 ％）増加した。

なお、古紙回収量については、平成 年度は約 となり、平成 年と比べて約 （約 ％）

減少した。

上水、工業用水のうち環境配慮活動で削減対象としている上水使用量については、原科研全体

で、平成 年度は約 万㎥となり、平成 年度に比べて約 万㎥（約 ％）減少した。また、排水

量は、平成 年度は約 万㎥であり、平成 年度に比べて約 万㎥（約 ％）増加した。上水量

が減少し、排水量が増加した主な理由は、平成 年度末に上水配管の漏えい箇所の補修を行った

こと、また、 の本格運転により、工水使用量に伴う排水量が増加したためである。

廃棄物発生量の低減

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル向上のため、ゴミの分別、古紙回収を行った結果、平成

年度の一般廃棄物の発生量は約 となり、平成 年度と比べて 約 （約 ％）減少した。

産業廃棄物の発生量は、平成 年度は約 となり、平成 年度と比べて約 （約 ％）増

加した。大幅増加の理由は、廃液輸送管の撤去作業に係る中継ポンプ室の取り壊し、

のサポート終了による （パーソナルコンピュータ： ）等の買い替え及び大型

再冠水実験棟の実験設備撤去によるものである。

温室効果ガス排出量の削減

２排出量（電気使用量、化石燃料使用量、代替フロン等ガス使用量等を ２排出量に換算した

数値）については、平成 年度は約 で、平成 年度に比べて約 （約 ％）減少した。主

な理由は、 の運転サイクルの減少に伴い、電気使用量が減少したためである。

低レベル放射性廃棄物発生量の低減

放射性廃棄物の低減化について部内・課内等で啓蒙活動及び周知教育を実施した。また、分別

の徹底及び管理区域内への不要な物品の持込みを制限し、低レベル放射性廃棄物の低減に努めた。
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環境汚染物質の適正管理

毒物劇物、化学物質、 、フロン等について点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。

環境管理委員会

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を 回（平成 年 月 日及び平成 年 月

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。

平成 年度

環境保全

ばい煙測定

大気汚染防止法第 条に基づき、構内に設置されているボイラー 基について、ばい煙量の測定

を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。

・上期 ：第 ボイラー 号缶（平成 年 月 日）

：第 ボイラー 号缶、 号缶、 号缶、 号缶（平成 年 月 日）

：熱媒ボイラー（平成 年 月 日）

・下期 ：第 ボイラー 号缶（平成 年 月 日）

：第 ボイラー 号缶、 号缶、 号缶、 号缶（平成 年 月 日）

：熱媒ボイラー（平成 年 月 日）

排水の水質測定

第 排水溝、第 排水溝及び第 排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。

作業環境測定

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下の通り実施した。測定の結

果、いずれの施設においても測定値の評価結果は第 管理区分（管理濃度以下）であり、作業環境

が適切であることを確認した。

・上期（平成 年 月 日 ～平成 年 月 日）

： 箇所、 物質（有機溶剤： 、特定化学物質： ）

・下期（平成 年 月 日 ～平成 年 月 日）

： 箇所、 物質（有機溶剤： 、特定化学物質： ）

廃薬品等の回収

① 廃油・廃薬品等

廃油・廃薬品等の回収を以下の通り実施し、処理処分業者に引き渡した。

・平成 年 月 日～平成 年 月 日
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廃アルカリ：約 、廃酸：約 、廃油：約

・平成 年 月 日

廃酸：約 、廃油：約

・平成 年 月 日～平成 年 月 日

汚泥：約 、廃酸：約 、廃アルカリ：約

② 廃乾電池

廃乾電池の回収を以下の通り実施し、処理処分業者に引き渡した。

・平成 年 月 日：約

環境配慮活動

省エネルギーの推進

電気の使用量については、削減の対象を生活電力としており、平成 年度は原科研全体で約

万 となり、平成 年度に比べて約 万 （約 ％）減少した。その主な理由は、昼休みの冷

暖房停止、居室エアコンの適正な温度管理及び不要な照明等の消灯等を励行したためである。

化石燃料の使用量については、平成 年度は原油換算値で約 千 を使用し、平成 年度に比

べて約 千 （約 ％）の増加となる。その主な理由は、 冷却系を運転するために蒸気を供

給したこと、また、蒸気配管老朽化による蒸気漏えい箇所等の増加により の使用量が増加した

ことによる。

省資源の推進

コピー用紙の使用量は、コピー用紙の両面及び裏紙使用、プロジェクター使用及び電子ファイ

ルでの資料配布等を行った結果、 換算で平成 年度は約 万枚となり、平成 年度と比べて

約 万枚（約 ％）減少した。なお、古紙回収量については、平成 年度は約 となり、平成

年と比べて約 （約 ％）増加した。

上水、工業用水のうち環境配慮活動で削減対象としている上水使用量については、原科研全体

では、平成 年度は約 万㎥となり、平成 年度に比べて約 万㎥（約 ％）減少した。また、

排水量は、平成 年度は約 万㎥であり、平成 年度に比べて約 万㎥（約 ％）減少した。上

水量及び排水量が減少した主な理由は、平成 年度に経年劣化により損傷していた研究棟地区東

側の上水配管を更新したことによる。また、 の運転サイクルの減少に伴い、工水使用量に

伴う排水量が減少したものである。

廃棄物発生量の低減

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル向上のため、ゴミの分別、古紙回収を行ったが、平成

年度一般廃棄物の発生量は約 となり、平成 年度と比べて 約 （約 ％）増加した。

産業廃棄物の発生量は、平成 年度は約 となり、平成 年度と比べて約 （約 ％）減少

した。減少の理由は、建家等の解体撤去工事等がなかったこと及び 含有廃棄物の処分を行って

いないことのため、産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の発生量が大幅に減少したことによる。
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低レベル放射性廃棄物発生量の低減

放射性廃棄物の低減化について部内・課内等で啓蒙活動及び周知教育を実施した。分別の徹底

及び管理区域内への不要な物品の持込みを制限し、低レベル放射性廃棄物の低減に努めた。

環境汚染物質の適正管理

毒物劇物、化学物質、 、フロン等について点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。

環境管理委員会

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を 回（平成 年 月 日及び平成 年 月

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。
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施設保安管理

平成 年度

原子炉施設等の保安管理

原子炉施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等

原子炉施設等に係る官庁許認可申請等について、表Ⅲ に示す。

原子炉設置変更許可申請については、「 施設等の変更」申請（平成 年 月 日付け）が原

子力規制委員会により審査中である。

設計及び工事の方法の認可申請については、「 に係る Ⅱ Ⅰ型大気圧水カプセルの製作・第

回」の認可を受けた。なお、「 制御棒案内管の製作」の申請（平成 年 月 日付け）につ

いては、原子力規制委員会により審査中である。

使用前検査申請については、「 圧縮空気装置の一部更新」及び「 に係る Ⅱ Ⅰ型大気圧

水カプセルの製作・第 回後期製作分」を受検し、合格した。

保安規定変更認可申請のうち、原子炉施設については、法令改正、組織改編及び記載の適正化

等に係る変更について認可を受けた。廃棄物埋設施設については、組織改編、安全文化の醸成及

び法令遵守並びに記載の適正化に係る変更について認可を受けた。

「原科研において用いた資材等に含まれる放射性物質の放射能濃度の確認申請」による「

の改造工事に伴い発生した廃棄物の放射能濃度について」は、全 回中の第 回、第 回及び第

回の確認を受けた。

施設定期検査については、長期停止中の原子炉施設（ 及び放射性廃棄物処理場を除く）に

おいて、継続的に機能を維持する必要のある設備について実施した。 については、検査対象

の全ての項目について立会検査（一部記録確認を含む。）を受検し、平成 年 月 日付けで合格

証を受理した。その後、平成 年 月 日付けで運転計画変更の届出を行い、平成 年 月 日

より原子炉の運転を再開した。

表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

原子炉設置変更許可申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

（定常臨界実験装置）施設等の変更

申請
原機（安）

許可 （審査中）
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

設計及び工事の方法の認可並びに使用前検査申請（平成 年度）

件 名
設計及び工事の方法 使用前検査

年月日、文書番号 年月日、文書番号

制御棒案内管の製作
申請

原機（科研）
－

認可 （審査中） －

圧縮空気装置の一部

更新

申請
原機（科福開） 原機（科福開）

変更届 －
原機（科福開）

認可 合格
原管研収第 号 原規研発第 号

取替用燃料体の製作

（第 回申請）

（第 次の製作）

申請 －
原機（科研）

変更届 －
原機（科研）

合格 － 未定

Ⅱ Ⅰ型大気圧水

カプセルの製作・第 回後期

製作分

申請
原機（科研） 原機（科研）

認可 合格
受文科科第 号 原規研発第 号

Ⅱ Ⅰ型大気圧水

カプセルの製作・第 回

申請
原機（科研）

－

認可
原規研発第 号

－
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

保安規定の認可（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

（原子炉施設）

法令改正に係る変更及び記載の適正化等に係る変更

申請
原機（科保）

認可
原管研発第 号

（原子炉施設）

法令改正に係る変更、組織改編に伴う変更及び記載の適正

化に係る変更

申請
原機（科保）

認可
原規規発第 号

（廃棄物埋設施設）

組織改編に伴う変更、安全文化の醸成及び法令遵守に係る

変更並びに記載の適正化に係る変更

申請
原機（科保）

認可
原規規発第 号
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

確認申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる

放射性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

補正申請
原機（科バ）

確認
原管廃収第 号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる

放射性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

確認
原管廃発第 号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる

放射性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

確認
原管廃発第 号

保安規定遵守状況検査

原子炉施設については 回（四半期に 回）実施された。第 、第 及び第 回においては特

に指摘はなかった。第 回においては、検査官による指摘があり、「 （ ）本体施設運転手

引」の改正を行った。この改正では、様式「 （ ）実験計画書」に、実験実施体制（実験

責任者名及び実験者名）及び使用する実験設備等を記載することとした。

廃棄物埋設施設については、 回（四半期に 回）実施され、特に指摘はなかった。

核燃料物質使用施設等の保安管理

核燃料物質使用施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等

核燃料物質使用施設に係る官庁許認可申請等について表Ⅲ に示す。

変更許可申請については、実績はなかった。平成 年度に申請した「共通編、ホットラボ、燃

料試験施設及び廃棄物安全試験施設の変更」について、許可を得た。

施設検査については、「 の Ⅱ Ⅰ型大気圧水カプセル」の検査合格証を受領した。また、

「バックエンド研究施設のグローブボックス の改造」を受け、合格した。

保安規定変更認可申請については、「廃液輸送管の撤去、バックエンド研究施設の核燃料物質の

取扱量の変更、施設定期自主検査の実施期間の明確化、年間予定（処理）計画における修理及び

改造に係る記載の明確化等に伴う変更」及び「ホットラボの設備の一部廃止及び核燃料物質の取

扱量の変更、燃料試験施設の年間予定使用量の変更、廃棄物安全試験施設の核燃料物質の取扱量

及び年間予定使用量の変更、警報装置から発せられた警報の記録追加、組織改編等に伴う変更」
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について認可を受けた。なお、「少量核燃料物質使用施設等保安規則」については、

① 第 研究棟の使用廃止

② 規則等の制定、改正及び廃止をした際の理事長への報告の記載削除

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」 件、「分任核燃料管理者の指定」 件及び

「分任区域管理者の指定」の一部改正を行った。

表Ⅲ 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等

変更許可申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

共通編、ホットラボ、燃料試験施設及び廃棄物安全試験施設の

変更

申請
原機（科保）

許可
原規研発第 号

代表者の氏名変更

届出
原機（科保）

届出
原機（科保）

事業所全体、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設の年間予定使

用量の変更
届出

原機（科保）
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表Ⅲ 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等

施設検査申請（平成 年度）

表Ⅲ 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等

保安規定の認可（平成 年度）

保安規定遵守状況検査

保安規定遵守状況検査は、政令第 条該当核燃料物質使用施設等について、 回（四半期に

回）実施され、各回とも、特に指摘事項はなかった。

平成 年度発生事案「女性の放射線業務従事者に対する被ばく管理上の不備」については、

① 第 回検査時：調査結果及び再発防止対策（平成 年 月時点）並びに根本原因調査の

件 名
許 可 施設検査

年月日、文書番号 年月日、文書番号

Ⅱ Ⅰ型大気圧水カ

プセル

申請 －
原機（科保）

合格 －
原規研発第 号

バックエンド研究施設 グ

ローブボックス の改造

申請 －
原機（科保）

変更届

－
原機（科保）

－
原機（科保）

合格 －
原規研発第 号

件 名 年月日、文書番号

廃液輸送管の撤去、バックエンド研究施設の核燃料物質の

取扱量の変更、施設定期自主検査の実施期間の明確化、年

間予定（処理）計画における修理及び改造に係る記載の明

確化等に伴う変更

申請
原機（科保）

認可
原規研発第 号

ホットラボの設備の一部廃止及び核燃料物質の取扱量の

変更、燃料試験施設の年間予定使用量の変更、廃棄物安全

試験施設の核燃料物質の取扱量及び年間予定使用量の変

更、警報装置から発せられた警報の記録の追加、組織改編

等に伴う変更

申請
原機（科保）

認可
原規研発第 号
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進捗状況

② 第 回検査時：根本原因調査について

③ 第 回検査時：再発防止対策を含む最終報告書について

検査において、確認がなされた。

放射性同位元素使用施設等の保安管理

放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可について、表Ⅲ に示す。

軽微変更については、「第 研究棟の鉛セル 台の削除及び密封されていない放射性同位元素の

使用及び貯蔵の一部削除に関する軽微変更届」を提出した。

許可使用に係る変更申請については、放射線標準施設棟、タンデム加速器建家、リニアック建

家、 、 、 建家、 施設、プルトニウム研究 棟、減容処理棟にかかる変更申請（平

成 年 月 日付け）を行い、許可を得た。

放射線障害予防規程については、「廃液輸送管撤去に伴う記載変更、日本アイソトープ協会へ

の放射性廃棄物の引渡しの措置の記載等に関する変更届」を提出した。他に、「エックス線装置保

安規則」 件及び「分任区域管理者の指定」 件の一部改正を行った。

表Ⅲ 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等

軽微な変更届（平成 年度）

件 名 届 出

第 研究棟の鉛セル 台の削除及

び密封されていない放射性同位元

素の使用及び貯蔵の一部削除に関

する軽微変更届

届出
年月日

番 号 原機（科保）

- 50 -

JAEA-Review 2018-036



 

表Ⅲ 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等

変更許可申請（平成 年度）

件 名 許 可

・放射線標準棟の放射性同位元素の使用数

量・貯蔵能力の変更及び放射線発生装置

の使用目的の一部追記他

・タンデム加速器建家の放射性同位元素の

使用数量及び貯蔵能力の変更及び放射

性発生装置の性能の変更他

・リニアック建家の放射線発生装置の使用

の休止

・ 放射化物の管理の追記

・ 放射化物の管理の追記

・ 建家 放射化物保管設備の追記

・プルトニウム研究 棟の排水設備の一部

変更

・ 施設放射性同位元素の使用数量の

変更及び放射化物保管設備の追加

・減容処理棟の放射化物の管理の追記

申請
年月日

番 号 原機（科保）

許可
年月日

番 号 原規放発第 号

表Ⅲ 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等

放射線障害予防規程の届出（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

・廃液輸送管撤去に伴う記載の変更

・日本アイソトープ協会への放射性廃棄物の引き渡しの措置の

記載他

原機（科保） （使用）

原機（科保） （廃棄）

特定放射性同位元素の受入れ及び払出しの登録については、放射線源登録管理システムを用い

て、随時登録を行うとともに、所持に係る報告書を提出した。

労働安全衛生法に基づき、 線発生装置の設置に係る機械設置・移転・変更届 件を水戸労働

基準監督署に提出した。

放射性物質等輸送の保安管理

事業所内輸送 件及び事業所外輸送 件について、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規

則」及び法令要件の適合確認を行った。

茨城県原子力安全協定に基づき、年間主要事業計画（定期報告） 件、核燃料輸送物等輸送状

況報告書（四半期報告、修正報告） 件及び核燃料輸送物等輸送計画書（随時報告） 件を、茨城
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県等へ提出した。

なお、核燃料輸送物等輸送状況報告書を取り纏める際、平成 年度第 四半期から平成 年

度第 四半期までの放射性同位元素の輸送実績 件の記載漏れが判明し、その修正報告を行った。

委員会等

原子炉施設等安全審査委員会

原子炉施設等安全審査委員会を 回開催し、

① 「原子炉施設（ 原子炉施設）の変更に係る設計及び工事の方法の認可申請書（

型大気圧水カプセルの製作・第 回）」

② 「原子力科学研究所事故対策規則の一部改定」

③ 「核燃料輸送物設計変更申請（ 型核燃料輸送物設計承認）」

④ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改定」

⑤ 「施設定期評価実施計画」

⑥ 「原子力科学研究所原子炉施設保安規定の一部改定」

等、 件の審議及び「運転状況報告」等、 件の報告を行った。

使用施設等安全審査委員会

使用施設等安全審査委員会を 回開催し、

① 「原子力科学研究所における核燃料物質の使用の変更の許可申請」

② 「原子力科学研究所事故対策規則の一部改定」

③ 「プルトニウム研究１棟における放射性同位元素等の許可使用に係る変更の許可申請」

④ 「第 研究棟における核燃料物質の使用の変更の許可申請」

⑤ 「原子力科学研究所核燃料物質使用施設等保安規定（第 編）の一部改定」

⑥ 「 における放射性同位元素等の許可使用に係る変更の許可申請」

⑦ 「原子力科学研究所放射線障害予防規程の一部改定」

等、 件の審議及び｢運転状況等報告｣等、 件の報告を行った。

高経年化対策

各施設においては、施設設備の安全運転や信頼性の維持のため、施設設備の重要度や経年劣化

状況等を考慮した運転計画、保全計画等を策定し、保守管理を行った。これらの策定に際しては、

安全を優先した資源配分に努めた。

本計画の実施においては、各計画における進捗及び効果等の情報を、部内会議等において確認

し、内部での情報共有を行った。また、これらを四半期に一度課長により、半年に一度部長によ

り、それぞれ評価し、確認した。さらに、緊急時に備え、必要な備品等の点検基準等を定めて、

緊急用備品の管理を行った。

放射線業務従事者の被ばく管理不備に係る対応

本件に係る根本原因分析結果に基づき、以下の対応を行った。

- 52 -

JAEA-Review 2018-036



 

① 平成 年 月 日付けで、安全統括部長から、被ばく管理の不備に関する根本原因分析

の報告書が、所長へ送付された。

② 平成 年 月 日付け業務連絡書にて、根本原因分析結果を踏まえた対応として、被ばく

管理に係るルールの整備等 件の組織要因に対する改善対策が出され、放射線管理部及び保

安管理部は水平展開による予防措置を実施するとともに、福島技術開発試験部では是正処置

を実施した。

水平展開の対応として、平成 年 月 日付けで放射線安全取扱手引を改正し、妊娠の

告知（線量限度の変更手続き）をすることにより、内部被ばく測定依頼の手続きが実施でき

る仕組みを構築するとともに、妊娠により必要な被ばく管理の手順について認識させるため、

手続きや線量限度を記載した教育用リーフレットを改正した（放射線管理部）。

本件に係る教育に関する所内指示を行い、平成 年 月 日までに教育が完了したこと

を確認した（保安管理部）。

是正処置として、平成 年 月 日及び 日に法令等の要求事項とその具体的な手続

き方法を教育した（福島技術開発試験部）。

③ 第 回核燃料物質使用施設等保安規定遵守状況検査（平成 年 月 日から 日）に

おいて、本件に係る根本原因分析結果及び再発防止対策について、保安検査官へ報告した。

④ 平成 年 月 日付け業務連絡書にて、根本原因分析結果を踏まえた是正処置、予防処

置の実施状況について、安全統括部長へ報告した。

茨城県からの要請に基づく放射性物質移送配管問題等に係る総点検

平成 年 月 日付け茨城県要請「放射性物質移送配管等に係る総点検の実施について（要

請）」（原対第 号）に基づき、原子力機構の茨城県内 拠点において、放射性物質を移送する

全配管と火災予防に係る点検結果を、平成 年 月 日及び平成 年 月 日に茨城県に報

告した。同点検の中で、原科研内の施設（プルトニウム研究 棟）において、保温材内部の配管

の一部に腐食孔等を発見したことから、各施設において保温材で覆われた炭素鋼配管及び塩化ビ

ニルライニング鋼管の点検を追加実施した。その結果、当該配管の健全性に影響を及ぼす可能性

のある異常は認められないことを確認し、平成 年 月 日に安全統括部へ報告した。安全統

括部は各拠点の点検結果を取り纏め、平成 年 月 日に茨城県に報告した。

平成 年度

原子炉施設等の保安管理

原子炉施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等

原子炉施設等に係る官庁許認可等について表Ⅲ に示す。

原子炉施設の再稼働に向けた新規制基準の適合性確認のため、平成 年 月 日付けで 、

平成 年 月 日付けで廃棄物処理場、平成 年 月 日付けで が原子炉設置変更許可

申請を行った。また、平成 年 月 日付けで変更許可申請を行っていた についても、

新規制基準の適合性確認を受けるため、平成 年 月 日付けで変更許可申請の補正を行った。

において計画している高濃縮ウラン燃料及びプルトニウム燃料の米国への引渡し対応として、

- 53 -

JAEA-Review 2018-036



 

使用済燃料の処分の方法を変更するため、平成 年 月 日付けで変更許可申請を行った。上

記 件の変更許可申請については、原子力規制委員会により審査中である。

設計及び工事の方法の認可申請については、「 制御棒案内管の製作」に係る申請（平成

年 月 日付け）について原子力規制委員会により審査中である。使用前検査申請については、

当該年度に検査を実施したものはなかった。また、保安規定変更認可申請 件については、原子

力規制委員会により審査中である。

「原科研において用いた資材等に含まれる放射性物質の放射能濃度の確認申請」による「

の改造工事に伴い発生した廃棄物の放射能濃度」については、全 回中の第 回、第 回及び

第 回の確認を受けた。また、 に係る廃止措置計画認可申請（平成 年 月）を行った。

施設定期検査については、長期停止中のすべての原子炉施設（放射性廃棄物処理場を除く）に

おいて、継続的に機能を維持する必要のある設備について実施した。
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

原子炉設置変更許可申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

原子炉施設等の変更
申請

原機（安）

許可 （審査中）

（高速炉臨界実験装置）施設の変更
申請

原機（安）

許可 （審査中）

放射性廃棄物の廃棄施設等の変更
申請

原機（安）

許可 （審査中）

原子炉施設等の変更
申請

原機（安）

許可 （審査中）

（定常臨界実験装置）施設等の変更

申請
原機（安）

補正申請
原機（安）

許可 （審査中）
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

設計及び工事の方法の認可並びに使用前検査申請（平成 年度）

件 名
認 可 使用前検査

年月日、文書番号 年月日、文書番号

制御棒案内管の製作

申請
原機（科研）

－

認可 （審査中） －

取替用燃料体の製作

（第 回申請）

（第 次の製作）

申請 －
原機（科研）

変更届 －
原機（科研）

合格 － 未定

Ⅱ Ⅰ型大気圧水カプ

セルの製作・第 回

申請
原機（科研）

－

認可
原規研発第 号

－
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

保安規定の認可（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

（原子炉施設）

法令改正に伴う変更、放射線測定器の管理に係る変

更、設置変更許可申請書添付書類十における対応の追

加、周辺監視区域の管理に係る変更、個人線量計に係

る変更及び記載の適正化に係る変更

申請
原機（科保）

認可 （審査中）

（原子炉施設）

の燃料要素の払出しに係る変更

申請
原機（科保）

認可 （審査中）

（原子炉施設）

放射性廃棄物等の管理に係る変更、放射性廃棄物処理

場における金属溶融設備及び焼却・溶融設備の休止等

に係る変更及び記載の適正化に係る変更

申請
原機（科保）

補正申請
原機（科保）

認可 （審査中）

（廃棄物埋設施設）

法令等の制改定に伴う対応並びに法令等の遵守活動

及び安全文化醸成活動に係る取組み強化に係る変更

等

申請
原機（科保）

認可 （審査中）
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表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

確認申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる放射

性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

確認
原規規発第 号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる放射

性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

確認
原規規発第 号

（第 回）原科研において用いた資材等に含まれる放射

性物質の放射能濃度について

申請
原機（科バ）

確認
原規規発第 号

表Ⅲ 原子炉施設等に係る官庁許認可等

廃止措置計画の申請（平成 年度）

保安規定遵守状況検査

保安規定遵守状況検査は、原子炉施設については、年度内に 回（四半期に 回）実施された。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 不適合事象のランク区分を判断した根拠及び判断内容を記録するよう、不適合管理票の様

式を変更すること。

② 廃棄物の一時保管の長期化に伴い、保管場所、安全確保（防火対策を含む。）、保管期間等

について明確にすること。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 各施設の鍵管理記録簿について、毎日の鍵返却の確認の都度、押印すること。

② 品質保証活動の評価に関する報告書を、品質保証管理責任者にも報告すること。

③ 保安管理部の保安上必要な訓練についての頻度が定められていないこと。

第 回検査においては、高減容処理施設における防護活動手引について保安規定違反（監視）

となった。また、以下の 件の改善を求める指摘があった。

件 名 年月日、文書番号

（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画
申請

原機（科保）

認可 （審査中）
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① 保安管理部の役割・機能について充実を図ること。

② 不適合管理を実施する仕組みについて改善を図ること。

③ 施設全体が老朽化していることについて、対策を講じること。

④ 放射性固体廃棄物等の一時保管に関する防火管理等の安全対策を図ること。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 巡視点検において、施設の老朽化、巡視内容、力量管理、異常を発見した場合の措置につ

いて改善すること。

② 原子炉施設等安全審査委員会の活動について、適切な運用がなされるよう改善すること。

以上のことから、指摘事項（原子炉施設及び核燃料物資使用施設等）への緊急的対応として、

平成 年 月 日から平成 年 月 日までの期間「保安管理緊急対応チーム」を設置し、

指摘事項の対応を行った。また、「保安管理体制検討会規則」を平成 年 月 日付けで制定

し、平成 年 月 日に「保安管理体制検討会」を設置した。ここでは、短期的実施事項（保

安管理部が果たすべき責務の明確化、他）について審議検討を行い、審議検討結果を改善提案と

して平成 年 月 日に所長へ報告した。その後、引き続き中期的実施事項（是正措置の実施

状況の確認他）についても審議検討を行った。さらに、放射性廃棄物に係る管理方法の検討等を

行うため、「廃棄物管理委員会規則」を平成 年 月 日付けで制定し、同日付けで「廃棄物

管理委員会」を設置し、放射性廃棄物の適切な管理等について検討を行った。

廃棄物埋設施設の保安規定遵守状況検査については、 回（四半期に 回）実施され、特に指

摘はなかった。

核燃料物質使用施設等の保安管理

核燃料物質使用施設等の保安管理に係る官庁許認可等

核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等について表Ⅲ に示す。

変更許可申請については、「核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設」に伴う変更に

ついて申請した。

保安規定変更認可申請については、「核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設」に伴

う改正について申請した。なお、「少量核燃料物質使用施設等保安規則」については、

① 法令改正、

② 原子力機構の組織改編、

③ モックアップ試験施設建家の廃止措置、

④ 個人線量計の名称変更、

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」 件、「分任核燃料管理者の指定」、「分任

区域管理者の指定」 件の一部改正を行った。
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表Ⅲ 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等

変更許可申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設

申請
原機（科保）

許可 （審査中）

組織改編に伴う事業所名称の変更及び予定使用期間の変更 届出
原機（科保）

事業所全体、保障措置技術開発試験室施設の年間予定使用量の変

更
届出

原機（科保）

保安規定遵守状況検査

保安規定遵守状況検査は、政令第 条該当核燃料物質使用施設等について、以下のように 回

（四半期に 回）実施された。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 保管物品・廃棄物の一時保管の長期化及び防火について対策を講じること。

② 保管廃棄施設で東日本大震災により荷崩れした保管体の復旧状況について改善を図ること。

③ 管理区域内の雨漏りへの対応を図ること。

④ 管理区域内の整理整頓を実施すること。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 保安管理部の指導的対応を強化すること。

② 多発した火災事象について、不適合管理を行い再発防止の対策を講じること。

③ 不適合管理の適切な運用に努めること。

④ 施設の老朽化対策について、改善を図ること。

⑤ 保安教育の実施に係る評価及び改善を図ること。

⑥ 放射性廃棄物の管理について改善を図ること。

第 回検査においては、高減容処理施設における防護活動手引について保安規定違反（監視）

となった。また、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 保安管理部の役割・機能について充実を図ること。

② 不適合管理を実施する仕組みについて改善を図ること。

③ 施設全体が老朽化していることについて、対策を講じること。

④ 放射性固体廃棄物等の一時保管に関する防火管理等の安全対策を図ること。

第 回検査においては、保安規定違反はなかったが、以下の 件の改善を求める指摘があった。

① 巡視点検において、施設の老朽化、巡視内容、力量管理、異常を発見した場合の措置につ

いて改善すること。
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放射性同位元素使用施設等の保安管理

放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可について、表Ⅲ に示す。

許可使用に係る変更申請については、第 研究棟、 研究棟、 実験利用棟（第 棟）、

バックエンド技術開発建家の変更申請（平成 年 月 日付け）を行い、許可を得た。

定期検査・定期確認を平成 年 月 日から 日に受験し、放射線施設が法令に規定され

る技術上の基準に適合していることの確認を受けた。

「放射線障害予防規程」については、「放射化物の管理に関する記載追記、モックアップ建家の

廃止措置の終了に伴う削除、個人線量計の記載の適正化・明確化等に関する変更届」を提出した。

また、「エックス線装置保安規則」 件及び「分任区域管理者の指定」 件の一部改正を行った。

表Ⅲ 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等

変更許可申請（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

・第 研究棟の放射性同位元素の使用数量・貯蔵能力の

変更

・ 研究棟の管理区域の一部縮小

・ 実験利用棟（第 棟）の放射性同位元素の使用

数量・貯蔵能力の一部削除他

・バックエンド技術開発建家の放射性同位元素の使用

数量・貯蔵能力の変更

申請
原機（科保）

許可
原規放発第 号

表Ⅲ 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等

放射線障害予防規程の届出（平成 年度）

件 名 年月日、文書番号

放射化物の管理に関する記載の追記 原機（科保） （使用）

原機（科保） （廃棄）

モックアップ建家の廃止措置の終了に伴う削除 原機（科保） （使用）

原機（科保） （廃棄）

個人線量計の記載の適正化・明確化他 原機（科保） （使用）

原機（科保） （廃棄）
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特定放射性同位元素の受入れ及び払出しの登録については、放射線源登録管理システムを用い

て、随時登録を行うとともに、所持に係る報告書を提出した。

労働安全衛生法に基づき、 線発生装置の設置に係る機械設置・移転・変更届 件を水戸労働

基準監督署に提出した。

放射線障害防止法関係法令に基づく、特定放射性同位元素の受入等に係る報告の遺漏があった。

その原因が内部の手続き方法が不明確であったことから、放射線障害予防規程及び放射線安全取

扱手引の改正により、手続きの明文化及び手続様式の策定を行い、平成 年 月より運用を開

始した。

放射性物質等輸送の保安管理

事業所内輸送 件及び事業所外輸送 件について、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規

則」及び法令要件の適合確認を行った。

茨城県原子力安全協定に基づく業務として、年間主要事業計画（定期報告） 件及び核燃料輸

送物等輸送状況報告書（四半期報告） 件を茨城県等へ提出した。

原子力機構の組織再編及び法令改正に伴い、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規則」の改正を

行い、平成 年 月 日付けで施行した。また、「輸送情報管理要領」の改正を行い、平成 年

月 日付けで施行した。

「施設品質保証管理規程」に基づく、放射性物質等の輸送容器に関する品質保証活動を適切に

実施するために、「輸送容器の設計・開発、製作、取扱い及び保守に係る品質保証計画」を制定し、

平成 年 月 日付けで施行した。

委員会等

原子炉施設等安全審査委員会

原子炉施設等安全審査委員会を 回開催し、

① 「核燃料輸送物設計変更承認申請書（ 型）」

② 「原子力科学研究所事故対策規則の一部改定」

③ 「原子力科学研究所原子炉設置（変更）許可申請書」

④ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改定」

⑤ 「原子力科学研究所原子炉施設保安規定の一部改定」

⑥ 「 核燃料輸送物設計承認申請書（ 型、 型核燃料輸送物）」

⑦ 「原子力科学研究所廃棄物埋設施設保安規定の一部変更」

⑧ 「施設定期評価実施報告書及び保全計画」

等、 件の審議と「運転状況報告」等、 件の報告を行った。

使用施設等安全審査委員会

使用施設等安全審査委員会を 回開催し、

① 「核燃料物質使用施設等保安規定の一部改定」

② 「少量核燃料物質使用施設等保安規則の一部改定」
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③ 「放射線安全取扱手引」

④ 「「安全上重要な施設」の特定等に係る原子力規制委員会への報告」

⑤ 「核燃料物質の使用の変更の許可申請」

⑥ 「使用施設等安全審査委員会規則の一部改定」

⑦ 「第 研究棟における放射性同位元素等の許可使用に係る変更の許可申請」

⑧ 「原子力科学研究所放射線障害予防規程の一部改定」

等、 件の審議と｢運転状況報告｣等の 件の報告を行った。
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核セキュリティ

平成 年度

核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動

原科研では、理事長の定めた方針及び活動施策に基づき、「核セキュリティ関係法令等の遵守に

係る活動計画」及び「核セキュリティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。

原科研活動計画

平成 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策

① 法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。

・自らの業務に関連するルールの把握と知識の向上

・規定、要領、マニュアル等の適切性の確保と確実な遵守

【原子力科学研究所の活動計画】

・核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。

・法令等の改正に伴い、規定及び要領等が適切に改正されていることを確認する。

平成 年度核セキュリティ文化の醸成に係る活動方針及び活動施策

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識する。

・核セキュリティ事象の情報共有による脅威の存在に対する意識の向上

・継続的な学習による核セキュリティの必要性の理解促進

② 核セキュリティに対する役割を自覚し、責任を果たす。

・核セキュリティにおける一人ひとりの役割認識と責任意識の浸透

【原子力科学研究所の活動計画】

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識する。

・核セキュリティ事象に関する最新の情報、並びに内部及び外部の脅威に関する教育を実施

する。

・核セキュリティの必要性に関する教育を実施する。

② 核セキュリティに対する役割を自覚し、責任を果たす。

・核セキュリティにおける役割認識と責任意識を教育する

原科研活動計画に基づく活動実施状況

核セキュリティ関係法令の遵守活動

核セキュリティ関係法令の遵守に努めるため並びに核物質防護関係者等に対する本活動の意識

付けを行うため、各部において、職場に活動方針及び活動施策を掲示した。また、活動計画に基

づき、規定、要領等の記載内容を確認するとともに、必要に応じて改正した。さらに、改正の都

度、理解の促進を図るため、教育を実施した。
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核セキュリティ文化の醸成活動

核セキュリティ文化の醸成活動として、防護関係者等への意識付けを行うため、各部において、

職場に活動方針及び活動施策を掲示した。また、核物質防護意識の向上を図るため、核物質防護

管理者の指示のもと、規制及び治安当局から入手した他施設における核セキュリティ事象を、核

物質防護関係者に周知した。さらに、核セキュリティを確保するために求められる各自の役割と

責任について意識付けを行うため、核物質防護関係者に対して、核セキュリティ文化醸成活動教

育資料を用いた教育を実施した。

核物質防護

昨今の国際情勢に鑑み､核物質防護対策の一層の強化を図るため、立入制限区域及び核物質防護

対象施設に係る各施設の出入管理並びに､これらに係る巡視及び監視を徹底した。また、核物質防

護関係者に対する教育訓練を実施した。さらに、核物質防護設備の機能を維持するため、集中監

視システム及び各施設の設備の保守点検、改善及び更新を行った。

平成 年 月 日に発生した侵入事案の対策として、入構時における身分証明書の確認を厳格に

行うため、正門、南門、北門における入構ルート及び警備員の立哨体制の見直しを行った。また、

警備員に対し、徹底した教育及び訓練を実施した。さらに、侵入防止措置の強化を図るため、減

速帯及び アングルを設置した。

核物質防護規定遵守状況検査

平成 年 月 日から平成 年 月 日に受検し、違反事項はなかった。また、平成 年 月 日に

廃棄物安全試験施設を対象として、不法侵入者を想定した核物質防護総合訓練を実施した。

核物質防護委員会

第 、 、 回の合計 回開催し、「原子炉施設核物質防護規定」、「核燃料物質使用施設等核物

質防護規定」、「核物質防護総合訓練シナリオ」等、 件の審議を行った。

許認可等

ホットラボ、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設における使用許可変更及び組織改編に対応す

るため、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」の一部改正

を行った（認可申請：平成 年 月 日付け、認可：平成 年 月 日付け、施行：平成 年

月 日付け）。

核物質防護に係る立入制限区域フェンス等の損傷

台風 号（平成 年 月 日）及び爆弾低気圧の通過（平成 年 月 日、平成 年 月 日）

に伴う高波により、海岸の立入制限区域フェンスが損傷した。フェンスの損傷及び対応状況を以

下に示す。

なお、それぞれ、原子力規制委員会及び治安当局等へ直ちに状況を報告した。また、本格的な

フェンス復旧は、県の護岸補修計画との調整を図りながら実施する。
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① 台風 号に伴う高波による損傷（平成 年 月 日）

台風の通過に伴う高波により、第 排水溝の北側でフェンス約 が崩落した。また、第 排水溝

南側の 箇所で、基礎部の土砂の流失による開口部が生じた。このため、フェンス崩落部に対して、

一時的に縄張りを行うとともに、開口部の埋め戻しを行った。

② 低気圧通過に伴う高波による損傷（平成 年 月 日）

低気圧の通過に伴う高波により、防波堤が約 崩壊したため、法面が激しく浸食され、フェン

スが約 崩落した。このため、浸食された法面を補強し、仮設フェンスを設置した。

③ 低気圧通過に伴う高波による損傷（平成 年 月 日）

前日からの大雪、暴風及び高波により、前回浸食されたフェンスの南側約 が新たに浸食され、

フェンスが損傷した。そこで、平成 年 月 日に、新たなフェンスを内陸側に設置した。

平成 年度

核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動

平成 年度と同様に、「核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動計画」及び「核セキュリ

ティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。

原科研活動計画

平成 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策

① 法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。

・自らの業務に関連するルールの把握と知識の向上

・規定、要領、マニュアル等の適切性の確保と確実な遵守

【原子力科学研究所の活動計画】

・核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。

・法令等の改正に伴い、規定及び要領等が適切に改正されていることを確認する。

・規定、要領等について、法令等への適合性が確保され、確実に遵守されていることを確認

する。

・各職場に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図るとともに、掲示状況を保安管

理部が確認する。

・所長又は核物資防護管理者による核セキュリティ関係法令等の遵守に係る訓示を行う（一

斉放送）。

平成 年度核セキュリティ文化の醸成に係る活動方針及び活動施策

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。

・核セキュリティ事象の情報共有による脅威の存在に対する意識の向上

・継続的な学習による核セキュリティの重要性の理解促進

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を
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果たす。

・核セキュリティにおける一人ひとりの役割認識と責任意識の浸透

・経営層の巡視を実施し、関与を明確にする。

【原子力科学研究所の活動計画】

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。

・核セキュリティ事象に関する最新の情報、並びに内部及び外部の脅威に関する教育を実施

する。

・核セキュリティの重要性に関する教育を実施する。

・各職場に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図る。また、掲示状況を保安管理

部が確認する。

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を

果たす。

・核セキュリティにおける各自の役割認識及び責任意識を浸透させるための教育を実施す

る。

・各職場に活動方針及び活動施策を掲示し確実な周知を図る。また、掲示状況を保安管理部

が確認する。

・所長又は核物質防護管理者による核物質防護対象施設の巡視を実施する。

・所長又は核物質管理者による核セキュリティ文化の醸成に係る訓示を行う（一斉放送）。

原科研活動計画に基づく活動実施状況

核セキュリティ関係法令の遵守活動

平成 年度と同様に、核セキュリティ関係法令の遵守に努めるため、原科研各部において、職

場に活動方針及び活動施策を掲示し、核物質防護関係者等に対して本活動の意識付けを行った。

平成 年度の主な活動として、立入制限区域への侵入事案に係る根本原因分析に基づき、出入

管理に関する要領を新たに定めるとともに、下部要領の見直しを行った。また、これら規定、要

領等の制定及び改正に伴う教育を実施した。

これらの活動については、本年度の核物質防護規定遵守状況検査において、原子力規制委員会

により確認され、適切に改善が図られていると評価された。

核セキュリティ文化の醸成活動

核物質防護管理者は、核物質防護関係者に核セキュリティの重要性を認識させるため、各施設

を巡視し、個々に対して指導した。また、警備員に対しては、核セキュリティにおける警備業務

の重要性を意識させるため、経営層との意見交換会を行った。さらに、各部においては、職場に

活動方針及び活動施策を掲示する等、文化醸成活動を展開した。

昨年同様、規制及び治安当局から入手した核セキュリティ事象を、核物質防護関係者に展開し、

意識の向上を図った。また、核セキュリティに関する最新の情報を周知するとともに、各自の役

割と責任にかかる意識付けを図るために、核物質防護関係者に対して講演会を開催した。さらに、

原科研全域が立入制限区域であったため、対象施設以外に従事する職員等に対しても、核セキュ

リティの重要性について意識付けを行うため、核セキュリティ文化の醸成に係る教育を行った。
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核物質防護

昨年同様、国際情勢に鑑み､各施設の巡視及び監視業務、関係者に対する教育・訓練、設備の機

能維持等を徹底し、核物質防護対策の一層の強化を図った。

核物質防護規定遵守状況検査

原子力規制委員会による核物質防護規定の遵守状況検査については、平成 年 月 日から平成

年 月 日に受検し、違反事項はなかった。また、平成 年 月 日に を対象に、核物質の

盗取を目的とした不法侵入者を想定して、核物質防護総合訓練を実施した。

核物質防護委員会

第 回から第 回の合計 回を開催し、「原子炉施設核物質防護規定」、「核燃料物質使用施設等

核物質防護規定」及び下部要領等の一部改正に関する 件の審議を行った。

許認可業務

① 核物質防護管理者の選任・解任に係る届出（平成 年 月 日付け及び平成 年 月 日付

け）

② 立入制限区域に関する記載の適正化を図るため、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃

料物質使用施設等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成 年 月 日付け、認可：

平成 年 月 日付け、施行：平成 年 月 日付け）

③ 法人名称の変更、防護措置の見直し、日常点検対象設備の追加等のため、両防護規定の変

更認可申請（認可申請：平成 年 月 日付け、認可：平成 年 月 日付け、施行：平成

年 月 日付け）を、それぞれ行った。

不法侵入事案対策

平成 年度に発生した不法侵入事案への対策として、新たな立入制限区域の基本設計を実施し

た。

南地区警備室の建設他

平成 年 月、原科研と 南地区の立入制限区域境界（通称：アンダーパス）に、南地区

警備室が竣工し、運用を開始した。建物は、鉄筋コンクリート造り地上 階建て、延べ床面積約

ｍ である。本警備室には、警備員が常駐し、アンダーパスにおける出入管理を行う。

また、核物質防護上の強化を行うため、南門の敷地内側（南警備室付近まで）フェンス設置工

事を行い、平成 年 月に完成した。

国際核物質防護諮問サービス（ ）への対応

平成 年 月、第 回核セキュリティ・サミットにおいて、安倍首相は、国際原子力機関（ ）

による ミッションの受入れを表明した。これを受けて、平成 年 月 日から 日にかけて、

国の規制体制、規制要求及び原子力施設における核物質防護措置の取組みに係るレビューが行わ
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れた。原科研においては、平成 年 月 日、 及び についてレビューを受け、「これらに係

る防護措置が適切に実施されている。」との評価を得た。
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保障措置及び計量管理

平成 年度

原子炉施設

原子力規制委員会、核物質管理センター及び により、 で中間査察 件及び実在庫検認

件、 でランダム中間査察 件、実在庫検認 件及びピット検認 件、 で実在庫検認 件、

で実在庫検認 件、 で設計情報検認 件、 でランダム中間査察 件、実在庫検認 件及び

補完立入 件、 で実在庫検認 件、 で実在庫検認 件が実施された。

核燃料物質使用施設等

原子力規制委員会、核物質管理センター及び により、核燃料物質使用施設で実在庫検認

件、ランダム中間査察 件及び補完立入 件、 で実在庫検認 件が実施された。

平成 年度

原子炉施設

原子力規制委員会、核物質管理センター及び により、 で中間査察 件及び実在庫検

認 件、 でランダム中間査察 件、実在庫検認 件及びピット検認 件、 で実在庫検認

件、 で実在庫検認 件、 でランダム中間査察 件、実在庫検認 件及び補完立入 件、

で実在庫検認 件、 で実在庫検認 件が実施された。

核燃料物質使用施設等

保障措置及び計量管理活動は、原子力規制委員会、核物質管理センター及び により、核燃

料物質使用施設で封印検認 件、実在庫検認 件及び補完立入 件、 で実在庫検認 件が実

施された。
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品質保証

平成 年度

品質保証への取組み

原子炉施設及び核燃料物質使用施設等に関する保安活動を適切に実施するため、品質保証計画

に基づき、保安活動の計画、実施、評価及び継続的な改善を含む品質保証活動を実施した。具体

的には、平成 年度「原子力安全に係る品質方針」を定め、品質方針、品質目標、監査結果、デ

ータ分析、不適合管理、是正処置、予防処置及びマネジメントレビューを通じて、品質マネジメ

ントシステムの継続的な改善に取り組んだ。

内部監査

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。

① 定期内部監査（平成 年 月 日～ 日実施）

重大な不適合： 件、軽微な不適合：１件、観察事項： 件、良好事例： 件

② 特別内部監査（平成 年 月 日）

重大な不適合： 件、軽微な不適合： 件、観察事項： 件、良好事例： 件

不適合管理、是正処置及び予防処置

「過去の計画外停止（運転管理情報）」及び「周辺監視区域への立入時措置の不適合」の 件の

不適合について、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領」に基づく不適合管理、是正処置

及び予防処置を適切に実施した。また、原科研内で発生した不適合に関し、「水平展開要領」に基

づき、「被ばく管理の不備に関する根本原因分析を踏まえた対応について」及び「過去の計画外停

止（運転管理情報）に関する調査報告を踏まえた対応について」の 件の水平展開を実施した。

品質保証推進委員会

品質保証推進委員会を 回開催し、

①「品質保証計画及び二次文書の改定について」

②「平成 年度マネジメントレビューインプット情報について」

③「平成 年度内部監査年間計画書について」

等、 件の審議及び

①「誤記載再発防止対策の対応について」

②「平成 年度定期内部監査結果について」

等、 件の報告を行った。

文書管理

品質保証計画及び二次文書の改定はなかった。
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誤記載防止対策

外部発信文書の誤記載を踏まえ、品質保証推進委員会において、所内各部における外部発信文

書の誤記載防止活動の方法及び取組状況に関する情報を収集し、必要な改善策について検討した

結果を報告書に取りまとめた。この検討結果に基づき、各部の外部発信文書の誤記載防止に係る

要領、チェックシート、確認体制等の見直しを行った。

規則、要領等の法令との適合性及び実効性の確認

原子力機構改革計画における安全確保、安全文化醸成の対策の一環として、所内規程、規則等

及び各部課室で定める規則、要領、マニュアル等、 件について、法令との適合性及び実効性

を確認した。その結果、法令等に違反する事象は確認されなかったものの、一部の文書において、

用語の不統一、他文書との不整合、誤記等が確認された。これらについては、平成 年 月末ま

でに所要の改定を完了した。

平成 年度

品質保証への取組み

平成 年度同様、原子炉施設及び核燃料物質使用施設等に関する保安活動を適切に実施するた

め、品質保証計画に基づき、保安活動の計画、実施、評価及び継続的な改善を含む品質保証活動

を実施した。具体的には、平成 年度「原子力安全に係る品質方針」を定め、品質方針、品質目

標、監査結果、データ分析、不適合管理、是正処置、予防処置及びマネジメントレビューを通じ

て、品質マネジメントシステムの継続的な改善に取り組んだ。

内部監査

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。

① 定期内部監査（平成 年 月 日～ 日実施）

重大な不適合： 件、軽微な不適合：１件、観察事項： 件、良好事例： 件

② 特別内部監査：（平成 年 月 日実施）

重大な不適合： 件、軽微な不適合：１件、観察事項： 件、良好事例： 件

不適合管理、是正処置及び予防処置

「保安管理部の役割・機能についての指摘」、「保安検査（平成 年度第 四半期）における高

減容処理施設への指摘事項」その他、 件の不適合について、「不適合管理及び是正処置並びに

予防処置要領」に基づく不適合管理、是正処置及び予防処置を適切に実施した。また、原科研内

で発生した不適合に関し、「水平展開要領」に基づき、「保安規定に定める手引等の見直しについ

て」、「 実験利用棟空気圧縮機用冷却水ポンプ更新工事における作業員の負傷について」及

び「第 廃棄物処理棟における給気第 系統の故障について」の 件の水平展開を実施した他、
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件の情報の周知等を行った。

品質保証推進委員会

品質保証推進委員会を 回開催し、

①「品質保証計画の一部改定について」

②「平成 年度 マネジメントレビューインプット情報について」

③「平成 年度内部監査年間計画書について」

④「二次文書の一部改定について」

等、 件の審議及び「平成 年度定期内部監査結果について」の報告を行った。

文書管理

「品質保証計画」 件、「文書及び記録の管理要領」 件、「品質保証推進委員会規則」 件、「マ

ネジメントレビュー要領」 件、「調達管理要領」 件、「内部監査要領」 件、「不適合管理及び

是正処置並びに予防処置要領」 件、「水平展開要領」 件及び「不適合管理専門部会運営要領」

（制定、 件改定）並びに「原子炉施設等安全審査委員会規則」１件及び「核燃料物質使用施設

等安全審査委員会規則」１件の一部改定を行った。

不適合管理の仕組みの改善

不適合管理システムの充実と実効性向上を図るため、従来の不適合管理のグレード（ランク

及びランク ）を見直し、これまで不適合未満として取り扱っていた不適合に至らない軽微な事

象等についても、不適合ランク として不適合管理を実施するよう、「不適合管理及び是正処置並

びに予防処置要領」を改定した（平成 年 月 日）。また、不適合管理を一元的に実施するた

め、適切な力量を持った者からなる組織「不適合管理専門部会」を品質保証推進委員会の下に設

置し、不適合管理の区分、原因究明及び是正処置の妥当性等の審査を所内で一元的に実施する体

制を整備し、運用を開始した（平成 年 月 日）。

教育・訓練プロセスの改善

教育・訓練プロセスの有効性向上を図るため、保安規定に定める教育・訓練の実施について、

各部の「教育・訓練管理要領」を改定し、講師の力量評価及び教育資料内容の確認・改善等に係

る記載及び様式を追加した。

規則、要領等の法令との適合性及び実効性の確認

原子力機構の品質保証活動、安全文化醸成及び法令等の遵守活動並びにリスクマネジメント活

動等の方針に基づき、所内規程、規則等及び各部課室で定める規則、要領、マニュアル等、

件について、法令との適合性及び実効性を確認した。その結果、法令等に違反する事象は確認さ

れなかったものの、一部の文書において、組織改編に係る組織名称変更の未対応、他文書との不

整合等が確認された。これらについては、平成 年 月末までに所要の改定を完了した。
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危機管理

平成 年度

警備

警備業務では、中央警備室、南門警備室で出入管理（面会者受付約 万人、登録業者入門者受

付約 万人及び見学者受付約 千人）を行うとともに、原科研構内、周辺監視区域等の巡察警備

を実施した。

消防

消防業務では、消防車、緊急車等の点検・保守を毎日 回、消防訓練を毎月 回実施するとと

もに、各部が実施する消火訓練に協力して指導した。火災報知器の発報時には消防車を出動させ、

状況確認を行った。消防設備の法定点検、危険物施設及び防火対象設備の消防立入検査 件に対

応するとともに、消防法に基づく許認可申請手続き 件を行った。また、防火・防災管理講演会

（平成 年 月 日、参加者 名）を開催した。防火・防災管理者によるパトロールを行い、

防火設備及び消火器の配置状況、可燃物の防火対策、危険物及び薬品等の適正管理について確認

した。

防災対策

緊急時対策所の設置

東日本大震災により、緊急時対策所を設置していた事務 棟が、被災度区分判定により「大破」

と区分されたため、仮設プレハブ内に緊急時対策所を設置し、運用してきた。新たに建設を進め

ていた安全管理棟が竣工したことに伴い、緊急時対策所を安全管理棟 階に移設した。本安全管

理棟は、大規模地震に対応するため、免震構造である。また、施設外の放射性物質の取り込みを

防ぐため、チャコールフィルタ及び高性能フィルタを有する、給気設備を設置した。さらに、長

時間にわたる外部電源喪失に対応するため、 日間の連続電力供給が可能な非常用発電機も設置

した。給排水設備についても、 日間の供給能力を有している。その他、緊急時対策所の防災機

器、テレビ会議システム等の維持管理及び防護資機材の整備・点検保守を実施した。

教育

放射線安全研修（再教育）において、

イ）「原科研における火災、非火災の事例」、

ロ）「 臨界事故」（ ：株式会社ジェー・シー・オー）、

ハ）「 における通報遅れ（平成 年 月）」、

ニ）「過去の事故事例（風化させないために）」、

と、題する教育を実施した。

新入職員等に対する導入教育において、「非管理区域の汚染に係るトラブル等から得た教訓につ

いて」と題する教育を実施した。
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非常事態対応訓練等

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ に示す。この他に、防護隊訓練及び非常用電話

「 」による通報訓練を毎月 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練

等を 回及び総合訓練を 回実施した。

表Ⅲ 原子力科学研究所全体を対象とした主な訓練（平成 年度）

訓 練 年月日 訓練内容

第 回非常事態総合訓練 ホットラボの管理区域内で火災発生、自衛消防隊及び

公設消防による消火活動の結果、鎮火が確認される。ま

た、復旧作業中に負傷者発生を想定した訓練を実施。

自主防災訓練 東海村で震度 弱の地震発生、茨城県沿岸に大津波警

報が発表されたことを想定した人員掌握訓練及び避難訓

練を実施。

第 回非常事態総合訓練 原子炉施設の炉室（管理区域）において、使用

済燃料に破損が生じ、破損した使用済燃料から放射性物

質が通常の排気系から排気筒を介して環境に放出され

る。ガスモニタの指示値が、緊急事態設定レベルを超え

る放出を 分間以上継続して計測したため、原災法第

条第１項に基づく原子力緊急事態に到達したことを

想定した訓練を実施。

規則等の改正

「事故対策規則」及び「消防計画」の一部改正を行った。また、平成 年 月 日付けの原

子力規制委員会決定「試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則第 条の

の運用について（訓令）」及び「核燃料物質の使用等に関する規則第 条の 及び核原料物質の

使用に関する規則第 条の運用について（訓令）」の制定に伴い、「事故故障及び災害時の通報連

絡に関する運用基準」を平成 年 月 日に改正した。

施設の事故・故障等

運転管理・施設管理情報として通報連絡を行った事象が 件発生した（詳細は表Ⅲ 参照）。

また、「 ハドロン実験施設における放射性物質の漏えい」が発生し、原子力規制委員会

に対し、法令報告を行うとともに、茨城県原子力安全協定に基づき、茨城県、東海村等の自治体

に報告した。本件の概要は以下である。

発生日時：平成 年 月 日 時 分頃

概要：ビーム取出装置の誤作動により、大強度陽子ビームがターゲットである「金」に瞬時に照

射された。そのため、ターゲットが高温となり、一部が破損し、放射性物質が発生装置使用
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室内に飛散した。さらに、この放射性物質がハドロン実験ホール内に漏洩した。この漏えい

によってハドロン実験ホール内で放射線業務従事者が被ばくした。

本事象により、ハドロン実験ホール周辺に設置されている管理区域境界のエリアモニタの

指示値上昇を確認した。また、隣接する核燃料サイクル工学研究所のモニタリングポスト及

びモニタリングステーション群のうち、 に近い 局で、通常の変動範囲を超える一時

的な線量率の上昇が観測された。以上から、ハドロン実験ホール内から放射性物質が周辺環

境（管理区域外）に漏えいしたことが明らかとなった。

本事象に対し、「大強度陽子加速器施設 ハドロン実験施設における放射性物質の漏

えい及び研究者等の被ばくについて」と題する、所内説明会を開催し、説明会冒頭に、所長

より安全管理の徹底に関する訓示を行った（平成 年 月 日）。また、 では、異常

事態に対応する体制を見直した。この新しい緊急時の体制による、 を発災現場とした

非常事態訓練を実施し、新体制が初動対応等を含め問題なく機能することを確認した（平成

年 月 日）。

表Ⅲ 施設の事故・故障などの発生状況（平成 年度）（ ）

事故・故障等 年月日 事 象 事象区分

排気ダクト

の亀裂について

屋外に設置されている排気第 系統の排

気ダクトの年次点検において、排気ファン上流側

のダクト（500mm×600mm×0.6mmｔ 亜鉛メッキ鋼

板）上面のフランジとの接続部 箇所に亀裂を発

見した。発見時、排気ファンは正常に運転されて

いたため、当該亀裂部からの空気の吸入音を確認

した。また、亀裂部周辺について汚染検査を行い、

汚染のないことを確認した。

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省、茨城県、東海村等へ通報連絡した。

運転管理・

施設管理

情報

第 廃棄物処理棟

自動ろ紙交換装置

の故障について

第 廃棄物処理棟制御室に設置してある排気ダ

ストモニタ自動ろ紙交換装置において、週 回の

定期フィルタ交換作業を行ったところ、本装置の

故障警報が発報した。手動での交換を試みたがフ

ィルタの移動ができなかった。装置内を確認した

ところ、フィルタを移動するための駆動部で自動

送りコンベアベルトが破断していることを確認

した。

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省、茨城県、東海村等へ通報連絡した。

運転管理・

施設管理

情報
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表Ⅲ 施設の事故・故障などの発生状況（平成 年度）（ ）

事故・故障等 年月日 事 象 事象区分

汚染除去場の屋根

部分の破損につい

て

台風 号の影響による被害状況の点検を順次

実施していたところ、汚染除去場の除染ホールの

スレート製屋根の一部が破損していることを発

見した。直ちに、除染ホール内及び当該破損箇所

周辺の表面密度測定を実施し、放射性物質による

汚染がないことを確認した。

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省、茨城県、東海村等へ通報連絡した。

運転管理・

施設管理

情報

第 廃棄物処理棟

におけるディーゼ

ル発電設備の実負

荷試験時の不具合

について

第 廃棄物処理棟において、定期的な自主点検

（ 回／ カ月）のため、ディーゼル発電設備の起

動試験（実負荷試験）を実施していた。高圧非常

動力盤の遮断器を手動で開放し、非常用ディーゼ

ル発電機設備の起動は正常であったが、その後の

非常用電源を供給するための切り替えが正常に

機能しないことを確認した。なお、商用電源から

は正常に給電されており、各設備の運転に支障が

なかった。

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省、茨城県、東海村等へ通報連絡した。

運転管理・

施設管理

情報

平成 年度

警備

警備業務では、中央警備室、南門警備室で出入管理（面会者受付約 万人、登録業者入門者受

付約 万人及び見学者受付約 千人）を行うとともに、構内、周辺監視区域等の巡察警備を実施

した。

消防

消防業務では、消防車、緊急車等の点検・保守を毎日 回、消防訓練を毎月 回実施するとと

もに、各部が実施する消火訓練に協力して指導した。火災報知器の発報時には消防車を出動させ、

状況確認を行った。消防設備の法定点検、危険物施設及び防火対象設備の消防立入検査 件に

対応するとともに、消防法に基づく許認可申請手続き 件を行った。普通救命講習（平成 年

月 日、参加者 名、平成 年 月 日、参加者 名）及び防火・防災講演会（平成

年 月 日、参加者 名）を開催した。防火・防災管理者によるパトロールを行い、防火

設備及び消火器の配置状況、可燃物の防火対策、危険物及び薬品等の適正管理について確認した。

ひたちなか・東海広域事務組合消防本部からの要請を受け、「明らかに拡大性のない火花、焦
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げ跡事象」について通報を簡略化（一般電話による通報）する運用を平成 年 月 日から開

始した。

平成 年 月以降頻発している、 番通報事象に対する再発防止に向けて、防火意識の更

なる向上を図るため、所長メッセージを放送し、各職場に電気火災防止ポスターを掲示する等の

活動を行った。

防災対策

防災業務では、事故現場指揮所等に設置した緊急時用テレビ会議システム 台に対して、四半

期に一度、接続試験を行い、事故・故障等の緊急時の対応に備えた。その他、緊急時対策所の防

災機器及び防護資機材の整備・点検保守を実施した。

「事故対策規則」、「地震対応要領」、「計画外停電対応要領」、「武力攻撃原子力災害等対処業務

計画」、「危険物災害予防規則」、「安全警報設備管理規則」及び「事故故障発生時の通報連絡基準」

の一部改正を行った。また、「安全情報管理要領」を制定した。

その他、公設消防からの要請を受け、消火の必要の無い瞬間的な火花、焦げ跡を発見した場合

の公設消防への通報を 番通報から一般電話による通報に変更することとし、この内容を「工

事・作業安全マニュアル」に追記する改正を行った。そのため、運用開始（平成 年 月 日）に

向けて所内説明会を開催した（平成 年 月 日実施）。

非常事態対応訓練等

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ に示す。このうち、第 回非常事態総合訓練では、

複数施設での同時発災を想定した訓練を行った。また、平成 年度以降中断していた、茨城県等

による無予告通報連絡訓練が再開された。この他に、防護隊訓練及び非常用電話「 」による

通報訓練を毎月 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練等を 回及び総

合訓練を 回実施した。
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表Ⅲ 原子力科学研究所全体を対象とした主な訓練（平成 年度）

訓 練 年月日 訓練内容

第 回非常事態総合訓練 第 廃棄物処理棟の管理区域内で火災発生、自衛消防

隊及び公設消防による消火活動の結果、鎮火が確認され

る。また、復旧作業中に負傷者発生を想定した訓練を実

施。

茨城県等による無予告通

報連絡訓練

・ において、時間外に放射性物質の異常放

出を示す警報が発報した想定で訓練を実施。

自主防災訓練 東海村で震度 弱の地震発生、茨城県沿岸に大津波警

報が発表されたことを想定した、人員掌握訓練及び避難

訓練を実施。

第 回非常事態総合訓練 過渡出力運転中の において、放射性物質の異常

放出事故が発生し、原災法第 条及び第 条事象に至

る。事故対応中、解体分別保管棟において、非常体制の

設定を受けて、通常業務を中断するための安全確保作業

中に人身事故が発生したことを想定した訓練を実施。

施設の事故・故障等

「原子力コード特研建屋屋外の仮設発電機における火災」及び「 ・ ・第 実験ホール

における火災」について、茨城県原子力安全協定に基づき報告した。その他、運転管理・施設管

理情報として通報連絡を行った事象が 件発生した（詳細は表Ⅲ 参照）。

特に、「原子力コード特研建屋屋外の仮設発電機における火災」（平成 年 月 日）におい

ては、「現地対策本部の外部コミュニケーションの不備」が生じた。そこで、外部からの指示を確

実に記録し、録音等で受信記録を残す仕組み及び外部へ発信する対応者を専任するよう改善を行

った。また、同事象において、緊急時通報連絡装置の中央警備室操作卓に不具合が発生し、本部

員の迅速な招集に支障が生じたことから、中央警備室操作卓を更新するとともに、緊急時対策所

にも操作卓を増設した（平成 年 月 日）。
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表Ⅲ 施設の事故・故障などの発生状況（平成 年度）（ ）

事故・故障等 年月日 事 象 事象区分

原子力コード特研

建屋屋外の仮設発

電機における火災

、 の予定で所内全域停電作業を実施して

いた。所内全域停電作業中も、旧情報システムセ

ンター建屋にある センターの計算機を継続

して利用可能とするために、計算機用と空調機用

にそれぞれ仮設発電機を用意した。仮設発電機は、

前日に原子力コード特研（一般建屋）の屋外に設

置し、 に発電機を始動して約 分後に、空調

機用に用意した仮設発電機（ディーゼルエンジン

発電機、三相 、 ）から発火発煙を確認し

たため、消火器を用いて消火した。 に所内非

常用電話通報、 に 番通報した。 に公設

消防により火災と判断され、同時に鎮火が確認さ

れた。

社会的に影響のありうる事象として、原子力規

制庁、文部科学省等へ、茨城県原子力安全協定に

基づく事故・故障等として、茨城県、東海村等の

自治体へ通報連絡を行うとともに、プレス発表を

行った。

社 会 的 影

響 の あ り

う る 事 象

及 び 安 全

協 定 に 基

づく連絡

・ ・第

実験ホールにおけ

る火災

・ ・第 実験ホール（第 種管理区域）

において、ミュオンビームライン用の電磁石電源

の追加工事を行っていた。 ： 頃、異臭がした

ため電磁石制御盤の扉を開けたところ、 ： 頃、

電磁石制御盤のトランスから発火を確認した。直

ちに、公設消防に 番通報するとともに、消火器

を使用して消火した。 ： に公設消防により火

災と判断され、同時に鎮火が確認された。発生当

時、加速器からのビームは停止しており、ミュオ

ンビームの利用はしていなかった。また、管理区

域内・外に放射性物質の漏えいがない事を確認し

た。

社会的に影響のありうる事象として、原子力規

制庁、文部科学省等へ、茨城県原子力安全協定に

基づく事故・故障等として、茨城県、東海村等の

自治体へ通報連絡を行うとともに、プレス発表を

行った。

社 会 的 影

響 の あ り

う る 事 象

及 び 安 全

協 定 に 基

づく連絡
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表Ⅲ 施設の事故・故障などの発生状況（平成 年度）（ ）

事故・故障等 年月日 事 象 事象区分

第 廃棄物処理棟に

おける給気系統フ

ァンの故障

第 廃棄物処理棟において、給気第 系統の空調

機から異音・振動が発生していることを確認し、

同系統を手動停止した。空調機の内部を目視点検

したところ、給気送風機の羽根車から羽根板 枚が

脱落していた。

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省等、茨城県、東海村等の自治体へ通報

連絡を行った。

運転管理・

施設管理

情報
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第四章 施設の運転管理と管理運営に係る活動

施設の運転管理

平成 年度

研究炉の再稼働に向けた取組み

①

平成 年 月 日に発生した東日本大震災の影響により、平成 年度に引き続き運転を

停止している。平成 年 月に原子力規制委員会より新規制基準が示されたことから、適合

性確認のための原子炉設置（変更）許可申請の準備を行った。

②

平成 年度は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の影響より、平成 年度に引

き続き運転を取り止めている。なお、 は平成 年 月 日の「日本原子力研究開発機

構の改革計画」において廃止措置の方針が決定された。

③

東日本大震災後、設備の健全性確認のため原子炉の運転を停止していたが、設備の健全性確

認を終了し、施設定期検査の合格を経て平成 年 月 日に運転再開を果たした。

の運転・保守整備

平成 年 月 日の東日本大震災の影響により、施設定期自主検査の期間を延長して運転再

開に向けて準備を進め、いつでも運転再開できるような状況を維持した。

平成 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。

また、 月 ， 日に、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設につい

て施設定期検査を受検し、合格した。

の運転・保守整備

状況

平成 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。主

なものは、 原子炉施設保全計画に基づき実施した、原子炉冷却系エキスパンションジョイ

ントの健全性確認及びサイフォンブレーク弁電磁石の交換を行った。

主な保守整備

①エキスパンションジョイントの健全性確認

保全計画に基づき、原子炉冷却系 次冷却水配管の一部であるエキスパンションジョイント

について、外観検査及び 検査を行った。外観検査、 検査ともに有意な損傷及び欠陥は認

められず、健全であることを確認した。

② サイフォンブレーク弁電磁石交換

保全計画に基づき、 次冷却のサイフォンブレーク弁 、 について、電磁石の交換

を行った。その後、作動検査を実施し、サイフォンブレーク弁が正常に作動することを確認

した。
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の運転・保守整備

状況

平成 年度の運転は、安全研究センター燃料安全研究グループの実験計画に基づくパルス運転

を 回実施した。また、平成 年度に原子炉の計画外停止は発生していない。

平成 年度年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。平成 年 月 日から平成 年

月 日の期間で第 回 本体施設定期自主検査及び 本体施設自主検査を実施した。

タンデム加速器の運転・保守整備

運転

平成 年度のタンデム加速器の実験利用運転 以下「マシンタイム」という。 は、第 回を平

成 年 月 日から 月 日まで、第 回を 月 日から 月 日まで、第 回を 月 日

から平成 年 月 日まで、第 回を平成 年 月 日から 月 日まで行った。各回マシ

ンタイムは、予定通りの運転を実施した。

平成 年度 平成 年 月 日～平成 年 月 日 のタンデム加速器の運転・保守、中止

日数等を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ 平成 年度タンデム加速器の運転・保守状況

運転・保守項目 日数

実験利用運転日数 日

定期整備日数 日

保守日数 日

調整運転 含コンディショニング 日

休止日 日

実験キャンセル 日

内の数字は、全運転・保守別の割合を示す。

保守・整備

加速器の保守整備

平成 年度に行った定期整備は 回である。タンク内機器の故障により臨時にガス回収を

回実施している。

回目の定期整備は、第 回マシンタイム終了後の 月 日にガス回収作業を行い、 月 日に

ガス充填作業を行った。この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。

①ローテーティングシャフト整備

②チャージングチェーン整備

③ゴンドラ整備（ ､ ）

ゴンドラの性能検査を 月 日に受検し、指摘事項はなかった。
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回目の定期整備は、 月 日にガス回収作業を行い、 月 日にガス充填作業を行った。

この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。

①ローテーティングシャフト整備

② ギアボックスの交換

③チャージングチェーン整備

④ ガスラックの改造

回目の定期整備は、平成 年 月 日にガス回収作業を行い、 月 日にガス充填作業

を行った。ガス充填中の 月 日、ベーパライザーの性能が上がらず充填速度が普段より遅

いため、翌 日も充填作業を行った。この間の整備作業では、主に以下の項目について実施

した。

①ローテーティングシャフト整備

②チャージングチェーン整備

その他の整備として、

①第 照射室のビームライン設置

などを実施した。

高圧ガス製造施設の保守整備

①六フッ化硫黄ガス製造施設

本施設はタンデム加速器の絶縁ガスとして使用している六フッ化硫黄ガス（ ）のガス

移送に使用されているものである。本施設は第一種製造者として高圧ガス保安法の適用を

受けるため、年 回の定期自主検査の実施と保安検査の受検が義務付けられている。本年

度は定期自主検査、保安検査及び施設の運転保守のための各種整備作業を以下のように実

施した。

・平成 年 月から 月

定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚測定、貯槽の不同沈下測定、温度計

の校正、圧力比較検査、安全弁作動検査、液面計止め弁作動検査及び高圧リミットスイッ

チの作動試験）を実施した。開放検査は、 コンプレッサー インタークーラー、

コンプレッサー インタークーラー、 コンプレッサー インタークーラー、

コンプレッサー インタークーラー、ディタンク、配管及びフレキシブルホースについ

て実施した。これらの検査で特異な異常等はなかった。保安検査は平成 年 月 日に

行われ、合格した。

・平成 年 月

第一種圧力容器（ベーパライザー）の定期自主検査を実施した。性能検査は平成 年

月 日に実施され、合格した。

②液体窒素貯槽

本施設は、タンデム加速器の運転保守や加速器を利用した実験のために、液体窒素及び
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乾燥窒素ガスを供給するための設備である。本年度の液体窒素総受入量は、 であっ

た。

本施設は、定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚検査、貯槽の不動沈下測

定、圧力計の校正、安全弁作動検査及び真空度測定）を平成 年 月 日に実施し、合

格した。

③ヘリウム冷凍機

本装置は超電導ブースターの加速空洞を極低温に冷却するための施設であり、同型の冷

凍装置 台 前段部及び後段部 で全 空洞を冷却するものである。

平成 年度は、超電導ブースターの運転がなかったため、ヘリウム冷凍機の運転は行っ

ていない。

本装置は第 種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け、冷凍保安規則により年１回

の定期自主検査の実施を義務付けられている。定期自主検査を 月に実施し、安全弁・圧

力計の試験、バッファタンクの不同沈下測定、潤滑油量点検、圧力・温度保護スイッチ作

動検査、気密試験、制御盤点検、起動器盤内点検等を行い異常のないことを確認した。

月 日、 日に施設検査を受検し、合格した。

燃料、使用済燃料の管理

使用済燃料の管理

使用済燃料の収支

平成 年度における、炉心から使用済燃料プールへの使用済燃料（板状燃料）の受入れは無

く。また、研究炉使用済燃料の対米輸送等による搬出はなかった。従って、在庫量増減はな

かった。なお、貯槽№ で貯蔵中の旧 の使用済燃料である二酸化ウラン燃料体、金属天

然ウラン燃料体、同要素及び使用済燃料貯蔵施設（ ）で貯蔵中の金属天然ウラン燃料要素

の在庫変動はなかった。

放射能濃度の監視

使用済燃料の健全性を確認するため、貯槽水及び保管孔内空気の放射能濃度を定期的に監視

して異常の無いことを確認した。各貯蔵設備の全βの放射能濃度は、年度を通じて次の通り

であった。

使用済燃料貯槽№ ：検出限界以下（検出限界 × ～ × ）

使用済燃料貯槽№ ：検出限界以下（検出限界 × ～ × ）

保管孔（ ） ： × ～ × ㎤

＊検出限界はバックグラウンドの変動によっても変化するため幅がある。
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使用済燃料貯蔵施設の管理

貯槽の水質管理

における貯槽の水質は、年度を通じて維持管理基準値以内に管理し、適切な水質管理

がなされた。平成 年度における各貯槽の水質及びトリチウム濃度等を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ の使用済燃料貯槽の水質測定値

維持管理値 貯槽№ 貯槽№

水素イオン濃度指数

（ｐ ）
～ ～ ～

導 電 率

（μ ）
以下 ～ ～

トリチウム濃度

（ ）
～ ～

温 度

（℃）
～ ～

各貯槽においては、水素イオン濃度指数（ ）、導電率等に大きな変動はなかった。

の使用済燃料貯蔵施設におけるプールの水質は、導電率が ～ μ 、水素イ

オン濃度指数（ ）が ～ であり、年間を通して、維持管理基準値（導電率： μ

以下、 ： ～ ）を満足した。

循環系設備の管理

内に設置されている循環系設備機器類（循環ブロア、空気作動弁、プロセス放射線モニ

タ等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。

放射線標準施設（ ）の運転管理

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、 中性子線照

射装置、Ｘ線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。

γ線校正場については、基準器を使用した放射線場の定期的な確認測定を平成 年度に引き続

き行った。 中性子校正場については、基準量の定期的な確認測定を実施するにあたっての技術

的検討及び予備測定を平成 年度から継続して実施している。β線校正場については、 β

線源の基準量の値付けの再確認を行い、使用時のマニュアルの改訂等を進め、線量計の校正及び

特性試験等の利用に供することとしている。

平成 年度の加速器を含む照射装置及び単体線源の使用時間は、延べ 時間であり、平成

年度と比較すると 時間程度減少した。昨年度からの減少の理由には、黒鉛パイルを用いる

熱中性子校正場の利用の減少、速中性子校正場利用のための 線源を遠隔操作する中性子線源
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移動装置の長期間の停止、加速器の運転時間のうちの加速器コンディショニング運転の減少等が

挙げられる。

定常臨界実験装置（ ） 過渡臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼動に向けた取組み

①健全性確認、建家補修

平成 年度に引き続き 及び 原子炉本体の健全性確認点検を実施し、原子炉の運転

で使用する一部の設備（核計装設備、中性子源駆動装置等）の点検結果について原子力規制庁に

よる妥当性確認を平成 年 月に受けた。

また、東日本大震災発生後の施設点検等で確認された被害箇所の復旧活動として、平成 年度

に引き続き、原子炉建家（ 実験棟 棟）壁面のひび割れ等について補修を行い、平成 年

度末までに完了した。

②許認可

更新に係る原子炉設置変更許可申請（平成 年 月 日申請）について、平成 年度

に引き続き、更新後の において福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術開発（燃料デブ

リ取出しに係る臨界管理）を実施するため、施設整備方針及び申請書の補正に関する検討を進め

た。また、 を「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則

（平成 年 月 日原子力規制委員会規則第 号）」（以下「新規制基準」という。）に適合さ

せるため、申請書の本文、添付書類六（自然現象）及び添付書類八（安全設計方針）に対し、新

規制基準で追加された要求事項への対応方針の検討並びに申請書の補正案に関する検討を進めた。

については、原子力機構改革計画（平成 年度）に基づき新たに廃止を検討する 施設

の一つとして廃止措置計画の認可申請に向けた準備に着手し、廃止措置で発生する廃棄物の物量

及び放射化量の評価を実施した。

運転、保守整備

①原子炉停止中の機能維持

平成 年度は、 ともに、震災後の健全性確認等のため平成 年度に引き続き、

研究開発に係る利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転を実施しなかった。

平成 年 月 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子炉の長期停止

中において継続的に機能を維持する必要のある設備について、平成 年 月に第 回目の立会検

査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

②燃料移送

更新に向けた原子炉運転終了に伴い、 の臨界実験に使用後、供給設備（Ⅰ）に貯留

していた約 ％の溶液燃料（約 、約 ）及び洗浄水（約 、若干のウラン及び硝酸

を含む。）を、燃料調製施設の調整設備において濃縮（ウラン濃度調整）・脱硝処理を行った後、

溶液燃料貯蔵設備に移送した。その移送後さらに、本貯蔵に係る機器・配管系統について水移送

による洗浄を行い、それら洗浄水の濃縮及び貯蔵並びに濃縮に伴い発生する廃液処理のための酸

回収運転を実施した。これら一連の 燃料移送は、平成 年 月に開始し、計画どおり
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月に完了した。

③ 溶解試験残液の安定化処理

東日本大震災により中断していた、 溶解試験残液（硝酸ウラニル溶液及び硝酸プルトニウ

ム溶液）の安定化処理を再開するため、作業に必要となる資機材の整備を実施した。平成 年

月より安定化処理作業（沈殿、固液分離、焙焼等）を再開し、沈殿物焙焼法による酸化物への転

換を完了した。その後、 粉末貯蔵時の含水率制限に適合させるため、転換後の酸化物中の水

分量分析を行うとともに、 の粉末燃料貯蔵設備への搬出準備に係る検討を開始した。

④分析

分析設備では、 の保安活動（溶液燃料移送等）及び 溶液燃料移送に伴う、

ウラン濃度、遊離硝酸濃度、不純物濃度等の分析を実施した。また、 溶解試験残液の安定化

処理に伴う、ウラン濃度、プルトニウム濃度、アメリシウム濃度、含水率等の分析を行った。こ

れらの作業に伴う分析試料数は であった。

高速炉臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼働に向けた取組み

東日本大震災後の施設点検等で確認された被害箇所の復旧活動として、平成 年度に引き続き

炉室等のひび割れについて詳細調査を行い、その結果に基づきエポキシ樹脂注入等を実施し、補

修を完了した。

また、地震影響に対する原子炉施設の建家・構築物及び設備機器の健全性確認のための点検作

業を継続して実施した。

運転、保守整備

本施設は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

平成 年度は、研究のための利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実

施しなかった。

平成 年度は、平成 年 月 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 回目及び第

回目の立会検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

また、保全計画に基づき制御安全棒駆動機構用圧縮空気装置の一部を更新するための使用前検

査（平成 年 月 日申請）を平成 年 月 日に受検し、平成 年 月 日付けで合格し

た。

軽水炉臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼働に向けた取組み

東日本大震災発生後の施設点検等で確認された被害箇所の復旧活動については、平成 年度ま

でに完了した。

また、地震影響に対する原子炉施設の建家・構築物及び設備機器の健全性確認のための点検作

業を継続して実施した。
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なお、平成 年 月 日に策定された原子力機構改革計画で廃止措置対象施設となったため、

再稼働しないこととなった。

運転、保守整備

本施設は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

平成 年度は、研究及び教育研修のための利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に

係る運転は実施しなかった。

平成 年度は、平成 年 月 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 回目の立会

検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

燃料試験施設（ ）の運転管理

運転、保守整備

本施設においては、原科研福島技術開発特別チームが進める福島第一原子力発電所の廃止措置

に係る研究開発及び研究開発部門が進める受託事業等に係る研究開発の利用として、それぞれの

照射後試験等を実施した。平成 年度の燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ に示す。

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業

務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、燃料試験施設を利用する上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術

開発試験部実用燃料試験課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射線管理施設を放射線管理部

放射線管理第 課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行うとともに、実用燃料試験課において

照射後試験を実施した。その研究成果については第五章に記載する。
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利用状況 原子力機構内利用（30件）  

福島材料 
プロパー研究（4件・原科研福島技術開発特別チーム 材料健全性評価技術開発

グループ） 

福島臨界 
プロパー研究（1件・原科研福島技術開発特別チーム 臨界管理技術開発グルー

プ） 

福島廃棄物 プロパー研究（1件・原科研福島技術開発特別チーム 廃棄物分析グループ） 

ALPS 
受託研究：燃料等安全高度化対策事業（ALPS）（22件・安全研究センター 燃料

安全研究グループ） 

燃料材料 
受託研究：軽水炉燃料材料詳細健全性調査事業（燃料材料）（1 件・安全研究セ

ンター 材料・水化学研究グループ） 

燃料安全 プロパー研究（1件・安全研究センター 燃料安全研究グループ） 

図Ⅳ-1-1 燃料試験施設の利用状況（平成25年度） 

。 

- 90 -

JAEA-Review 2018-036



 

廃棄物安全試験施設（ ）の運転管理

運転、保守整備

本施設においては、研究開発部門が進める受託事業等に係る研究開発及び原科研福島技術開発

特別チームが進める福島第一原子力発電所の廃止措置に係る研究開発において、施設を利用した

照射後試験及びホット環境試験に係る支援を計画通り実施した。平成 年度の の利用状

況を図Ⅳ に示す。

施設の運転管理では、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施

設定期自主検査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、

核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、 を利用した上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部ホット材料試験課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射線管理施設を放射線管理部放射

線管理第 課が、それぞれの設備等の運転管理を行うとともに、ホット材料試験課において照射

後試験及びホット環境試験に係る支援を実施した。その研究成果については第五章に記載する。

本施設における許認可は、ホットラボの廃止措置を推進するため、ホットラボの使用済核燃料

物質の受入れに係る核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行い、平成

年 月 日付けで許可を取得した（表Ⅲ 参照）。

前記の核燃料物質の使用の変更の許可取得及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施設等保安規

定の一部変更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日付けで認可

された（平成 年 月 日付け施行）（表Ⅲ 参照）。
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図Ⅳ の利用状況（平成 年度）

ホットラボの運転管理

運転、保守整備

本施設においては、廃止措置に関し、施設の管理区域解除に向け全ての使用済燃料を施設から

搬出するための準備を行った。

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質に係る管理業務等を行い、施設を

安全・安定に運転した。

本施設における許認可は、 の廃止措置を推進するため、 のフッ化ウラニルの受入れに係

る核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行い、平成 年 月 日付けで

許可を取得した（表Ⅲ 参照）。

前記の核燃料物質の使用の変更の許可取得及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施設等保安規

（１０） 

（８） 
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定の一部変更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日付けで認可

された（平成 年 月 日付け施行）（表Ⅲ 参照）。

プルトニウム研究 棟の運転管理

運転管理

本施設には、主にプルトニウム等の 核種を取り扱うグローブボックス及びフードが設置さ

れており、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、核燃料物質

及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

茨城県からの要請に基づく「放射性物質移送配管等に係る総点検」に係る外観目視点検におい

て確認された、地階ダクト（管理区域内）に敷設されている集水ピット系廃液配管の腐食孔に関

し、使用を継続する必要がある系統の放射性物質移送配管の更新に係る放射性同位元素の許可使

用に係る変更許可申請を平成 年 月 日付けで行い、平成 年 月 日付けで許可を取得

した（表Ⅲ 参照）。

なお、本施設は原子力機構改革において、廃止措置を当初計画より前倒しして実施することが

決定した。

ウラン濃縮研究棟の運転管理

運転管理

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査の結果を取りま

とめ、施設・設備に異常のないことを確認した。

施設廃止措置に関し、管理区域内の汚染状況調査を平成 年 月に実施した。

バックエンド研究施設（ ）の運転管理

運転、保守・整備

本施設においては、再処理プロセスに関する研究開発、放射性廃棄物地層処分に関する研究開

発、 高温化学に関する研究開発、 非破壊計測に関する研究開発及び環境試料等の微量分析

に関する研究開発を継続して実施した。また、新たな研究開発として、平成 年 月 日より

グローブボックスにおいて核燃料物質にレーザー光、マイクロ波等を照射して迅速な分析を行う、

レーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を開始した。これらの研究開発の成果については第

五章に記載する。

さらに、東京大学専門職大学院への協力として、実験室（ ）の模擬グローブボックスを利用

して、実習生 人に対して核燃料物質取扱実習（平成 年 月 日～ 日、平成 年 月

日～ 日）を計画通りに実施した。

これらの研究等活動を安全に実施するため、αγコンクリートセル、鉄セル 高温化学モジ

ュール 、グローブボックス、フード、実験設備等の運転保守管理を行った。また、本体及び特定

施設について保守点検業務、施設定期自主検査等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び

- 93 -

JAEA-Review 2018-036



 

放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、本体施設を福島技術開発試験部 技術課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射

線管理施設を放射線管理部放射線管理第 課が運転管理を行った。

許認可対応としては、平成 年 月 日付けで核燃料物質の使用の変更の許可を取得したレ

ーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を実施するグローブボックスについて、平成 年 月

日付けで施設検査申請を行い、平成 年 月 日にグローブボックスの負圧、気密、材料検

査等の項目による施設検査を受検し、平成 年 月 日付で施設検査合格証の交付を受けた（表

Ⅲ 参照）。

また、平成 年度に核燃料物質の使用の変更の許可を取得した設備の取扱量の変更に関する、

核燃料物質使用施設等保安規定の一部変更について平成 年 月 日付けで申請を行い、平成

年 月 日付けで認可された（平成 年 月 日付け施行）（表Ⅲ 参照）。

は炉規法及び障防法に係る二重規制施設であり、 、 及び を併せた放射

性同位元素等使用施設である 施設について、法令改正に伴う放射化物保管設備の追加他に

関する放射性同位元素等の許可使用に係る変更許可申請を平成 年 月 日付けで行い、平成

年 月 日付けで許可を取得した（表Ⅲ 参照）。

その他の施設の運転管理

第 研究棟

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱う鉛セル、グローブボックス及びフ

ードが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を

確保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないこと

を確認した。

その他、第 研究棟の建家安全衛生連絡協議会を、本体施設、分任管理者、特定施設及び放射

線管理施設に係る関係者の出席のもと四半期に 回開催し、建家の安全衛生の確保に努めた。

許可変更に関し、使用を終了した鉛セルの撤去に関する放射性同位元素の許可使用に関する軽

微な変更に係る変更届出を平成 年 月 日付けで行った（表Ⅲ 参照）。

第 研究棟

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお

り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。

平成 年 月 日付で核燃料物質の使用の許可を廃止し、保安規則に基づき管理していた管

理区域について、平成 年 月から 月に管理区域解除のための汚染検査を実施し、平成 年

月 日付けで管理区域解除が完了した。

実験利用棟（第 棟）

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自
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主点検の結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。

高度環境分析研究棟（ ）

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、フード及びクリーンルー

ム設備等が設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の

安全を確保した。保安規則に基づき使用施設に係る自主検査としてフード表面の風速測定を、ま

た、予防規程に基づき使用施設及び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のない

ことを確認した。

環境シミュレーション試験棟（ ）

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、フード及びグローブボックス等が設置されて

おり、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の安全を確保した。また、使用施設及

び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のないことを確認した。

核燃料倉庫

本施設には、少量核燃料物質使用施設として、核燃料物質の取扱用フード及び保管庫が設置さ

れている。そのため、本体施設及び特定施設について保安規則に基づき巡視点検、自主検査等を

実施し、これらの結果を取りまとめるとともに、各設備に異常のないことを確認した。

保障措置技術開発試験室施設（ ）

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施して施設の安全を確保した。

平成 年度は、平成 年 月より開始した六フッ化ウラン安定化処理作業を継続実施し、平

成 年 月に完了した。

大型非定常ループ実験棟及び大型再冠水実験棟等

大型再冠水実験棟及び二相流ループ実験棟においては、安全研究センター熱水力安全研究グル

ープによる原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽水炉の事故時熱流動調査）事

業」による施設整備工事が開始された。

一方、大型非定常ループ実験棟、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試

験棟の既設設備に関しては、電気工作物、第一種圧力容器、高圧ガス製造設備等にかかる日常及

び定期点検、性能検査等を実施し、異常なく運用を行った。
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平成 年度

研究炉の再稼働に向けた取組み

①

新規制基準への適合性確認のための原子炉設置（変更）許可申請については、原子炉施設等

安全審査委員会及び中央安全審査・品質保証委員会による審査を経て、平成 年 月 日に

原子力規制委員会への申請を行った（表Ⅲ 参照）。

②

平成 年度は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の影響により、平成 年度に

引き続き運転を取り止めている。 は、原子力機構改革によって廃止措置が決定されたた

め、廃止措置計画の検討を始めており、再稼働へ向けた取組みは行っていない。

③

新規制基準規制基準への適合性確認のための設置変更許可申請については、所内審査及び中

央安全審査を経て、平成 年 月 日に申請を行った（表Ⅲ 参照）。

の運転、保守整備

平成 年 月 日の東日本大震災の影響により、施設定期自主検査の期間を延長して運転再

開に向けて準備を進め、いつでも運転再開できるような状況を維持した。

平成 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。

また、 月 日、 日に、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設につ

いて施設定期検査を受検し、合格した。

の運転、保守整備

状況

平成 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。主

なものは、 特定施設自動制御機器点検整備作業、高経年化対策として実施した蛍光灯照明

器具の更新及び給気系ダンパの部品交換作業である。

保守整備

の原子炉建家（炉室、散乱実験室）、付属建家機械室、排風機室、廃液貯槽室及び屋外共

同溝に設置されている自動制御盤、動力制御盤、自動制御機器並びに計器類の点検作業を実施し

た。なお、今回の作業では高経年化対策の一環として差圧発信器 台、空気式ダンパ操作器 台

の部品交換を実施している。

① 蛍光灯照明器具の更新

高経年化対策として設置から約 年経過している蛍光灯の一部を更新した。引き続き計画的

に更新を実施することとしている。

② 給気系ダンパの部品交換作業

高経年化対策として 原子炉建家に設置している給気設備の給気系ダンパ（ 台）の部品

交換を実施した。また、分解点検を併せて実施し、設備の健全性の確認を実施している。
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なお、 原子炉建家に設置している給気系ダンパは計 台であり、残りの 台の部品交換

及び分解点検は平成 年度に実施済みである。

の運転、保守整備

平成 年度は、安全研究センター燃料安全研究グループの実験計画に基づくパルス運転を 回

実施した。また、平成 年度に原子炉の計画外停止は発生していない。

平成 年度年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。平成 年 月 日から期間未定と

して第 回施設定期自主検査及び自主検査を実施している。

タンデム加速器の運転、保守整備

運転

平成 年度のタンデム加速器の実験利用運転 以下「マシンタイム」という。 は、第 回を

月 日から 月 日まで、第 回を 月 日から 月 日まで、第 回を 月 日から 月

日まで、第 回を平成 年 月 日から 月 日まで行った。各回マシンタイムは、概ね予

定通りの運転を実施した。

平成 年度 平成 年 月 日～平成 年 月 日 のタンデム加速器の運転・保守、中止

日数等を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ 平成 年度タンデム加速器の運転・保守状況

運転・保守項目 日数

実験利用運転日数 日

定期整備日数 日

保守日数 日

調整運転 含コンディショニング 日

休止日 日

実験キャンセル 日

内の数字は、全運転・保守別の割合を示す。

保守・整備

加速器の保守整備

平成 年度に行った定期整備は 回である。

回目の定期整備は、加速器タンク内整備用ゴンドラの性能検査受検のため、加速器タンク

の ガスを回収し、整備作業を実施した。 月 日にガス回収作業を行い、 月 日にガス充

填作業を行った。この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。

①ターミナルギアボックス窓の改良 リングフランジへ変更

②ローテーティングシャフト回転テスト
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③チャージングチェーン回転テスト

④ 、コロナプローブの作動テスト

⑤ゴンドラ整備（ ､ ）

ゴンドラの性能検査を 月 日に受検し、指摘事項はなかった。

回目の定期整備は、 月 日から開始した。本年度は 高圧ガス製造施設の液体貯槽

開放検査があり、加速器タンク内の ガスを貯槽へ回収できないため、整備期間を 月

日まで延長した。 月 日にガス回収作業を行い、 月 日にガス充填作業を行った。

この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。

①ローテーティングシャフト回転テスト

②チャージングチェーン用モーターの交換及び回転テスト

③ 、コロナプローブの作動テスト

④分割抵抗の点検

⑤高電圧端子内、偏向電磁石 用電源の整備

⑥ 高圧ガス製造施設の定期検査及び保安検査

⑦ヘリウム冷凍機定期自主検査

⑧ベーパライザー性能検査

回目の定期整備は、平成 年 月 日にガス回収作業を行い、 月 日にガス充填作業

を行った。ゴンドラは検査証の有効期間が 年未満であるため、平成 年度の加速器の定

期整備時期に合うように 回目の性能検査を受検した。この間の整備作業では、主に以下

の項目について実施した。

①ローテーティングシャフト回転テスト及び整備

②チャージングチェーン整備

③分割抵抗の点検

④ゴンドラ整備（ ､ ）

⑤ 用油圧ジャッキ整備 パッキン交換

ゴンドラの性能検査を 月 日に受検し指摘事項はなかった。

その他の整備として、

①垂直実験室のビームライン設置

② を使用したターゲット室監視カメラ敷設 台

③屋外運転表示灯の 化

などを実施した。

高圧ガス製造施設の保守整備

①六フッ化硫黄ガス製造施設

本施設は、タンデム加速器の絶縁ガスとして使用している ガス移送に使用されている
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ものである。本施設は第一種製造者として高圧ガス保安法の適用を受けるため、年 回の

定期自主検査の実施と保安検査の受検が義務付けられている。平成 年度は定期自主検査、

保安検査及び施設の運転保守のための各種整備作業を以下のように実施した。

・平成 年 月から 月

定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚測定、貯槽の不同沈下測定、温度計

の校正、圧力比較検査、安全弁作動検査、液面計止め弁作動検査及び高圧リミットスイッ

チの作動試験）を実施した。開放検査は、貯槽 、貯槽 、 アフタークーラー、

アフタークーラー、プリファイヤー、 コンプレッサー、 コンプレッサーについ

て実施した。これらの検査で特異な異常等は無かった。保安検査は平成 年 月 日に

行われ、合格した。

・平成 年 月

第一種圧力容器（ベーパライザー）の定期自主検査を実施した。性能検査は平成 年

月 日に実施され、合格した。

②液体窒素貯槽

本施設は、タンデム加速器の運転保守や加速器を利用した実験のために液体窒素及び乾

燥窒素ガスを供給するための設備である。平成 年度の液体窒素総受入量は、 で

あった。

本施設は、定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚検査、貯槽の不動沈下測

定、圧力計の校正、安全弁作動検査及び真空度測定）を平成 年 月 日に実施し、合

格した。

③ヘリウム冷凍機

ヘリウム冷凍機は超電導ブースターの加速空洞、全 台を約 の極低温に冷却するた

めの施設であり、同型の冷凍装置 台 前段部及び後段部 が設置されている。

本装置は第 種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け、冷凍保安規則により年 回

の定期自主検査の実施を義務付けられている。定期自主検査を 月から 月に実施し、安

全弁・圧力計の試験、バッファタンクの不同沈下測定、断水リレーの試験、圧力・温度保

護スイッチ作動検査、気密試験、制御盤点検等を行い異常のないことを確認した。 月

日から 日に施設検査を受検し、合格した。

平成 年度はヘリウム冷凍機の健全性確認のため、短時間の試運転を行った。運転に先

立って、電動機類の点検、起動器盤内点検等を行い異常のないことを確認した。また、冷

却塔については、給水配管の一部が凍結により破損していたため、配管の一部補修を行っ

た。ヘリウム冷凍機の試運転は 月 日から開始し、運転時間は前段部、後段部ともそ

れぞれ約 時間であった。
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タンデム加速器系の開発

発電用回転シャフトの軸受の改良

高電圧上に配置されている °偏向電磁石や、 イオン源などの機器への電力は、地上電

位にあるモーターから動力伝達用絶縁シャフトを介して高電圧上の発電機を駆動し供給して

いる。動力伝達用絶縁シャフトの直径は約 であり、アクリルシャフトと軸受マウントで

構成されている。軸受マウントは 台あるが、使用しているベアリングが所定の寿命に達す

る前に異音を発するものがあり、年 回程度の整備が必要となるため、改良を行った。

旧型の軸受は長さ ｍほど離れた上下の軸受とアクリルシャフトを高い精度で組み上げなけ

ればベアリングに負荷がかかる構造であった。これは据付け調整が困難である上、シャフト

やカラムキャスティングの変形に対応できないため、新たに軸受マウントを設計し直した。

新型は、アクリルシャフトの上下に金属板バネを取り付け、上下の軸受のアライメントのず

れや軸受間の距離が変化してもベアリングに負担がかからない構造とした。

軸受寿命の大幅な改善を期待している。

大面積均一照射場の開発

イオンビームの産業利用を促進するためにタンデム加速器から得られる重イオンビームを

大面積の試料に均一に照射することが可能なビームライン及び試料台を整備した。真空ダク

トサイズの制限から、 方向をスキャン電磁石によるイオンビームの走査、 方向を試料台の

上下動作により均一照射を行うことにした。

方向のイオンビーム走査 ㎜、試料台の上下動幅 ㎜の範囲で均一照射が可能である。試

料台を六角柱構造にすることで装着試料数を増やすと共に、試料交換に伴う真空排気回数を

減らし加速器の利用時間を短縮している。この照射場での試験照射における試料間の照射量

誤差は± ％の範囲であった。

燃料、使用済燃料の管理

使用済燃料の管理

使用済燃料の収支

平成 年度における、炉心から使用済燃料プールへの使用済燃料（板状燃料）の受入れは無

く。また、研究炉使用済燃料の対米輸送等による搬出はなかった。従って、在庫量増減はな

かった。なお、貯槽№ で貯蔵中の旧 の使用済燃料である二酸化ウラン燃料体、金属天

然ウラン燃料体、同要素及び使用済燃料貯蔵施設（ ）で貯蔵中の金属天然ウラン燃料要素

の在庫変動はなかった。

放射能濃度の監視

使用済燃料の健全性を確認するため、貯槽水及び保管孔内空気の放射能濃度を定期的に監視

して異常のないことを確認した。各貯蔵設備の全βの放射能濃度は、年度を通じて次の通り

であった。
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使用済燃料貯槽№ ：検出限界以下（検出限界 × ～ × ）

使用済燃料貯槽№ ：検出限界以下（検出限界 × ～ × ）

保管孔（ ） ： × ～ × ㎤

＊検出限界はバックグラウンドの変動によっても変化するため幅がある。

使用済燃料貯蔵施設の管理

貯槽の水質管理

における貯槽の水質は、年度を通じて維持管理基準値以内に管理し、適切な水質管理

がなされた。平成 年度における各貯槽の水質及びトリチウム濃度等を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ の使用済燃料貯槽の水質測定値

維持管理値 貯槽№ 貯槽№

水素イオン濃度指数

（ｐ ）
～ ～ ～

導 電 率

（μ ）
以下 ～ ～

トリチウム濃度

（ ）
～ ～

温 度

（℃）
～ ～

各貯槽においては、水素イオン濃度指数（ ）、導電率等に大きな変動はなかった。

の使用済燃料貯蔵施設におけるプールの水質は、導電率が ～ μ 、水素イ

オン濃度指数（ ）が ～ であり、年間を通して、維持管理基準値（導電率： μ

以下、 ： ～ ）を満足した。

循環系設備の管理

内に設置されている循環系設備機器類（循環ブロア、空気作動弁、プロセス放射線モニ

タ等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。

放射線標準施設（ ）の運転管理

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、 中性子線照

射装置、Ｘ線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。

γ線校正場については、基準器を使用した放射線場の定期的な確認測定を平成 年度に引き続

き行った。 中性子校正場については、基準量の定期的な確認測定を実施するにあたっての技術
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的検討及び予備測定を継続して行っている。平成 年度から開発中であった、黒鉛パイルと

線源を 個使用する減速中性子校正場については、使用時のマニュアルの改訂等を進め、

線量計校正及び特性試験等の利用に供することとしている。

平成 年度の加速器を含む照射装置及び単体線源の使用時間は、延べ 時間であり、平成

年度と比較すると 時間程度減少した。

定常臨界実験装置（ ） 過渡臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼働に向けた取組み

①許認可

更新に係る原子炉設置変更許可申請（平成 年 月 日申請）について、平成 年度

に引き続き、新規制基準適合性確認のための補正案とその審査説明資料について検討を進め、原

子力機構内の審査を経て、平成 年 月 日に申請書の補正を原子力規制庁に提出した（表Ⅲ

参照）。

については、原子力機構改革報告書（平成 年 月）を受け、平成 年 月に策定さ

れた「機構改革 施設の廃止措置方針」に基づき、 の廃止措置計画に係る検討を進め、平

成 年 月 日に廃止措置計画の認可申請を行った（表Ⅲ 参照）。

運転、保守整備

①原子炉停止中の機能維持

平成 年度は、 ともに平成 年度に引き続き、研究開発に係る利用運転並びに

施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転を実施しなかった。平成 年 月 日に開始し

た施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子炉の長期停止中において継続的に機能を維

持する必要のある設備について、平成 年 月に第 回目の立会検査（核燃料物質貯蔵設備の未

臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

②燃料移送

廃止に向けた原子炉運転終了に伴い、 の臨界実験に使用後、供給設備（Ⅱ）に貯留

していた約 ％の溶液燃料（約 、約 ）及び洗浄水（約 、若干のウラン及び硝

酸を含む。）を、燃料調製施設の調整設備において濃縮（ウラン濃度調整）・脱硝処理を行った後、

溶液燃料貯蔵設備に移送した。その移送後さらに、本貯蔵に係る機器・配管系統について水移送

による洗浄を行い、それら洗浄水の濃縮及び貯蔵並びに濃縮に伴い発生する廃液処理のための酸

回収運転を実施した。これら一連の 燃料移送は、平成 年 月に開始し、計画通り 月

に完了した。

以上で 及び で用いた溶液燃料の貯蔵設備への移送及び貯蔵が平成 年 月に完

了し、平成 年度以降は溶液燃料の長期貯蔵管理を実施することとしている。

③ 溶解試験残液の安定化処理

平成 年度に引き続き、 溶解試験残液の安定化処理後の 中の水分量分析を実施し、含

水率の経時変化について調査・検討を行った。これらの検討結果に基づき、安定化処理後の

を再焙焼することで、酸化物中の含水率を低く保つとともに、水分の再付着を防止した。その後、
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これらの酸化物を の粉末燃料貯蔵設備へ搬出し、一連の安定化処理作業を平成 年 月

に完了した。

④分析

分析設備では、 の保安活動（溶液燃料点検等）及び 溶液燃料移送に伴う、

ウラン濃度、遊離硝酸濃度、不純物濃度等の分析を実施した。また、 溶解試験残液の安定化

処理に伴う、ウラン濃度、プルトニウム濃度、アメリシウム濃度、含水率等の分析を行った。こ

れらの作業に伴う分析試料数は 試料であった。

高速炉臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼働に向けた取組み

東日本大震災の影響に対する原子炉施設の建家・構築物及び設備機器の健全性確認のための点

検作業を継続して実施した。

運転、保守整備

本施設は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

平成 年度は、研究のための利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実

施しなかった。

平成 年度は、平成 年 月 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 回目及び第

回目の立会検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

軽水炉臨界実験装置（ ）の運転管理

再稼働に向けた取組み

平成 年度は、廃止措置計画認可申請の準備を行った。

運転、保守整備

本施設は、平成 年 月 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

また、廃止措置対象施設であるため、平成 年度は、研究及び教育研修のための利用運転並びに

施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実施しなかった。

平成 年度は、平成 年 月 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 回目の立会

検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。

燃料試験施設（ ）の運転管理

運転、保守整備

本施設においては、福島第一原子力発電所の廃止措置に係る研究開発及び研究開発部門が進め

る受託事業等に係る研究開発の利用として、それぞれの照射後試験等を実施した。平成 年度の

燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ に示す。
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利用状況 原子力機構内利用（38件）  

ALPS 
受託研究：燃料等安全高度化対策事業（ALPS）（25件・安全研究センター 燃

料安全研究グループ） 

臨界安全 
プロパー研究（1件・安全研究センター 臨界安全研究グループ） 

共同研究（2件・安全研究センター 臨界安全研究グループ） 

機器健全性 
プロパー研究（3 件・原子力基礎工学研究センター 機器健全性評価研究グ

ループ） 

デブリ解析 

受託研究：廃炉・汚染水対策事業補助金（燃料デブリ性状把握・処理技術の

開発に係る補助事業）（3件・原子力基礎工学研究センター 燃料デブリ解析

研究グループ） 

核変換 プロパー研究（4件・J-PARC センター核変換セクション） 

図Ⅳ-1-3 燃料試験施設の利用状況（平成 26 年度） 

 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業

務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

。 
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務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、燃料試験施設を利用する上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術

開発試験部実用燃料試験課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射線管理施設を放射線管理部

放射線管理第 課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行うとともに、実用燃料試験課において

照射後試験を実施した。その研究成果については第五章に記載する。

廃棄物安全試験施設（ ）の運転管理

運転、保守整備

本施設においては、研究開発部門が進める受託事業等に係る研究開発及び福島第一原子力発電

所の廃止措置に係る研究開発において、施設を利用した照射後試験及びホット環境試験に係る支

援を計画通り実施した。平成 年度の の利用状況を図Ⅳ に示す。

施設の運転管理では、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施

設定期自主検査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、

核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、 を利用した上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部ホット材料試験課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射線管理施設を放射線管理部放射

線管理第 課が、それぞれの設備等の運転管理を行うとともに、ホット材料試験課において照射

後試験及びホット環境試験に係る支援を実施した。その研究成果については第五章に記載する。

平成 年度における許認可は、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体

廃棄物の保管する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日

付けで行った（表Ⅲ 参照）。

廃棄物管理に係る変更、汚染された物品の管理の追加及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施

設等保安規定の一部変更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日

付けで補正申請を行った。

原子力規制委員会指示文書「核燃料物質の使用に係る新許可基準の施行に伴う報告の提出につ

いて（指示）（平成 年 月 日付け原規研発第 号）」に基づき、核燃料物質の使用

施設等について「安全上重要な施設」の特定を行い、その結果を報告書にまとめて平成 年

月 日付けで原子力規制委員会に提出した。
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図Ⅳ の利用状況（平成 年度）

ホットラボの運転管理

運転、保守整備

本施設においては、廃止措置に関し、施設の管理区域解除に向けて全ての使用済燃料を

及び燃料試験施設に搬出した。

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、未照射核燃料物質に係る管理業務等を行い、

施設を安全・安定に運転した。

平成 年度における許認可は、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体

廃棄物の保管する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日

付けで行った（表Ⅲ 参照）。

廃棄物管理に係る変更、汚染された物品の管理の追加及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施

（１） 

（１0） （5） 
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設等保安規定の一部変更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日

付けで補正申請を行った。

原子力規制委員会指示文書「核燃料物質の使用に係る新許可基準の施行に伴う報告の提出につ

いて（指示）（平成 年 月 日付け原規研発第 号）」に基づき、核燃料物質の使用施

設等について「安全上重要な施設」の特定を行い、その結果を報告書にまとめ、平成 年 月

日付けで原子力規制委員会に提出した。

プルトニウム研究 棟の運転管理

本施設には、主にプルトニウム等の 核種を取り扱うグローブボックス及びフードが設置さ

れており、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、核燃料物質

及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。さらに、放射性同

位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・定期確認を受検した。

平成 年度の原子力機構改革において廃止措置を前倒しに進めることが決定したことを受け、

本施設は、平成 年 月末をもって核燃料物質及び放射性同位元素の実験使用を終了した。ま

た、本施設内で所有している核燃料物質及び放射性同位元素を他施設に移管するための準備とし

て、安定化処理作業及び廃棄物搬出を実施した。

許認可に関し、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管す

る場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行った（表

Ⅲ 参照）。

廃棄物管理に係る変更、汚染された物品の管理の追加及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施

設等保安規定の一部変更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日

付けで補正申請を行った。

原子力規制委員会指示文書「核燃料物質の使用に係る新許可基準の施行に伴う報告の提出につ

いて（指示）（平成 年 月 日付け原規研発第 号）」に基づき、核燃料物質の使用

施設等について「安全上重要な施設」の特定を行い、その結果を報告書にまとめて平成 年

月 日付けで原子力規制委員会に提出した。

ウラン濃縮研究棟の運転管理

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査の結果を取りま

とめ、施設・設備に異常のないことを確認した。

給排気設備の老朽化に伴い、平成 年 月より給排気設備運転を点検時等必要時のみとするこ

ととした。

許可変更に関し、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管

する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行った

（表Ⅲ 参照）。
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バックエンド研究施設（ ）の運転管理

運転、保守整備

本施設においては、再処理プロセスに関する研究開発、放射性廃棄物地層処分に関する研究開

発、 高温化学に関する研究開発、 非破壊計測に関する研究開発、環境試料等の微量分析に

関する研究開発及びレーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を継続して実施した。これらの

研究開発の成果については第五章に記載する。

また、東京大学専門職大学院への協力として、実験室（ ）の模擬グローブボックスを利用し

て、実習生 人に対して核燃料物質取扱実習（平成 年 月 日～ 日、平成 年 月

日～ 日）を計画通りに実施した。

これらの研究等活動を安全に実施するため、αγコンクリートセル、鉄セル 高温化学モジ

ュール 、グローブボックス、フード、実験設備等の運転保守管理を行った。また、本体及び特定

施設について保守点検業務、施設定期自主検査等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び

放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。

なお、本体施設を福島技術開発試験部 技術課、特定施設を工務技術部工務第 課、放射

線管理施設を放射線管理部放射線管理第 課が運転管理を行った。

許認可対応としては、保管廃棄施設の設置に係る核燃料物質の使用の変更の許可申請を平成

年 月 日付けで行った（表Ⅲ 参照）。また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載

の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を明確化するため、核燃料物質使用施設等保安規定の変

更について、平成 年 月 日付けで申請を行い、平成 年 月 日付けで補正申請を行っ

た。

その他の施設の運転管理

第 研究棟

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱う鉛セル、グローブボックス及びフ

ードが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を

確保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないこと

を確認した。さらに、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・

定期確認を受検した。

その他、第 研究棟の建家安全衛生連絡協議会を、本体施設、分任管理者、特定施設及び放射

線管理施設に係る関係者の出席のもと四半期に 回開催し、建家の安全衛生の確保に努めた。

許可変更に関し、新たな研究計画等に係る放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請を平

成 年 月 日付けで行った（表Ⅲ 参照）。

また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を

明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行った（表Ⅲ

参照）。

第 研究棟

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお
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り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。さらに、放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・定期確認を受検した。

実験利用棟（第 棟）

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自

主点検の結果を取りまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。さらに、放射性同位元素

等による放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・定期確認を受検した。

許可変更に関し、新たな研究計画等に係る放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請を平

成 年 月 日付けで行った（表Ⅲ 参照）。

また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を

明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行った（表Ⅲ

参照）。

高度環境分析研究棟（ ）

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、フード及びクリーンルー

ム設備等が設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の

安全を確保した。保安規則に基づき使用施設に係る自主検査としてフード表面の風速測定を、ま

た、予防規程に基づき使用施設及び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のない

ことを確認した。

平成 年度は、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管す

る場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 年 月 日付けで行った（表

Ⅲ 参照）。

環境シミュレーション試験棟（ ）

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、フード及びグローブボックス等が設置されて

おり、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の安全を確保した。また、使用施設及

び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のないことを確認した。

核燃料倉庫

本施設には、少量核燃料物質使用施設として、核燃料物質の取扱用フード及び保管庫が設置さ

れている。そのため、本体施設及び特定施設について保安規則に基づき巡視点検、自主検査等を

実施し、これらの結果を取りまとめるとともに、各設備に異常のないことを確認した。

保障措置技術開発試験室施設（ ）

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安
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規則に基づき巡視及び点検等を実施して施設の安全を確保した。

平成 年度は、安定化処理を終えた核燃料のホットラボへの搬出を 月に終了した。

大型非定常ループ実験棟 及び大型再冠水実験棟等

大型再冠水実験棟及び二相流ループ実験棟においては、平成 年度に引き続き、安全研究セン

ター熱水力安全研究グループによる原子力施設等防災対策等委託費事業による施設整備工事が実

施され、大型再冠水実験棟においては、大型格納容器試験装置（ ）が完成した。

大型非定常ループ実験棟、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟の

既設設備に関しても、平成 年度同様、電気工作物、第一種圧力容器、高圧ガス製造設備等に係

る日常及び定期点検、性能検査等を実施し、異常なく運用を行った。大型非定常ループ実験棟の

平成 年度 定期検査・定期確認においても適切な管理であることが確認された。
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放射線管理

平成 年度

環境の放射線管理

環境放射線のモニタリング

原科研の周辺監視区域内外において、モニタリングポスト等による空気吸収線量率の連続監視

及び蛍光ガラス線量計による空気吸収線量の測定を行った。モニタリング結果には東電福島第一

原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れたが、原科研の原子力施設に起因す

る異常は認められなかった。

原科研における気象観測を継続し、施設の影響による周辺住民の被ばく線量評価に必要な気象

データを収集した。

原子力災害対策特別措置法第 条に基づき、放射線測定設備の測定値をインターネットにより

リアルタイムで公開した。

環境試料のモニタリング

原科研の周辺監視区域内外に設置したモニタリングステーションにおいて、大気中放射性物質

濃度の連続測定を行った。また、排水モニタにより、第 及び第 排水溝における排水中放射性

物質濃度の連続監視を行った。環境試料（降下塵、大気塵埃、表土、陸水、農産物、排水口近辺

土砂、海水、海底土及び海産物）に含まれる放射性物質濃度の測定を行った。

各施設から排出された気体放射性廃棄物及び液体放射性廃棄物に含まれる 及び 並びに

環境試料（農産物、海水、海底土及び海産物）中の 及び 十 の化学分析を行った。

モニタリング結果には福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れた

が、原科研の原子力施設に起因する異常は認められなかった。

放射線管理データ等の取りまとめ

原科研における、原子力施設からの排気中及び排水中放射性物質濃度の放射線管理データ並び

に放射性同位元素保有量データ等を取りまとめた。これらに基づき、国及び茨城県への報告用資

料を作成した。また、原子炉施設から放出された放射性希ガス及び放射性液体廃棄物の放射線管

理データに基づき、原科研の周辺監視区域外における公衆の年間実効線量を推定評価した。評価

結果は、法令に定められている線量限度を十分に下回るものであった。

施設の放射線管理

研究炉地区施設の放射線管理

原子炉施設（ 、 及び ）、核燃料物質使用施設（ホットラボ等）、放射線発生装

置使用施設（タンデム加速器、放射線標準施設等）、放射性同位元素使用施設（ラジオアイソトー

プ製造棟、トリチウムプロセス研究棟等）の放射線管理を行った。平成 年度に実施した放射線

管理上主要な作業は以下の通りである。

① 中性子導管更新工事

② プール水精製系イオン交換樹脂交換作業

- 111 -

JAEA-Review 2018-036



 

③ トリチウム除去設備等の撤去作業（ 棟）

④ 大型チタンターゲットへのトリチウムガス吸蔵作業（ ）

⑤ モックアップ試験室建家の引込溝及び汚染土壌等の撤去作業

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ 及び表Ⅳ

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故及び における放射性物質の漏えい事故の影響が

確認されたが、いずれの放射能測定結果も、保安規定等に定める放出管理目標値や放出管理基準

値を十分下回った。

海岸地区施設の放射線管理

原子炉施設（ 及び放射性廃棄物処理場）、臨界実験装置（ 、 、 及び ）、

核燃料物質使用施設（燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、 等）、放射線発生装置使用施設

（ 等）、放射性同位元素使用施設（環境シミュレーション試験棟等）の放射線管理を行った。

平成 年度に実施した放射線管理上主要な作業は以下の通りである。

① 廃液輸送管の撤去作業

② 旧 の改造に伴って発生したコンクリートのクリアランス作業

③ 廃液長期貯蔵施設の設備・機器等の解体作業

④ 第 保管廃棄施設における 型ピット保管体取り出し・点検作業

⑤ 解体分別保管棟及び第 保管廃棄施設の保管体再配置作業

⑥ 第 廃棄物処理棟のセラミックフィルター除染及びエレメント交換作業

⑦ 燃料試験施設におけるセル内除染作業

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ 及び表Ⅳ

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、いずれの放射能測定結果も、

保安規定等に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。
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表Ⅳ 施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 年度） （ ）

施設名 放射性塵埃 放射性ガス

第 研究棟 東棟 Ｈ

Ｉ

西棟 Ｈ

Ｉ

タンデム加速器 －

放射線標準施設棟 東棟 －

西棟 － Ｈ

ホットラボ 主排気口

副排気口 －

－

－ Ｈ －

製造棟 番 Ｈ

番 Ｈ

番 Ｈ

番 －

Ｈ

×

実験利用棟（第 棟）

×

Ｈ

核燃料倉庫 －

トリチウムプロセス研究棟 Ｈ ×

高度環境分析研究棟 －

プルトニウム研究 棟

（スタックⅠ）

－

（スタックⅡ・Ⅲ） －

再処理特別研究棟

（スタックⅠ）

－

（スタックⅡ） －

ウラン濃縮研究棟 －
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表Ⅳ 施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 年度） （ ）

施設名 放射性塵埃 放射性ガス

廃棄物処理場

液体処理建家 －

解体分別保管棟 －

第 廃棄物処理棟 ×10 Ｈ

×10

×10

第 廃棄物処理棟 －

第 廃棄物処理棟 －

減容処理棟 Ｈ

汚染除去場 －

廃棄物安全試験施設 ×

環境シミュレーション試験棟 －

･ －

－

－ Ｈ ×

Ｎ ×

バックエンド技術開発建家 －

燃料試験施設

×

×

（原子炉棟） ×

（燃料棟） －

・ 「 ： 不検出」、「 － ： 測定対象外」を示す。

：揮発性核種も含む。

： における放射性物質の漏えい事故の影響による。
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表Ⅳ 排水溝に放出した廃液の放射能（平成 年度） （単位： ）

区 分 第 排水溝 第 排水溝 第 排水溝 合 計

全αβ γ ×10 × × ×

全

α

β

γ

内

訳

－ × － ×

－ × － ×

－ －

－ × － ×

－ × － ×

－ × ×10 ×

×10 × × ×

×10 － － ×10

Ｕ ×10 － － ×10

× × － ×

－ － － －

：福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響を含む。

：福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響による。

個人線量の管理

外部被ばく線量の管理

放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、ガラスバッジ等の個人線量計により 月

ごと（女子については 月ごと）の 線量当量（実効線量）及び μ 線量当量（皮膚の等価

線量）について実施した。眼の水晶体の等価線量については、 線量当量又は μ 線量当量

のうち大きい方の測定値を記録した。

外部被ばく線量の測定対象となった実人員数は 人（測定評価件数は 件）であり、

妊娠中の女子は 人（ 件）であった。このうち、体幹部不均等被ばくが予想された 人（

件）については、不均等被ばく測定用ガラス線量計による頭頸部の線量を測定した。また、身体

末端部位の線量が最大となるおそれがあった 人（ 件）については、リングバッジによる

手先の線量を測定した。なお、保安規定等に定められた臨時測定基準に該当する事例はなかった。

内部被ばく線量の管理

内部被ばくに係る放射線作業状況を調査した結果、 月あたり を超える有意な内部被ばく

線量を受けた可能性のある者はなく、従って内部被ばく線量測定の対象者はいなかった。また、

妊娠中の女子は 人（ 件）であった。なお、臨時測定を必要とする事例はなかった。
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内部被ばく線量の測定対象とならなかった者のうち、内部被ばくがなかったことを確認するた

めに行う検査は、バイオアッセイ法による体内汚染検査を 人（ 件）、体外計測法による体

内汚染検査を 人（ 件）実施した。また、第 種放射線管理区域への入域前後に内部被ばく

の有無の確認を必要とした 人（ 件）については、体外計測法による入退域検査を実施し

た。体内汚染検査の結果、内部被ばく線量の測定を必要とする者はいなかった。

被ばく状況の集計

実効線量に係る被ばくについては、総線量が 人・ 、平均実効線量が であった。

年間最大実効線量は で、最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設における非破壊検査装

置の調整作業等に従事した者であった。実効線量に係る被ばく状況（原科研における管理対象の

放射線業務従事者の実人員数、線量分布、総線量、平均実効線量、及び最大実効線量）について、

作業者区分別（職員等、外来研究員等、請負業者及び研修生に区分）に集計した結果を表Ⅳ

に示す。
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表Ⅳ 実効線量に係る被ばく状況（平成 年度）

作業者区分

放射線業

務従事者

実員 人

線量分布（人）

総線量

人・

平均

実効線量

最大

実効線量

未満

以上

以下

を超え

以下

を超え

以下

を超え

るもの

職 員 等

外来研究員等

請負業者

研 修 生

全作業者

：同一作業者が当該年度中に作業者区分を変更した場合は、作業者区分ごとに１名として集計（但し、

全作業者は実人数で集計）。

等価線量に係る被ばくについては、皮膚の最大線量が であり、平均線量が

であった。眼の水晶体の最大線量は、 であり、平均線量が であった。最大被ば

くを受けた者は、ともに、燃料試験施設における非破壊検査装置の調整作業等に従事した者であ

った。

個人被ばく線量等の登録管理

原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録

（指定解除者放射線管理記録）の引渡しを実施した。また、保安規定等に基づいて個人線量の測

定等を依頼された大洗研究開発センター、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学

研究所及び青森研究開発センターについても、同様に実施した。

登録等の件数は、原子炉等規制法関係の放射線業務従事者の指定登録、指定解除登録及び定期

線量登録などが 件、法定記録の引渡しが 件、放射線障害防止法関係の個人識別登録

及び定期線量登録などが 件であった。

放射線測定器等の管理

放射線モニタ、サーベイメータの管理

保安規定、予防規程等に基づき原科研内の施設に設置している放射線管理用モニタ（環境放射

線監視システムを含む。）の定期点検及び校正は、延べ 台実施した。また、サーベイメータ等

の点検校正については、延べ 台、ガラス線量計等の基準照射については、 個実施した。
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放射線管理試料の計測

原科研における施設及び環境の放射線管理に必要な試料並びに福島第一原子力発電所事故関連

試料について、放射能の測定評価を実施した。また、放射線管理用試料集中計測システム（以下

「集中計測システム」という。）を構成する各種測定装置の校正と放射能試料自動測定解析装置の

保守点検を実施するとともに、 試料の試料交換が自動で行える 検出器用自動試料交換装置

（以下「 試料用自動試料交換装置」という。）及びメーカーサポートの終了に伴う装置制御用

の 更新等を行った。

集中計測システムで実施した平成 年度の放射線管理試料等の測定は、測定件数が 件、

測定時間が延べ 時間であった。

集中計測システムのトラブルは合計 件発生し、延べ 時間停止した。トラブルのほとんど

は、ゲルマニウム半導体検出器（ 、 ）用の 試料用自動試料交換装置の不具合（試料のキ

ャッチエラー）であった。しかし、 試料用自動試料交換装置の更新後は、キャッチエラーは発

生しなかった。

施設及び環境放射線管理に使用しているゲルマニウム半導体検出器 台（ 、 、 ）、α／β

線測定装置 台（ ）、液体シンチレーションカウンタ 台（ 、 、 ）について、

それぞれ校正試験を実施した。さらに、面状線源校正用多心線型大面積 π比例計数管の特性確

認試験を実施した。この π比例計数管を用いて、放射能測定装置及び放射線モニタの校正に使

用する標準線源の π放出率測定を 件（ センター分 件を含む。）実施した。

その他、 で発生した放射性物質の漏洩事故に伴うγ線スペクトル測定を実施した。測定

件数は 件で，測定時間は延べ 時間であった。

平成 年度

環境の放射線管理

環境放射線のモニタリング

原科研の周辺監視区域内外において、モニタリングポスト等による空気吸収線量率の連続監視

及び蛍光ガラス線量計による空気吸収線量の測定を行った。モニタリング結果には福島第一原子

力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れたが、原科研の原子力施設に起因する異

常は認められなかった。

原科研における気象観測を継続し、施設の影響による周辺住民の被ばく線量評価に必要な気象

データを収集した。

原子力災害対策特別措置法第 条に基づき、放射線測定設備の測定値をインターネットにより

リアルタイムで公開した。

環境試料のモニタリング

原科研の周辺監視区域内外に設置したモニタリングステーションにおいて、大気中放射性物質

濃度の連続測定を行った。また、排水モニタにより、第 及び第 排水溝における排水中放射性

物質濃度の連続監視を行った。環境試料（降下塵、大気塵埃、表土、陸水、農産物、排水口近辺

土砂、海水、海底土及び海産物）に含まれる放射性物質濃度の測定を行った。
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各施設から排出された気体放射性廃棄物及び液体放射性廃棄物に含まれる 及び 並びに

環境試料（農産物、海水、海底土及び海産物）中の 及び 十 の化学分析を行った。

モニタリング結果には福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れた

が、原科研の原子力施設に起因する異常は認められなかった。

放射線管理データ等の取りまとめ

原科研における、原子力施設からの排気中及び排水中放射性物質濃度の放射線管理データ、並

びに放射性同位元素保有量データ等を取りまとめた。これらに基づき、国及び茨城県への報告用

資料を作成した。また、原子炉施設から放出された放射性希ガス及び放射性液体廃棄物の放射線

管理データに基づき、原科研の周辺監視区域外における公衆の年間実効線量を推定評価した。評

価結果は、法令に定められている線量限度を十分に下回るものであった。

施設の放射線管理

研究炉地区施設の放射線管理

原子炉施設（ 、 及び ）、核燃料物質使用施設（ホットラボ等）、放射線発生装

置使用施設（タンデム加速器、放射線標準施設等）、放射性同位元素使用施設（ラジオアイソトー

プ製造棟、トリチウムプロセス研究棟等）の放射線管理を行った。平成 年度に実施した放射線

管理上主要な作業は以下の通りである。

① 炉プール水モニタ事故時サンプリングライン調査

② インチシリコン照射実験装置の撤去準備作業

③ 医療用線源の製造・検査に関わる作業（ 棟）

④ ホットラボ使用済核燃料物質の搬出作業

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ 及び表Ⅳ

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、いずれの放射能測定結果も、

保安規定等に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。

海岸地区施設の放射線管理

原子炉施設（ 及び放射性廃棄物処理場）、臨界実験装置（ 、 、 及び ）、

核燃料物質使用施設（燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、 等）、放射線発生装置使用施設

（ 等）、放射性同位元素使用施設（環境シミュレーション試験棟等）の放射線管理を行った。

平成 年度に実施した放射線管理上主要な作業は以下の通りである。

① 旧 の改造に伴って発生したコンクリートのクリアランス作業

② 廃液長期貯蔵施設の設備・機器等の解体作業

③ 第 保管廃棄施設における 型ピット保管体取り出し・点検作業

④ 解体分別保管棟及び第 保管廃棄施設の保管体再配置作業

⑤ 解体分別保管棟における液体処理場廃液タンクの解体処理作業
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⑥ 第 廃棄物処理棟のセラミックフィルター除染作業

⑦ の実験カプセル組立・解体作業

⑧ の Ⅸ 炉心の一部解体作業及び炉心燃料の装脱

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ 及び表Ⅳ

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、いずれの放射能測定結果も、

保安規定等に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。

表Ⅳ 施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 年度） （ ）

施設名 放射性塵埃 放射性ガス

第 研究棟 東棟 Ｈ

Ｉ

西棟 Ｈ

Ｉ

タンデム加速器 －

放射線標準施設棟 東棟 －

西棟 － Ｈ

ホットラボ 主排気口

副排気口 －

－

－ Ｈ －

製造棟 番 Ｈ

番 Ｈ

番 Ｈ

番 －

Ｈ

実験利用棟（第 棟） Ｈ

核燃料倉庫 －

トリチウムプロセス研究棟 Ｈ ×

高度環境分析研究棟 －

プルトニウム研究 棟
（スタックⅠ）

－

（スタックⅡ・Ⅲ） －

再処理特別研究棟
（スタックⅠ）

－

（スタックⅡ） －
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表Ⅳ 施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 年度） （ ）

施設名 放射性塵埃 放射性ガス

ウラン濃縮研究棟 －

廃棄物処理場

液体処理建家 －

解体分別保管棟 －

第 廃棄物処理棟 Ｈ ×

第 廃棄物処理棟 －

第 廃棄物処理棟 －

減容処理棟 Ｈ

汚染除去場 －

廃棄物安全試験施設 ×

環境シミュレーション試験棟 －

・ －

－

－ Ｈ ×

Ｎ ×

バックエンド技術開発建家 －

燃料試験施設 ×

（原子炉棟） ×

燃料棟 －

・ 「 ： 不検出」、「 － ： 測定対象外」を示す。

：揮発性核種も含む。
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表Ⅳ 排水溝に放出した廃液の放射能（平成 年度） （単位： ）

区 分 第１排水溝 第２排水溝 第３排水溝 合 計

全αβ γ ×10 × － ×

全

α

β

γ

内

訳

－ × － ×

－ × － ×

－ × － ×

－ － － －

－ －

×10 －

×10 － － ×10

Ｕ ×10 － － ×10

－ × × ×

－ － － －

：福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響を含む。

個人線量の管理

外部被ばく線量の管理

平成 年 月から、個人線量計をガラス線量計から 線量計に変更した。

放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、個人線量計により 月ごと（女子につい

ては 月ごと）の 線量当量（実効線量）及び μ 線量当量（皮膚の等価線量）について実

施した。眼の水晶体の等価線量については、 線量当量又は μ 線量当量のうち大きい方の

測定値を記録した。

外部被ばく線量の測定対象となった実人員数は 人（測定評価件数は 件）であり、

妊娠中の女子は 人（ 件）であった。このうち、体幹部不均等被ばくが予想された 人（

件）については、不均等被ばく測定用ガラス線量計による頭頸部の線量を測定した。また、身体

末端部位の線量が最大となるおそれがあった 人（ 件）については、リングバッジによる

手先の線量を測定した。なお、保安規定等に定められた臨時測定基準に該当する事例はなかった。

内部被ばく線量の管理

内部被ばくに係る放射線作業状況を調査した結果、 月あたり を超える有意な内部被ばく

線量を受けた可能性のある者はなく、従って内部被ばく線量測定の対象者はいなかった。また、

妊娠中の女子は 人（ 件）であった。なお、臨時測定を必要とする事例はなかった。
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内部被ばく線量の測定対象とならなかった者のうち、内部被ばくがなかったことを確認するた

めに行う検査は、バイオアッセイ法による体内汚染検査を 人（ 件）、体外計測法による体

内汚染検査を 人（ 件）実施した。また、第 種放射線管理区域への入域前後に内部被ばく

の有無の確認を必要とした 人（ 件）については、体外計測法による入退域検査を実施した。

体内汚染検査の結果、内部被ばく線量の測定を必要とする者はいなかった。

被ばく状況の集計

実効線量に係る被ばくについては、総線量が 人・ 、平均実効線量が であった。

年間最大実効線量は で、最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設における試験装置の修

理作業に伴うセル内立入作業に従事した者であった。実効線量に係る被ばく状況（原科研におけ

る管理対象の放射線業務従事者の実人員数、線量分布、総線量、平均実効線量、及び最大実効線

量）について、作業者区分別（職員等、外来研究員等、請負業者及び研修生に区分）に集計した

結果を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ 実効線量に係る被ばく状況（平成 年度）

作業者区分

放射線業

務従事者

実員 人

線量分布（人）

総線量

人・

平均

実効線量

最大

実効線量

未満

以上

以下

を超え

以下

を超え

以下

を超え

るもの

職 員 等

外来研究員等

請負業者

研 修 生

全作業者

：同一作業者が当該年度中に作業者区分を変更した場合は，作業者区分ごとに１名として集計（但し、

全作業者は実人数で集計）。

等価線量に係る被ばくについては、皮膚の最大線量が であり、平均線量が

であった。最大被ばくを受けた者は、 における 燃料の運搬、貯蔵作業に従事した者で

あった。眼の水晶体の最大線量は、 であり、平均線量が であった。最大被ばく

を受けた者は、燃料試験施設等におけるマニプレータ及びセル内装置修理作業に従事した者であ

った。
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個人被ばく線量等の登録管理

原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録

（指定解除者放射線管理記録）の引渡しを実施した。また、保安規定等に基づいて個人線量の測

定等を依頼された大洗研究開発センター、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学

研究所及び青森研究開発センターについても、同様に実施した。

登録等の件数は、原子炉等規制法関係の放射線業務従事者の指定登録、指定解除登録及び定期

線量登録などが 件、法定記録の引渡しが 件、放射線障害防止法関係の個人識別登録

及び定期線量登録などが 件であった。

放射線測定器等の管理

放射線モニタ、サーベイメータの管理

保安規定、予防規程等に基づき原科研内の施設に設置している放射線管理用モニタ（環境放射

線監視システムを含む。）の定期点検及び校正は、延べ 台実施した。また、サーベイメータ等

の点検校正については、延べ 台、ガラス線量計等の基準照射については、 個実施した。

放射線管理試料の計測

原科研における施設及び環境の放射線管理に必要な試料並びに福島第一原子力発電所事故関連

試料について、放射能の測定評価を実施した。また、放射線管理用試料集中計測システム（以下

「集中計測システム」という。）を構成する各種測定装置の校正と放射能試料自動測定解析装置の

保守点検を実施した。

集中計測システムで実施した平成 年度の放射線管理試料等の測定は、測定件数が 件、

測定時間が延べ 時間であった。

集中計測システムのトラブルは合計 件発生し、延べ 時間停止した。トラブルのいくつ

かは、同システムからオンラインで制御を行っている のフリーズに起因する測定スケジュー

ラのシーケンスエラーであった。他に、測定装置の構成部品（γ線スペクトル測定装置 のプ

リアンプ及び低エネルギーβ放射能測定装置 の冷却装置）の故障が発生した。なお，平成

年 月の改造及び更新以前に頻発していた 用及び 用の 試料用自動試料交換装置

における試料容器のキャッチエラーは、平成 年度には一度も発生しなかった。

施設及び環境放射線管理に使用しているゲルマニウム半導体検出器 台（ 、 、 、 ）、α

／β線測定装置 台（ ）、液体シンチレーションカウンタ 台（ 、 、 ）につい

て、それぞれ校正試験を実施した。さらに、面状線源校正用多心線型大面積 π比例計数管の特

性確認試験を実施した。この π比例計数管を用いて、放射能測定装置及び放射線モニタの校正

に使用する標準線源の π放出率測定を 件（ センター分 件を含む。）実施した。

その他、日本郵便株式会社からの依頼に基づき，高い空間放射線量率が検出された郵便コンテ

ナ内の船便小包試料について，γ線スペクトル測定を実施した。測定件数は予備測定を含めて

件で，測定時間は延べ 時間であった。
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放射性廃棄物の処理及び汚染除去

放射性廃棄物の処理

原科研における研究開発活動や施設の廃止措置などで発生した放射性廃棄物（施設側放出廃棄

物を除く。）は、第 廃棄物処理棟、第 廃棄物処理棟、第 廃棄物処理棟、減容処理棟及び解体

分別保管棟解体室等に搬入し、それぞれの処理設備において安全に処理を行い、処理済み廃棄物

は、それぞれの放射能レベルに応じた適切な保管容器に収納し、保管廃棄施設に保管廃棄した。

また、第 廃棄物処理棟では管理区域内で使用した衣料の除染を計画通りに実施した。

震災の影響によって継続されていた平成 年度の原子炉施設（廃棄物処理場）の性能に関わる

施設定期検査は、平成 年度の第 回立会検査（平成 年 月 日～ 日）、第 回立会検査

（平成 年 月 日～ 日）を以て終了した。検査の結果、合格の基準に達していることが確

認され、平成 年 月 日付けで施設定期検査合格証が交付された。

さらに、平成 年度分の施設定期検査を実施し、第 回立会検査（平成 年 月 日）、第

回立会検査（平成 年 月 日）の後、平成 年 月 日に施設定期検査合格証が交付さ

れた。検査の結果、合格の基準に達していることが確認された施設及び設備については、順次、

運転を再開した。

平成 年度は 月 日から施設定期検査を開始し、第 回立会検査（平成 年 月 日）、

第 回立会検査（平成 年 月 日）を受検した。検査で技術上の基準に達していることが確

認された施設については、順次、運転を再開した。なお、新規制基準への適合性確認の終了まで、

原子炉停止中も継続的に機能を維持する必要がある施設については、 年を超えない期間毎に検

査を受検する必要がある。また、新規制基準への適合性確認については、原子炉設置変更許可の

申請等に係る審査の中で実施するとされている。このため、平成 年度施設定期検査は終了して

おらず、平成 年度に 年を超えない期間に第 回及び第 回の立会検査を計画している。

廃棄物の搬入

平成 年度及び平成 年度に、原科研各施設及び原科研外の機関等から搬入した廃棄物の量

を表Ⅳ と表Ⅳ にそれぞれ示す。

平成 年度の固体廃棄物の搬入量は、平成 年度と比較すると、原科研内からの搬入につい

ては約 ％減少し、原科研外からの搬入については約 ％の増加であった。また、液体廃棄物

の搬入量は、原科研内からの搬入については約 ％減少し、原科研外からの搬入については約

％の増加であった。
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表Ⅳ 原子力科学研究所内廃棄物の搬入量（平成 年度） 単位：

廃棄物区分 合計

固体

β・γ

可燃物

不燃物

圧縮

フィルタ

非圧縮

・

α

液体
β・γ

未満 無機

無機

有機

スラッジ

α

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。
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表Ⅳ 原子力科学研究所内廃棄物の搬入量（平成 年度） 単位：

廃棄物区分 合計

固体

β・γ

可燃物

不燃物

圧縮

フィルタ

非圧縮

・

α

液体
β・γ

未満 無機

無機

有機

スラッジ

α

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。
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表Ⅳ 原子力科学研究所外廃棄物の搬入量（平成 年度） 単位：

廃棄物区分

事業所名

合計

日
本
ア
イ
ソ
ト
ー
プ
協
会

核
物
質
管
理
セ
ン
タ
ー

東
海
保
障
措
置
セ
ン
タ
ー

放
射
線
医
学
総
合
研
究
所

那
珂
湊
支
所

東
京
大
学
工
学
部

原
子
力
工
学
研
究
施
設

ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

株

株

千
代
田
テ
ク
ノ
ル

固
体

β

・

γ

可燃物

不

燃

物

圧縮

フィルタ

非圧縮

・

α ・

液
体

β

・

γ

未満
無機

無機

海水

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。
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表Ⅳ 原子力科学研究所外廃棄物の搬入量（平成 年度） 単位：

廃棄物区分

事業所名

合計

日
本
ア
イ
ソ
ト
ー
プ
協
会

核
物
質
管
理
セ
ン
タ
ー

東
海
保
障
措
置
セ
ン
タ
ー

放
射
線
医
学
総
合
研
究
所

那
珂
湊
支
所

東
京
大
学
工
学
部

原
子
力
工
学
研
究
施
設

ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

株

株

千
代
田
テ
ク
ノ
ル

固
体

β

・

γ

可燃物

不

燃

物

圧縮

フィルタ

非圧縮

・

α ・

液
体

β

・

γ

未満
無機

無機

海水

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。
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廃棄物の処理

廃棄物処理場に搬入した固体廃棄物は、放射能濃度や性状等に応じて、焼却処理または解体処

理等の減容処理を施した後、保管廃棄した。また、減容処理が困難な廃棄物は直接、保管廃棄し

た。液体廃棄物については、放射能濃度や性状等に応じて、希釈処理または蒸発処理した。蒸発

処理で生じた濃縮廃液は、セメント固化またはアスファルト固化して、固体廃棄物として保管廃

棄した。平成 年度及び平成 年度における放射性固体廃棄物と放射性液体廃棄物の処理状況

を表Ⅳ と表Ⅳ にそれぞれ示す。
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表Ⅳ 放射性固体廃棄物の処理状況（平成 年度） 単位：

処理装置

焼却処理 高圧圧縮処理 圧縮処理Ⅱ 解体処理 固 型 化 処 理 直接保管

稼働日数

施設

区分

レベル

区分
性状区分

原
科
研
内

β

・γ

、α

可燃物

不燃物

フィルタ

雑固体

可燃物

雑固体

雑固体

雑固体

小計

原
科
研
外

β
・γ

、α

可燃物

不燃物

フィルタ

雑固体

雑固体

雑固体

雑固体

小計

合計

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。

：括弧内は原科研外分の稼動日数 内数

：α廃棄物
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表Ⅳ 放射性固体廃棄物の処理状況（平成 年度） 単位：

処理装置

焼却処理 高圧圧縮処理 圧縮処理Ⅱ 解体処理 固 型 化 処 理 直接保管

稼働日数

施設

区分

レベル

区分
性状区分

原
科
研
内

β

・γ

、α

可燃物

不燃物

フィルタ

雑固体

可燃物

雑固体

雑固体

雑固体

小計

原
科
研
外

β
・γ

、α

可燃物

不燃物

フィルタ

雑固体

雑固体

雑固体

雑固体

小計

合計

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。

：括弧内は原科研外分の稼動日数 内数

：α廃棄物
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表Ⅳ 放射性液体廃棄物の処理状況（平成 年度） 単位：

処理装置

希釈処理 蒸発処理・Ⅰ 蒸発処理・Ⅱ

稼働日数

施設

区分

レベル

区分
性状区分

原
科
研
内

β
･
γ

未満 無機

無機

スラッジ

無機

スラッジ

小計

原
科
研
外

β
･
γ

未満
海水

無機

海水

無機

無機

小計

合計

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。

：括弧内は原科研外分の稼動日数 内数
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表Ⅳ 放射性液体廃棄物の処理状況（平成 年度） 単位：

処理装置

希釈処理 蒸発処理・Ⅰ 蒸発処理・Ⅱ

稼働日数

施設

区分

レベル

区分
性状区分

原
科
研
内

β
･
γ

未満 無機

無機

スラッジ

無機

スラッジ

小計

原
科
研
外

β
･
γ

未満
海水

無機

海水

無機

無機

小計

合計

廃棄物区分は、付録の表 放射性廃棄物の区分基準を参照。

・「 － ： 該当なし」を示す。

：括弧内は原科研外分の稼動日数 内数
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保管量

平成 年度及び平成 年度における種類別の保管廃棄数量を表Ⅳ に示す。

平成 年度の保管廃棄の総量は ドラム缶に換算して 本、平成 年度の保管廃棄の

総量は ドラム缶に換算して 本であった。

一方、平成 年度から公益社団法人日本アイソトープ協会から受託して原科研の保管廃棄施設

に保管している放射性廃棄物の返還を開始し、平成 年度は 本、平成 年度は 本を

返還した。

その結果、後述するクリアランスによる減量及び高減容処理のための搬出・減容分も含め、平

成 年度末における累積保管量は 本となった。

表Ⅳ 保管廃棄数量（平成 年度）

容器形状区分 ドラム缶

コンク

リート

ブロック

Ⅰ容器 Ⅱ容器 異形

β・γ

未満
本 個 個 個 個

以上

未満

本 個 個 個 個

以上
本 個 個 個 個

α 未満
本 個 個 個 個

表Ⅳ 保管廃棄数量（平成 年度）

容器形状区分 ドラム缶

コンク

リート

ブロック

Ⅰ容器 Ⅱ容器 異形

β・γ

未満
本 個 個 個 個

以上

未満

本 個 個 個 個

以上
本 個 個 個 個

α 未満
本 個 個 個 個
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放射性廃棄物情報管理システムの運用

原科研に保管廃棄されている放射性廃棄物は、大洗地区（情報センター）大型汎用計算機シス

テム（ ）に、数量、保管容器、内容物、放射能量、保管状況等を保存していたが、平成 年

度までに開発した放射性廃棄物情報管理システムにデータを移行し、平成 年度から原科研内の

全施設において、放射性廃棄物の発生時からシステム利用による情報管理を開始した。

平成 年度は利用者アンケートにより、廃棄物情報登録画面での保管体番号入力方法変更、検

索項目の追加、放射性廃棄物管理第 課固体処理チーム用在庫表示機能の追加、高減容データ管

理設備用データの出力機能の追加を行い、平成 年度はシステムの維持管理を継続した。

衣料除染

作業衣、実験着、帽子及び靴下の 品目の合計数で、平成 年度は 点、平成 年度

は 点の除染を行った。

クリアランス

昭和 年度から平成元年度にかけて実施した旧 の改造工事に伴って発生し、第 保管廃

棄施設内の保管廃棄施設・ に保管廃棄しているコンクリート（約 ）に対するクリアラン

ス作業を平成 年度から開始し、平成 年度には 回（平成 年 月 日、 月 日、平

成 年 月 日）、平成 年度には 回（平成 年 月 日）の確認証交付を受け、約

のコンクリートをクリアランスした。その結果、平成 年度末までに予定していた全てのクリア

ランス作業を完了した。

クリアランスしたコンクリートは、再利用を行うため、資源化加工及び品質試験を行いコンク

リート再生砕石 材）としての品質を満足していることを確認した。平成 年度末までに、

東日本大震災の影響によってできた建物周囲のアスファルトの陥没箇所の埋戻し材、駐車場整備

のための路盤材及び新設建家の基礎下地として約 を再利用した。

埋設施設の維持管理

の廃止措置に伴い発生した極低レベルコンクリート等廃棄物の浅地中トレンチ処分につい

て、保全段階における施設の維持管理を継続した。併せて、改正された核燃料物質又は核燃料物

質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（平成 年 月 日施行）に

適合させるため、廃棄物埋設施設の標高測定を実施するとともに、廃棄物埋設地近傍における地

下水観測（採取）孔や環境試料測定用の放射能測定装置の整備を行った。なお、平成 年度及び

平成 年度の原子力規制庁による保安検査において特記すべき指摘事項はなかった。

廃棄物の処分に向けた放射能データの収集整備

研究施設等廃棄物の円滑な処分の実施に向けて、スケーリングファクタ法（ 法）等の合理的

放射能評価手法を構築するため、平成 年度に引き続き、 の廃止措置により発生した金属

試料の放射能分析を実施した。平成 年度及び 年度は、新たに 、 等について放射

能データを追加収集し、これにより 金属廃棄物に対する放射能データの収集整備を完了した。
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また、開発した廃棄物放射能分析法に対する実証試験の一環として、新型転換炉原型炉「ふげん」

の廃止措置により発生した金属試料の放射能分析を行った。これにより、同法が「ふげん」金属

試料に対しても問題なく適用できることを確認した。なお、取得した放射能データは、「ふげん」

のタービン設備の汚染状況評価、クリアランス申請等に活用された。
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施設の廃止措置

廃止措置施設と年次計画

今中期計画 平成 年度から平成 年度 中の原科研における廃止措置の年次計画を表Ⅳ

に示す。平成 年度は、 施設（ホットラボ、モックアップ試験室建家、液体処理場、 、

及び再処理特別研究棟）について廃止措置作業を継続するとともに、ウラン濃縮研究棟の廃止措

置に着手した。平成 年度は、上記 施設の廃止措置作業を継続し、モックアップ試験室建家に

ついては建家解体を行い、廃止措置を終了した。

本節では、 、モックアップ試験室建家、液体処理場、再処理特別研究棟及びホットラボの

廃止措置について記載する。

表Ⅳ 原子力科学研究所の廃止措置対象施設と年次計画

（第二期中期計画）

対象施設名 年度 年度 年度 年度 年度 備 考

ホットラボ 解体作業完了後

は核燃保管庫と

して再利用

モックアッ

プ試験室建

家

年度に解体

終了

液体処理場
建家を解体し更

地化

保障措置技

術開発試験

室 ＊

管理区域解除後

は一般建家とし

て再利用

ウラン濃縮

研究棟

解体作業完了後

は建家再利用

第 段階の工事

開始迄は維持管

理を実施

再処理特別

研究棟

建家を解体し更

地化

＊： は、中期計画では、平成 年度までに廃止措置を終了することとなっていたが、

許認可手続きの見直しのため計画を変更した。

年次計画に基づく廃止措置

では、震災復旧措置の一環として解体工事を行う必要が生じたため、平成 年 月に廃
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止措置計画（一部補正）の変更認可申請を行い、平成 年 月 日付けで認可を受けた。以下

に、平成 年度及び平成 年度に実施した廃止措置計画に基づく解体工事について記す。

平成 年度は、被災した トンクレーン室の建家を平成 年度に解体するため、同室内に設

置されている気体廃棄物の廃棄設備（以下「気体廃棄設備」という。）である排気第 ・ 系統の

排風機、フィルタチャンバ、排気ダクト等の一部解体の工事を実施した。

気体廃棄設備の一部解体作業は、作業区域が管理区域外であったため、解体対象物の周囲に汚

染拡大防止囲い（以下「 」という。）を設置し、原子力科学研究所原子炉施設保安規定（以下「原

子炉施設保安規定」という。）に基づき一時的な管理区域を指定した後、排風機、フィルタチャン

バ、排気ダクト等を解体した。解体終了後、 は、内部に汚染が残存していないことを確認し、

一時的な管理区域を解除した後、撤去した。

平成 年度は、実験準備室及び一般居室建家（管理区域のみ）の管理区域解除作業並びに非常

用電源室及び トンクレーン室の建家解体作業を実施した。

実験準備室及び一般居室建家（管理区域のみ）の管理区域解除作業は、始めに、管理区域内に

残存する流し、フード等の設備の周囲に を設置して解体した後、管理区域の天井面及び壁面を

ポリエチレンシート等により養生して床材を剥離撤去した。その後、実験準備室、汚染検査室及

び炉室入り口区域の天井面、壁面及び床面について、線量当量率及び表面密度が原子炉施設保安

規定に定める管理区域の基準を下回ること及び汚染が残存していないことを確認するため、原子

力科学研究所放射線安全取扱手引に基づき管理区域解除のための測定要領を作成し、確認測定を

行った。測定の結果、線量当量率及び表面密度が基準を下回っていること及び汚染が残存してい

ないことを確認した。

非常用電源室及び トンクレーン室の建家解体作業は、施設に管理区域がないため、放射線管

理を必要としない作業として工務技術部に依頼し、実施した。解体作業は、非常用電源室、 ト

ンクレーン室の順に行った。また、 トンクレーン室の建家解体に当たっては、隣接する原子炉

建屋、一般居室建家等が解体物の落下等により損傷しないよう、養生足場、防音パネル等で ト

ンクレーン室の建家周囲を養生し、作業の安全を最優先に実施した。なお、 トンクレーン室の

建家床面及び基礎については、隣接する原子炉建屋のトラックエアロックから大型廃棄物容器等

を搬出する経路となることから、解体対象外とした。

モックアップ試験室建家

モックアップ試験室建家は、昭和 年に使用済燃料の再処理技術の確立に必要な溶媒抽出法の

試験を目的として建設された。同施設では昭和 年から硝酸ウラニル溶液を用いた溶媒抽出試験

を開始した。昭和 年からは、ウラン濃縮装置を設置し、ウランの化学的同位体の研究を行って

いた。また、昭和 年からは、原子力及び放射線利用に係る教育研修を目的とした原子炉物理実

験及び放射線測定実験の場として使用した。

平成 年度に研究テーマの終了に伴い、同建家での研究活動は終了した。その後、同建家を倉

庫として利用するため除染作業等を行っていたが、平成 年度に非管理区域からの汚染が発見さ

れた。そのため、同建家については、非管理区域の汚染の除去を含めて廃止措置を行うこととし、

核燃料物質の使用の廃止に係る許可を平成 年 月 日付で取得し、平成 年度から解体に着
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手した。

平成 年度は、平成 年度からの継続作業として「ピット底部の汚染土壌撤去作業」を実施

し、平成 年 月 日に、引込溝及び汚染土壌の撤去並びに汚染測定作業に係る全作業が終了

した。また、上記作業中に建家の基礎底部及び引込溝と建家との接続部の底部にも汚染が広がっ

ていることが確認されたため、追加作業として、「モックアップ試験室建家の汚染土壌の撤去作業

及び汚染測定作業」を平成 年 月 日から開始し、平成 年 月 日に終了した。平成

年度の作業で発生した放射性廃棄物は約 であった。

平成 年度は、モックアップ試験室建家における汚染土壌等の撤去及び管理区域解除のための

測定作業が全て終了し、管理区域の解除要件が整ったため、平成 年 月 日付けで放射線障害

予防規程及び少量保安規則からモックアップ試験室建家に係る全ての記載を削除し、管理区域を

解除した。

管理区域解除後、建設部は、同建家の解体作業を平成 年 月 日から開始し、平成 年

月 日までに終了、更地化した。

液体処理場

液体処理場は放射性液体廃棄物の処理技術の開発を目的として昭和 年に建設され、原科研の

内外における放射性液体廃棄物の処理に多大な貢献をした施設である。本施設は各設備の老朽化

に伴い、平成 年に運転を終了し、平成 年度から廃止措置作業に着手している。

平成 年度に液体処理場の処理設備の一部である低レベル廃液貯槽 ～ に接続されて

いる配管の切り離し及び周辺機器等の解体撤去を実施した。震災による 年間の中断を経て、平

成 年度に廃液貯槽 の一括撤去用の移送治具を作製し、脚部を切り離して治具上に仮置き

した。平成 年度は、解体分別保管棟への移送方法及び移送経路を検討し、大型低床トレーラー

にて解体分別保管棟に移送した。廃液貯槽 の移送に使用した移送治具は解体分別保管棟内で

の移送・仮置きに用いられるため、平成 年度は、低レベル廃液貯槽 の撤去作業に向け、

新たな移送用治具を作製した。

再処理特別研究棟（ ）

再処理特別研究棟では、核燃料物質使用施設の解体技術の確立に資するため、平成 年度から

同施設の解体実地試験を進めている。平成 年度及び平成 年度は、廃液長期貯蔵施設の廃液

貯槽 の解体、本体施設フード 、 並びにフード 付帯設備及び内装設備の解体を実

施した。

（ ）廃液貯槽 の解体

室内には、 使用済燃料の再処理試験において発生した 含有廃液の貯留設備として

用いられた直径約 、高さ の縦型貯槽である が設置されている。平成 年

度から同貯槽の解体準備作業を開始し、平成 年度までに の残留廃液の回収、 室内の

配管類の撤去、平成 年度までに の解体準備作業としての 上部の開口作業を行った。

なお、平成 年度及び平成 年度は同建家の 関連設備の解体を行った。
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平成 年度は、 内の底部中央に残留していた高線量廃液の残渣の除去及び内部配管の一

部の撤去を実施した。残渣回収作業においては、作業者の被ばく低減のため、残渣回収装置を用

いた遠隔操作により 内部に立入ることなく約 の残渣を回収した。その後、エアライン

スーツを装着した作業者が直接 内部に入り、底部の拭き取り除染及び内部配管の一部を撤去

した。残渣の回収及び除染・内部配管撤去の結果、 内の線量率を約 から

以下まで低減した。

これらの作業に要した工数は 人・日であり、また、発生した放射性廃棄物量は約 であ

った。本作業に従事した作業者の外部被ばくの集団線量は 人・ （ポケット線量計（ ）の

積算値）、個人最大被ばく線量は （ ）であった。なお作業者の内部被ばくは認められな

かった。

平成 年度は、 内部配管の撤去、貯槽内表面の除染及び汚染固定並びに 上鏡部及び

胴上部の切断・撤去を実施した。上記作業においては、先ず、エアラインスーツを着用した作業

者が、配管表面の拭き取り除染を行った後、バンドソー等により内部配管を撤去した。その後、

内表面の除染に際して、拭き取り除染により遊離性汚染が除去されたものの、α線の直接法

による測定で約 の汚染が確認されたことから、機械的研磨除染を行った。その結果、固着

性汚染は約 と大幅に低減した。除染後、切断作業における汚染の飛散を防止するため、不

燃性の水性塗料を用いて 内部表面の汚染固定を行った。その後、 本体の上鏡部及び胴

上部の解体撤去をエアラインスーツまたは全面マスク及びタイベックスーツ装備（防護装備は空

気中放射能濃度により判断）により電動工具（主にチップソー）を用いて実施した。

これらの作業に要した工数は 人・日であり、また、発生した放射性廃棄物量は約 で

あった。本作業に従事した作業者の外部被ばくの集団線量は 人・ （ ）、また、個人最大

被ばく線量は （ ）であった。なお作業員の内部被ばくは認められなかった。

（ ）本体施設フード 、 、フード 付帯設備及び内装設備の解体

本体施設の 号室には、グローブポート付両面操作型フード 、片面操作型フード 及

び 含有有機廃液処理装置（焼却系）を内蔵するウォークインフード が設置されていた。

平成 年度は、フード 付帯設備の非汚染機器の撤去を行った後、フード 及び の

撤去を行った。解体対象となる機器表面及びフード内の最大表面密度は、フード 内面におい

てα核種 、β（γ）核種 であり、その他の機器表面及びフード内では汚染

は確認されなかった。

これらの作業に要した工数は 人・日であり、また、発生した放射性廃棄物量は約 であ

った。本作業に従事した作業者の外部被ばく及び内部被ばくは認められなかった。

平成 年度は、フード に内蔵されている 含有有機廃液処理装置（焼却系）の一部であ

る排ガスサンプリング装置及び調整液タンク・ポンプの撤去を行った。排ガスサンプリング装置

は、等速吸引装置、ポンプユニット、ガスメータユニット、逆洗コントロールボックス、ガスサ

ンプラーユニット等で構成されており、各ユニットを手工具等により接続配管から切り離し、ユ

ニット毎に酢酸ビニルシートにて梱包し、放射性廃棄物容器に収納した。なお、 含有有機廃

液処理装置（焼却系）の一部である調整液タンク及びポンプについては、平成 年度に実施した
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インベントリ測定においてα核種による汚染が検出されていたため、細断は行わずにクローズド

方式にて系統から切り離し、放射性廃棄物容器に収納した。

これらの作業に要した工数は 人・日であり、また、発生した放射性廃棄物量は約 であ

った。本作業に従事した作業者の外部被ばく及び内部被ばくは認められなかった。

ホットラボ

ホットラボは、研究炉で照射された燃料・材料の照射後試験施設として昭和 年に建設され、

共同利用施設として研究所内外の利用に対応してきたが、原子力施設の整理統合のため、施設共

用を平成 年度に終了した。第 期中期計画（平成 年度～平成 年度）では、「中期目標期

間前に使命を終え廃止措置または廃止措置準備を進めていた施設」、第 期中期計画（平成 年

度～平成 年度）では、「廃止措置を継続する施設」として廃止措置を行うとともに、原科研の

未照射核燃料物質の保管管理施設として、施設の安全運転を継続して実施している。

平成 年度は、ホットラボにおいて照射後試験を実施した使用済燃料を搬出するための保管容

器について、蓋部の固定が確実に行われる加工を実施した他、次年度における廃止措置業務の検

討を行った。

平成 年度は、廃止措置の一環として、ストレージ（ ）ケーブ及びクリーン（ ）ケーブの

立入除染及び使用済燃料の搬出を行った。

及び ケーブの立入除染は、平成 年 月 日から 月 日（ 日間）で実施し、本作

業を行うにあたり、要領書に定める事項の他、 ･ を実施し、作業の安全確保に努めた。ケー

ブ立入時の装備は空間線量率及び空気中濃度に応じ、自給式スーツ、ビニールアノラック・全面

マスク又はタイベックスーツ・全面マスクを着用した。主な除染方法は、洗剤及び濡れウエスで

の湿式除染とし、床面のプラスチックテープ残存部は高汚染部分であったため、スクレーパーを

使用して除染を行った。立入除染前及び除染後の最大汚染密度は ケーブの架台面で ×

が に、壁面で が 、一方、 ケーブの架台面では ×

が 、壁面では が＜ × となった。さらにケーブ内

除染を実施し、保安規定に基づく負圧管理を風向管理へ変更することを目指すこととした。

使用済燃料の搬出作業としては、平成 年 月 日から平成 年 月 日に へ

板状燃料及び 用燃料等を、平成 年 月 日に燃料試験施設へ短尺燃料棒を搬出した。こ

れによりホットラボにある使用済燃料の全量を他施設へ搬出したこととなり、廃止措置に向けた

課題を一つ解消した。
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工務に係る活動

施設の運転等

特定施設等及びユーティリティ施設の運転保守を行い、各施設を安定に運転した。また、老朽

施設・設備等の改修、補修を行った。

施設の運転・保守

運転

平成 年度は、 等の 原子炉施設、燃料試験施設等の 核燃料物質使用施設で、それぞれの

本体施設の年間計画に基づき特定施設を運転した。また、変電所、ボイラー、配水場等のユーテ

ィリティ施設を安定に運転した。

平成 年度は、平成 年度に引き続き原子炉施設、核燃料物質使用施設及びユーティリティ施

設を安定に運転した。

ユーティリティ施設の運転実績を表Ⅳ に示す。

表Ⅳ 原子力科学研究所の構内ユーティリティ施設の運転実績

保守

平成 年度は、 等の原子炉施設の特定施設において施設定期自主検査を行い原子炉等規制

法に基づく施設定期検査を受検した。また、燃料試験施設等の核燃料物質使用施設の特定施設で

は、施設定期自主検査を行い、設備の機能を維持した。

また、第 廃棄物処理棟等の 施設では、労働安全衛生法に基づく第一種圧力容器等の性能検

査に合格した。 等の 施設では高圧ガス保安法に基づく冷凍高圧ガス製造施設の施設検査

及び保安検査に合格した。変電所では、所内全域を計画停電し、電気工作物保安規程に基づく特

別高圧受変電設備等の定期点検を行い、設備の健全性を確認した。ボイラ並びに各施設に設置さ

れているクレーンについては、労働安全衛生法に基づく性能検査に合格した。

施 設 種 別 平成 年度 平成 年度

特高受電所
電力使用量

最大電力量 月 月 月

第２ボイラー
使用量

最大使用量 月 月 月

構内各建家 食堂等 使用量 ㎥

配 水 場

上水使用量 ㎥

最大上水使用量 ㎥ 月 月 月

工業用水使用量 ㎥

最大工業用水使用量 ㎥ 月 月 月
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平成 年度は平成 年度に引き続き、特定施設の施設定期自主検査等を行い設備の機能を維

持するとともに、第一種圧力容器等の性能検査に合格した。

施設の営繕・保全

施設の営繕・保全に関する取扱件数を、表Ⅳ 及びⅣ に示す。

営繕

研究施設及び管理厚生施設の営繕工事を、依頼元の要求に応じて平成 年度は 件、平成

年度は 件実施した。

平成 年度の主な工事は、図書館改修工事、 講義室他改修建築工事及び構内蒸気配管更

新工事等である。また、平成 年度に発生した の高圧遮断器の火災の水平展開として、

工務技術部が維持管理する高圧遮断器等の更新、細密点検の実施及び高経年化対策の一環として

建家配電設備更新及び変圧器更新を実施した。

平成 年度の主な工事は、第 廃棄物処理棟外気処理装置更新工事、 ターボ冷凍機更

新工事及び情報交流棟非常用発電機更新工事等を実施した。また、厚生施設関係では鉄砲町住宅

第 棟内装他改修工事等を実施した。

保全

電気工作物保安規程・規則に基づいて、特高受電所他受変電設備点検作業及びリニアック変電

所受変電設備点検作業を実施した。

平成 年度は、「非常用発電設備」の精密点検として 非常用電源設備点検整備作業を実施

し、これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全件数は 件であった。

平成 年度は、「非常用発電設備」「冷房設備」「空調設備」及び「空気圧縮設備」の精密点検

を実施し、これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全件数は 件であ

った。

また、法令等に基づく点検では昇降設備の点検、防災監視システム点検整備作業等を実施した。

施設整備

久慈川導水管撤去の進捗状況は、平成 年度に東海駅入口から八軒原入口付近の撤去を実施し

た。平成 年度は東海中学校北側歩道部付近から東海駅入口交差点までの民有地及び常磐線敷地

内の全区間にモルタルを注入し、残置として久慈川導水管廃止措置を実施した。
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表Ⅳ 平成 年度 建築工事等の処理件数及び金額

区 分
工 事 役 務 合 計

件数 金額 千円 件数 金額 千円 件数 金額 千円

建築工事

電気工事

機械工事

合 計

表Ⅳ 平成 年度 建築工事等の処理件数及び金額

区 分
工 事 役 務 合 計

件数 金額 千円 件数 金額 千円 件数 金額 千円

建築工事

電気工事

機械工事

合 計

電気保安・省エネルギー

電気工作物に関する工事設計及び作業等の実施について平成 年度は、原科研構内の配電設備

の更新（構内高圧受電設備更新工事）を含む 件の審査を実施した。また、電気使用機器が関

係するトラブルに係る安全対策について教育資料を作成し、講習会を通じて指導した。電気火災

事故に鑑み、理事長指示によるコンセント及び電源プラグ等の臨時点検に対応し、水平展開に係

る事項について取りまとめた。

平成 年度は、情報交流棟非常用発電機更新工事を含む 件の審査を実施した。また、原子

力コード特研屋外に設置した可搬型発電機の火災に関し是正処置等を指導するとともに、「電気工

作物に関する作業等の保安基準」を改正し、可搬型発電設備の設置基準について明確化を図った。

その他、「原子力科学研究所電気安全取扱必携」の発行、電気工作物管理担当者会議及び電気保安

教育講習会などを開催して、電気工作物の維持及び運用に関する保安活動を推進した。

省エネルギーに関しては、原子力科学研究所エネルギー管理規則に基づき策定された原子力科

学研究所エネルギー管理実施計画に従って、省エネルギー活動を推進した。

工作業務

工作業務

研究開発部門、研究開発拠点及び事業推進部門からのモノづくりの依頼に応じて、機械工作及

び電子工作を実施するとともに、関連する技術支援と技術開発を進めた。機械工作の平成 年度
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及び平成 年度の受付件数を表Ⅳ 及び表Ⅳ に電子工作の平成 年度及び平成 年度

受付件数を表Ⅳ 及び表Ⅳ に示す。

表Ⅳ 平成 年度 機械工作の受付件数

工作種別

依頼元（部門･拠点）

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門

件数 件数（体数） 件数 合計件数

センター －

量子ビーム応用研究部門 － －

先端基礎研究センター －

原子力基礎工学研究部門 － －

安全研究センター －

照射試験炉センター 大洗

工務技術部 － －

那珂 核融合研究開発部門 － －

研究炉加速器管理部 －

福島技術開発試験部 － －

産学連携推進部 － －

福島技術本部 －

原子力水素・熱利用研究センター －

放射線管理部 － －

核融合研究開発部門 － －

原子力人材育成センター － －

保安管理部 － －

工作種別合計
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表Ⅳ 平成 年度 機械工作の受付件数

工作種別

依頼元（拠点・部門）

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門

件数 件数（体数） 件数 合計件数

センター －

量子ビーム応用研究センター －

先端基礎研究センター － －

照射試験炉センター 大洗

原子力基礎工学研究センター － －

安全研究センター － －

工務技術部 － －

研究炉加速器管理部 －

福島技術開発試験部 － －

核融合研究開発部門 － －

保安管理部 － －

核不拡散・核セキュリティ総合支援

センター
－ －

福島研究開発部門 本部 －

放射線管理部 － －

バックエンド技術部 － －

原子力人材育成センター － －

原子力水素・熱利用研究センター － －

原子力エネルギー基盤連携センター － －

工作種別合計
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表Ⅳ 平成 年度 電子工作の受付件数

工作種別

依頼元（拠点･部門）

一般工作 修理・調整 拠点・部門

件数 件数 合計件数

センター

量子ビーム応用研究部門

先端基礎研究センター －

研究炉加速器管理部

保安管理部 －

原子力基礎工学研究部門

福島技術開発試験部 －

原子力人材育成センター －

バックエンド推進部門 －

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター －

放射線管理部

核融合研究開発部門 －

工作種別合計
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表Ⅳ 平成 年度 電子工作の受付件数

工作種別

依頼元（拠点・部門）

一般工作 修理・調整 拠点・部門

件数 件数 合計件数

量子ビーム応用研究センター

センター

保安管理部

福島技術開発試験部

原子力基礎工学研究センター

原子力人材育成センター －

研究炉加速器管理部 －

先端基礎研究センター

バックエンド技術部 －

放射線管理部

工務技術部 －

核融合研究開発部門 －

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター －

照射試験炉センター 大洗 －

工作種別合計

機械工作

研究用装置・機器及び原子炉照射キャプセルの設計・製作を進めるとともに、関連する技術支

援と技術開発を行った。

製作した主な研究用装置・機器

平成 年度は、 による詳細設計を実施し、外注により研究者等のニーズに合わせた研究用

装置・機器の製作を行った。主な製作品は、 セル内において 試験片の引張試験を

行うために使用する 試験片用引張試験治具、ホットラボにおいて破壊靭性試験に使用す

る 用治具及びタンデム加速器においてイオンビームの生成に使用するイオン源用サンプ

ルホルダー等である。内部工作については、依頼元からの緊急の要求に対応したサービスを進め、

実験中の部品の加工や修理等を行った。主な製作品は、試料ステージアタッチメント、金属熔融

試験用鉛テストピース、磁気プローバー用高温加熱ステージ、マイクロ波フランジ及び蒸着装置

用電極等である。

平成 年度は、 による詳細設計を実施し、外注により研究者等のニーズに合わせた研究用

装置・機器の製作を行った。主な製作品は、福島第一原子力発電所の汚染水処理設備から発生す

る二次廃棄物を試料採取するための廃棄物試料採取治具、 原子炉の一次冷却塔停止時の制

御棒駆動装置の制御検証及び動作試験等に使用する模擬フォロワ型燃料要素、タンデム加速器の
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発電用高電圧部分に電力を供給するための動力伝達シャフト装置用シャフト軸受マウント等であ

る。内部工作については、依頼元からの緊急の要求に対応したサービスを進め、実験中の部品の

加工や修理等を行った。主な製作品は、電着ターゲット用パラジウム電極、結晶成長アタッチメ

ント、海水酸化試験片、シール部水素透過性評価実験用真空槽及び磁気光学測定ステージ等であ

る。

製作した主な照射キャプセル

平成 年度は、 において三酸化モリブデンペレットの照射試験に使用する照射用アルミ容

器、カザフスタン試験研究炉（ ）において耐酸化黒鉛試料の照射試験に使用する耐酸化黒鉛

照射試験用キャプセル及び原子力規制庁からの受託事業「軽水炉燃材料詳細健全性調査」に関す

る 照射用、破壊靱性評価・照射脆化評価キャプセルの設計・製作を行った。照射脆化評価用

キャプセルの試料ホルダ及び照射試料を図Ⅳ に、耐酸化黒鉛照射試験用キャプセル照射試料

組込作業を図Ⅳ に示す。

平成 年度は、原子力規制庁からの受託事業「軽水炉燃材料詳細健全性調査」に関する

照射用、照射脆化評価用キャプセルの設計・製作を行った。照射脆化評価用キャプセルの構成部

品及び照射試料を図Ⅳ に、照射脆化評価用キャプセルの照射試料組込作業を図Ⅳ に示す。

図Ⅳ 照射脆化評価用キャプセル試料ホルダ（上段）及び照射試料（中段）
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図Ⅳ 耐酸化黒鉛照射試験用キャプセル照射試料組込作業

図Ⅳ 照射脆化評価用キャプセル構成部品及び照射試料
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図Ⅳ 照射脆化評価用キャプセル試料組込み作業

技術開発及び技術支援

平成 年度及び平成 年度は、原子力人材育成センターの依頼により、国際原子力安全交流

対策事業としての海外講師育成研修、原子炉研修一般課程及び東京大学原子力専攻（専門職大学

院）において非破壊検査「放射線透過試験」に関する講義及び実習指導を行った。

電子工作

平成 年度は、研究用電子機器・装置の設計・製作を継続的に進めるとともに、 核計装

の更新に係る技術協力を行った。技術開発においては、 で利用する中性子回折関連装置で

ある、シンチレータ型中性子検出器の直下で使用する電子回路並びに中性子の入射位置を特定す

るためのエンコーダユニットの開発を進めた。また、原科研の核物質防護 監視装置の技術管

理では、 監視装置の日常点検、故障時の緊急対応及び高経年化対策を継続的に実施するととも

に、 に係る規定改正に伴う防護設備の更新整備等を実施した。

平成 年度は、研究用電子機器・装置の設計・製作を継続的に進めるとともに、平成 度に

引き続き 核計装の更新に係る技術協力を進め、実用機 台を製作し完成させた。技術開発

においては、 で利用する中性子回折関連装置における中性子の入射位置を特定するための

エンコーダユニットの開発を進めた。また、原科研の 監視装置の技術管理では、日常点検、故

障時の緊急対応及び高経年化対策として設備の更新整備等を実施した。

製作した主な電子機器・装置及び修理業務

平成 年度は、 核計装更新に係る技術協力において各種核計装モジュール内部で使用し

ている多くの電子部品が生産中止となり、従来の回路を用いて、同一の機能・性能を備えたモジ
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ュールの生産ができないことから、従来の部品と同等の機能を有する代替部品の調査を行った。

線形出力計線形増幅器の初段部で使用する電子部品（高精度演算増幅器及びアナログスイッチ素

子）について調査を行ない、当該増幅器初段部の仕様を満足する演算素子 種類とアナログスイ

ッチ素子 種類を選択した。その後、各演算素子を搭載した試作基板 種類を製作し、動作及び

性能検査試験を行い、米国 社の演算素子が線形増幅器の仕様（ × ± 以内）に十分満足

することを確認した。さらに、本演算素子とアナログスイッチ素子を搭載できるベース基板の試

作器を完成させ、従来と同等の性能である事を確認したことから、本素子を利用して、線形出力

計線形増幅器の実用化を進めることとした。

センター中性子基盤セクションと共同による大面積シンチレータ型中性子検出器用電子

回路の光電子増倍管（以下「 」という。）直下の増幅器で、出力形式の異なる 機種の増幅器

用回路基板と、入力信号方式の異なる 種類のエンコーダユニット回路基板の製作を行った。製

作した 機種の増幅器用回路基板及びエンコーダユニット回路基板を、それぞれ回路基板単体で

動作試験を行い、増幅器用回路及びエンコーダユニット用回路ともに、正常に動作することを確

認した。 を含め直下の増幅器用回路基板及びエンコーダユニット回路基板を大面積の検出器に

組込み、動作試験を経て大面積シンチレータ型中性子検出器の実用化を進めることとした。

修理業務については、放射線計測用標準（ ）モジュールを中心に修理・点検・調整等を進め

た。また、即応工作では、中性子計装設備機器の消費電流測定治具の製作他、研究に必要な多数

の特殊ケーブル製作、電子回路を組込んだ実験機器の製作などを進めた。

平成 年度は、 センター中性子基盤セクションと共同で大面積シンチレータ型中性子検

出器の開発を進めている。平成 年度製作した光電子増倍管に直結する増幅器・波高弁別回路及

び、中性子入射位置を計測するためのエンコーダユニットを実際の検出器内部へ組込み、大面積

シンチレータ型中性子検出器の試作機 図Ⅳ 参照 を完成させた。完成した試作器を依頼元の

実験室へ移し、動作試験を行なった結果、増幅器・波高弁別器の動作が不安定になることが確認

された。不安定になる原因を調査したところ、外来からのノイズにより増幅器が異常に発振して

いることが判明した。これを解消するため、増幅器・波高弁別回路のアースの引き廻しを強化す

るとともに、増幅器の出力ケーブルに、フェライトコアを挿入し、ノイズ対策等を施した。その

結果、増幅器の異常発振が停止し安定に動作することを確認した。出力ケーブルをフラットケー

ブルからシールド付きツイストペアケーブルに変えるなど、より強力なノイズ対策を施すととも

に、検出効率の高い大面積シンチレータ型中性子検出器用エンコーダユニットの信号処理回路の

開発を進めることとした。

修理業務については、 モジュールを中心に修理・点検・調整等を進めた。また、即応工作で

は、ステッピングモータ制御回路の製作他、研究に必要な多数の特殊ケーブル製作、電子回路を

組込んだ実験機器の製作などを進めた。
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単位：

図Ⅳ 大面積シンチレータ型中性子検出器の試作機

核物質防護監視装置の技術管理

平成 年度及び平成 年度は、核物質防護規定で定められる定期点検を確実に実施すると共

に、機器故障時の保守等を実施し、健全な設備の維持に努めた。設備の高経年化対策としては、

防護区分Ⅰ施設の周辺監視区域に設置の侵入検知器の更新や停電時の電源供給源となる無停電電

源装置用蓄電池の更新を実施した。

技術指導

平成 年度は、原子力人材育成センターの依頼により、文部科学省の受託事業として、バング

ラデシュの講師育成事業に参加し、現地スタッフへ環境放射線モニタリング装置の設計の基礎と

なる「半導体検出器を用いた前置増幅器」に関する技術指導を行った。

技術開発と技術支援

平成 年度は、 の中性子反射率測定に使用する高位置敏感型 次元シンチレータ検出器

のための信号読み出し・処理回路の開発を進めた。開発品は、高計数率計測条件下の高位置分解

能中性子検出を可能とするために最適化した前置増幅器及び高計数率に対応した 波形整形回

路を組込んだ信号読出し回路である。最適化した前置増幅器は、雑音特性に優れたディスクリー

ト部品のみを採用し製作した。また、高計数化を図る改善方法として信号読出し回路には、 波

形整形回路を採用し、高計数率化を実現するため台形波形整形を行い、波形整形後、残り半分を

カットする回路構成とした。
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エンコーダユニットは、その信号読み出しと処理に必要な専用回路である高速 ・信号処理ボ

ードを試作した。アナログ回路を使った高速処理により疑似トリガによる不感時間の低減と高速

タイミング性能を担保するとともに、トリガがかかったイベントに関しては更にガンマ線や雑音

による信号を除去する等のデジタル信号処理を施すことにより、代替中性子検出器として必要十

分な性能を確認できた。最適化した前置増幅器、高計数率に対応した 波形整形回路及びエン

コーダユニットの製作に関し、「 中性子回折装置用シンチレータ検出器の開発」と題して、

原子力学会において成果発表を行った。

平成 年度は、 核計装更新に係る技術協力において、線形出力計増幅器の実用機の製作

を進めた。製作を進めるに当たり、初段部で使用する演算増幅素子及びレンジ切替用アナログス

イッチ素子が製造中止となったことから、代替品で 平成 年度 試作を行い、性能及び機能上問

題ない素子であることを確認した素子を用いて設計し、線形出力計増幅器を完成させた。完成し

た当該機を の制御盤に設置し、テスト信号発生器を用いて性能試験を行い、実用上問題な

いことを確認した。各種核計装の調整・試験に用いるためのテスト信号発生器や起動系の各種モ

ジュールの製作を行うことが計画されており、引き続き技術協力を進めることとした。

センター中性子基盤セクションと共同で、大面積シンチレータ型中性子検出器の位置分

解能の更なる向上を図るため、信号処理手法の開発を進めた。開発を進めるにあたり、原理検証

とその効果確認のために 軸 × 軸 チャンネル程度の小規模な回路構成を用いて評価試験

を行った。その試験により、良好な結果が確認できたことから、試作した大面積のシンチレータ

型中性子検出器に組込んで評価試験を行うとともに、信号処理回路の全機能を本検出器用に最適

化していくこととした。
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第五章 研究施設利用と研究開発活動

中性子利用研究のための施設利用

平成 年度

を利用した研究開発

平成 年度の研究炉の施設供用運転

平成 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、 の運転を取り止めたことから平成 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。

の高度化の技術開発

に設置されている は、原子炉内の熱中性子を減速材である液体水素 温度約 によ

り減速し、 Åより長い波長の中性子を数多く生成する。

高度化の技術開発として、 冷中性子ビームの強度を高めるため、液体水素を貯留す

る減速材容器の高性能化、中性子輸送の高効率化及び耐放射線高性能スーパーミラー中性子導管

の開発を進めている。

高性能化した減速材容器は、材質に中性子吸収特性の低いアルミニウム合金を採用することと

しており、さらに冷中性子利得を大きくするためその形状はビーム導出側を窪ませた船底形の形

状となっている。一方、形状が複雑なことから、内圧に対する耐圧性や液体水素の流動性に課題

が生じることが平成 年度までの評価で明らかになった。平成 年度は、性能は維持したまま

形状を単純化することによりこれらの課題を解決するとともに、製作工程を簡略化した。本開発

により、 倍の冷中性子ビーム強度を得られることが期待される。

また、 から発生した冷中性子を実験装置まで無駄なく輸送するために中性子導管を使用し

ている。中性子ビームの輸送効率を向上することにより、より多くの中性子を実験装置に供給す

るため、中性子導管に使用されている中性子ミラーの高性能化 スーパーミラー化 を進めている。

ミラーを使用している 冷中性子導管に関してスーパーミラーに置き換えたパターンを考え、

中性子ビームの輸送効率を計算し、輸送計算コード を使用して評価した。なお、 冷

中性子導管は曲導管部 体及び直導管部 体の中性子鏡管ユニットから構成されている。

計算モデルとして、実際の中性子鏡管ユニットの配置を再現したモデルを使用した。また中性

子ミラーの高度化には ミラーから の スーパーミラーに置き換えることとした。併せ

て中性子鏡管ユニットの内寸法を拡大し、中性子ビーム断面積を増大することとした。

評価の結果、 ビームポートでは ミラーからスーパーミラーに置き換えた中性子鏡管ユ

ニット数が多いほど輸送効率が増大した。また、 冷中性子導管は直導管の途中から のスー

パーミラーを使用した中性子鏡管ユニット 体が設置しているが、この のスーパーミラーを

残し、 ミラーの中性子鏡管ユニットを スーパーミラーの中性子鏡管ユニットとすることが、

対費用効果が高い高度化方法の一つであることを示した。
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を利用した研究開発

平成 年度の研究炉の施設供用運転

平成 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、 の運転を取り止めたことから平成 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。なお、 は平成 年 月 日の「日本原子力研究開発機構の改革計画」において

廃止措置の方針が決定された。

平成 年度

を利用した研究開発

平成 年度の研究炉の施設供用運転

平成 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、 の運転を取り止めたことから平成 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。

平成 年度から平成 年度までの研究炉における照射キャプセル数の推移を図Ⅴ に示す。

また、研究炉における実験利用状況の推移を図Ⅴ に示す。さらに、 中性子ビーム実験

利用者数の推移を図Ⅴ に示す。

図Ⅴ 研究炉における照射キャプセル数の推移

（個）

注） 平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。
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図Ⅴ 研究炉における実験利用状況の推移

図Ⅴ 中性子ビーム実験利用者数の推移

（年度）

注） 平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。

（年度）

注） 平成 年度と平成 年度は年間 サイクル。

平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。
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の高度化の技術開発

から発生させた熱及び冷中性子を実験装置まで無駄なく輸送するために中性子導管を使

用している。この中性子導管は、中性子源となる重水タンク及び冷中性子源の近くから、実験装

置まで設置している。中性子源近くの中性子導管は、燃料や構造材料からの中性子線及びガンマ

線によって照射されることで照射損傷が進み、中性子輸送能力が低下していると考えられる。

においては、過去にシャッター近傍の 熱中性子導管先端の中性子鏡管ユニット側面に

クラックが発生している。また、冷中性子導管においてはシャッター近傍の 冷中性子導管先端

の中性子鏡管ユニット内部に放射線損傷が観察された。

中性子導管の基板材料を原因として生じる放射線損傷を減少するために、基板材料にガラスの

代わりに金属を使用したスーパーミラーを製作して、その特性評価を実施した。

製作した金属基板は、平面度を出したアルミニウム板にニッケル・リンを電着し、その表面を

ファインポリッシュした。原子力機構のイオンビームスパッタ装置を使用して、この金属基板に

の 多層膜のスーパーミラーを成膜した。

この金属基板のスーパーミラーの中性子反射率を で測定した結果、 値は であり、市販

されているフロートガラスを使用したスーパーミラーとほぼ同じ の反射率を示した。

を利用した研究開発

平成 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 年 月 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、 の運転を取り止めたことから平成 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。なお、 は平成 年 月 日の原子力機構改革計画において廃止措置の方針が決

定されている。

平成 年度から平成 年度までの研究炉における照射キャプセル数の推移を図Ⅴ に示す。

また、研究炉における実験利用状況の推移を図Ⅴ に示す。さらに、 実験利用者の推移

を図Ⅴ に示す。
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図Ⅴ 研究炉における照射キャプセル数の推移

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ 研究炉における実験利用状況の推移

（個）

注） 平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。

（年度）

注） 平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。
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図Ⅴ 実験利用者の推移

図Ⅴ 実験利用者の推移

図Ⅴ 研究炉における実験利用状況の推移

注） 平成 年度は反射体異常による停止のため運転なし。

平成 年度から平成 年度は東日本大震災の影響により運転停止。
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安全研究のための施設利用

平成 年度

原子炉安全性研究炉（ ）を利用した研究開発

東日本大震災後、設備の健全性確認のため原子炉の運転を停止していたが、設備の健全性確認

を終了し、施設定期検査の合格を経て平成 年 月 日に運転再開を果たした。

は、主に発電用原子炉燃料の反応度事故時における挙動を研究するための照射実験に利用

されている。平成 年度における運転実績は、表Ⅴ の通り。

平成 年度は、照射済燃料を用いた実験が中心となっており、原子力規制庁からの受託事業

の一環として高燃焼度の照射済酸化ウラン燃料を用いた照射実験を 回行った。

未照射燃料を用いた照射実験も継続的に実施しており、平成 年度は、

・細径シース熱電対を被覆管表面に押し当てた際の温度計測性能（接触式被覆管熱電対の性能

確認試験 回）

・ を用いた圧力計の指示値に対する パルスの影響（ 圧力計性能確認試験 回）

・台形パルス運転による高出力、低除熱条件下で燃料に起こる酸化、溶融等損傷の過程（燃料

溶融進展挙動評価試験 回）

を確認するパルス照射実験を実施した。

特に、燃料溶融進展挙動評価試験は、シビアアクシデント対策の有効性評価に資する知見を与

えるとともに、福島第一原子力発電所の炉内燃料に生じた現象の解明にもつながるものである。

これらの照射済燃料実験に用いた実験用カプセルの組立、未照射燃料実験に用いた実験用カプ

セルの組立、解体及び照射後試験などを のセミホットセル・ケーブ及びカプセル解体フード

等で行っている。平成 年度におけるセミホットセル・ケーブ及びカプセル解体フード等の利用

延べ日数は 日である。

表Ⅴ 平成 年度の 運転実績表

実 験
運 転 日

（月 日）

運転時間

時間 分

出 力 量
運転モード

圧力計性能確認試験

（ ）
単一パルス運転

接触式被覆管熱電対の性能確

認試験（ ）
単一パルス運転

バンデロス燃料実験（燃料等安

全高度化対策事業） （ ）
単一パルス運転

バンデロス燃料実験（燃料等安

全高度化対策事業） （ ）
単一パルス運転

燃料溶融進展挙動評価試験

（ ）
台形パルス運転
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燃料サイクル安全工学研究施設（ ）を利用した研究開発

燃料デブリ臨界管理に関する研究

福島第一原子力発電所事故等を踏まえた原子炉のシビアアクシデント時の対策や安全評価に

おいては、炉心の損傷・溶融、その結果生じる燃料デブリ（核燃料と炉内構造物やコンクリート

等の原子炉構造材が溶融し再度固化したもの）等の状況を評価するために、安全評価コードや臨

界解析コードの信頼性が重要となる。

平成 年度は、安全評価コードや臨界解析コードの信頼性向上を目的として、原子力規制庁

から「平成 年度原子力発電施設等安全調査研究委託費（臨界解析コードの信頼性向上に向けた

調査）事業」を受託し、以下の①及び②の活動を行い、その成果を報告書にまとめた 。また、

③に示す、更新後の （以下「 更新炉」という。）の安全板装置の設計検証を実施した。

①臨界実験用燃料デブリ模擬体の試作

更新炉を用いて臨界解析コードの精度を実験的に検証するため、新たに知見が必要とな

る燃料デブリの核特性を模擬した試料（燃料デブリ模擬体）を使用した臨界実験を行うことを

想定し、燃料デブリ模擬体の調製技術開発を開始した。平成 年度は、燃料デブリ模擬体の調

製に参考となる知見を抽出するため、米国 燃料デブリの形状、寸法、組成及び空孔率につ

いて文献調査を実施した。さらに、燃料デブリ模擬体調製方法の成立性を確認するため、ウラ

ン酸化物と原子炉構造材（ジルコニウム、鉄、ケイ素等）を混合したペレットを試作し、焼結

条件、寸法収縮率等、調製に必要な情報を取得した。並行して、燃料デブリ模擬体調製設備の

主要機器及び内装機器の設計を実施した。

②燃料試料挿入管端栓の試作

前項で試作した燃料デブリ模擬体の反応度価値を測定する際には、脱着式端栓を有する燃料

試料挿入管（棒状燃料と同一の外径）に燃料デブリ模擬体を封入したものを 更新炉の炉心

に装荷して使用する。このとき、燃料試料挿入管の脱着式端栓は、開閉が容易であり、かつ、

適切な密封性を有する構造でなくてはならない。また、運搬中に予期せず開封されることのな

い機構としなければならない。さらに、これらの機構を 更新炉の棒状燃料（直径約 、

厚み約 の薄肉ジルコニウム合金チューブ）と同等の材質及び外径で設計しなければならな

い。この要件を満たす脱着式端栓を設計・試作し、機能上問題ないことを確認した。

③安全板装置の設計検証

更新炉の原子炉停止系（緊急停止用機器）である安全板装置について、耐久性を改善す

るための設計見直し及び再設計後の安全板装置による落下耐久性試験を実施し、設計上考慮す

べき事項を整理した。また、安全板装置の耐震性能を確認するための加振試験装置の設計を行

い、平成 年度に実施する安全板加振試験の準備を整えた。

高温化学に関する研究

原子力基礎工学研究部門燃料高温科学研究グループでは、経済産業省委託事業「シビアアクシ

デント時の燃料破損・溶融過程解析手法の高度化」における、 を含む模擬破損燃料と制御材

に関する基礎試験として、コンクリート模擬材（ ）と、 と （ のモル比 ）

混合物の高温化学反応挙動を、温度を 一定として、酸素分圧を 気圧から 気圧まで
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変化させて評価した。その結果、いずれの酸素分圧下でも、新規物質である が生成するこ

とを明らかにした。

再処理プロセスに関する研究

原子力基礎工学研究部門湿式分離プロセス化学研究グループでは、モノアミド抽出剤を使用し

た の単離を回避できる核拡散抵抗性に優れた再処理プロセスによって、 の回収率 、

の回収率 以上を達成するとともに、 のプロセス中における分離挙動データを取得した。

また、複数の酸化状態を取る について、再処理工場における減圧条件での蒸発缶における腐食

挙動評価のため、減圧条件における の酸化還元挙動に関する基礎的なデータの取得を目的とし

て、グローブボックス内に装置を整備した。

環境試料等の微量分析に関する研究

原子力基礎工学研究部門分析化学研究グループでは、原子力規制庁受託事業「保障措置環境分

析調査」における保障措置ホットセルスワイプ試料の分析技術開発を継続した。試料中に極微量

含まれる 量を推定する手法の開発を実施するとともに、 から依頼された保障措置環境試

料の分析を実施した。難分析長寿命核種の分析技術開発においては、誘導結合プラズマ質量分析

計（ ）を用いて を分析する際に必要となる同位体標準 を精製した。

非破壊計測に関する研究

原子力基礎工学研究部門原子力センシング研究グループでは、文部科学省「核セキュリティ強

化等推進事業費補助金」事業により、 ガス型中性子検出器の代替検出器として開発した固体シ

ンチレータ型検出器の性能試験を実施し、またその代替検出器を用いて 粉末の の計量管理

用測定装置の代替測定装置を設計、製作した。さらに、原子力センシング研究グループが開発し

たアクティブ中性子計測システムのウランを含む廃棄物を収納したドラム缶への適用化研究を人

形峠環境技術センターと共同で実施した。

放射性廃棄物地層処分に関する研究

安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要なデ

ータ整備を行っている。平成 年度は、 、 、 及び の砂混合ベントナイト圧縮体中の拡

散試験の結果を取りまとめ、 については固相に収着された状態での拡散 表面拡散 が主要な拡

散機構であることを明らかにした 。また、 及び の溶解度、拡散係数及び収着分配係数等

の核種移行評価パラメータについて、データベースの活用方法、機構論的モデルの活用方法及び

実験的なデータ取得手法等を整理し、安全評価データとしての設定の考え方を取りまとめた。さ

らに、 、 及び について岩石、鉱物への収着試験を実施し、分配係数に対する や炭酸イ

オンの影響を明らかにするとともに、機構論的モデルにより収着現象の解明を行った。

再処理施設における放射性物質移行挙動に関する研究

安全研究センターサイクル安全研究グループでは、再処理施設のリスク評価手法の整備を目的
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として、発生頻度は極めて低いが影響が大きいと考えられる高レベル濃縮廃液の蒸発乾固事故時

の影響評価研究を行っている。平成 年度は、平成 年度に化学セル内で実施した、実廃液に

よるホット試験で使用した試験装置の解体撤去と、試験に伴って発生した廃液及び廃棄物の処理

を行った。

レーザー遠隔分光分析技術に関する研究

原子力基礎工学研究部門燃料デブリ解析研究グループでは、レーザーを活用した低除染マイナ

ーアクチノイド含有 燃料を対象とした簡便・迅速・遠隔分析手法の開発を実施した。平成

年度は、グローブボックス外からの遠隔操作により試料操作及び光学調整が行え、レーザー光を

グローブボックス内の分析装置に導入し、生成したプラズマ発光を光ファイバーによりグローブ

ボックス外に取り出して分光操作が可能な「レーザー遠隔分光分析装置」を完成させ、施設検査

に合格した。未照射 試料を用いて 、 の元素及び同位体組成の分析性能試験を実施し、本

手法の基本的適用性を実証した。

燃料試験施設（ ）を利用した研究開発

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメント（平成 年 月 日、燃料試験施設に

受け入れ）について、外観観察、寸法測定、 線透過試験、γスキャンニング等の非破壊試験、

また、リファレンス試験として被覆管、ペレット組織観察、 、水素分析試験等の破壊試

験を実施した。また、化学分析用試料を採取し、 へ搬出した。

試験関係では、セグメント燃料棒から 試験燃料棒 本を製作し、 へ搬出した。ま

た、 でパルス照射した 試験燃料棒を受け入れて、パルス照射後試験に着手した。

試験関係では、試験用燃料棒を 本作製し、 時の による水の注入を模擬した急

冷試験（クエンチ試験）を実施した。クエンチ試験後の被覆管試料について、金相試験、水素分

析試験を実施した。その他、高温水蒸気中での被覆管の酸化速度評価試験を実施し、試験後の被

覆管試料の金相試験を実施した。

安全研究センター高度化軽水炉燃材料研究グループの依頼では、出力急昇試験用燃料棒（燃焼

棒伸び測定用）について、出力急昇試験用燃料棒の照射前検査を実施した。

安全研究以外の利用として、原科研福島技術開発特別チーム臨界管理技術開発グループからの

依頼では、福島第一原子力発電所事故で発生した燃料デブリの臨界安全管理技術開発のため、

高燃焼度燃料についてγ線測定を行い、化学分析用試料を採取して へ搬出した。

原科研福島技術開発特別チーム材料健全性評価技術開発グループの依頼では、燃料集合体他の

長期健全性評価の一環として、福島第一原子力発電所 号機使用済燃料プールから採取した新燃

料集合体の部材について、光学顕微鏡、 を用いた表面観察及び断面観察を実施した。ま

た、照射済燃料被覆管試料を用いた腐食試験後の光学顕微鏡、 を用いた表面観察、断面

観察及び機械強度試験のための試験片作製を行った。加工した試験片は、 へ搬出した。
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廃棄物安全試験施設（ ）を利用した研究開発

福島第一原子力発電所事故対応に関する研究

原科研福島技術開発特別チーム材料健全性評価技術開発グループが進める研究に対する支援で

は、福島第一原子力発電所の使用済燃料貯蔵プールから取り出した後の燃料集合体の長期健全性

評価のため、燃料試験施設に保管されている福島第二原子力発電所の高燃焼度燃料被覆管から採

取された孔食電位測定用及び浸漬腐食試験用の各試料を搬入後、試料調製を実施し、人工海水中

での孔食電位測定及び比較材として未照射被覆管を含めた人工海水中での浸漬腐食試験を実施し

た。また、孔食電位測定後及び浸漬腐食試験後の各試料の外観観察を行い、燃料試験施設にて

を用いた表面観察等を実施するため、試料を搬出した。さらに燃料試験施設において浸漬腐食試

験後各試料より切断・調製した高燃焼度燃料被覆管試料並びに比較材として未照射被覆管試料を

含めたリング引張試験及び試験前後の外観観察等を実施した。

原科研福島技術開発特別チーム臨界管理技術開発グループが進める研究に対する支援では、燃

料デブリの臨界管理技術の開発において、平成 年度に 高燃焼度燃料集合体から採取された

ペレット片及び平成 年度に 高燃焼度燃料集合体から採取されたペレット片を溶解して得た

燃料溶解液並びに不溶性残渣を溶解した不溶性残渣溶解液について分取・希釈し、燃料溶解液は

に、不溶性残渣溶解液は第 研究棟に同位体組成分析を実施するため各液を搬出した。ま

た、平成 年度の燃料溶解試験に供するペレット片を燃料試験施設から搬入した。

原科研福島技術開発特別チーム燃料デブリ評価技術開発グループが進める研究に対する支援で

は、模擬燃料デブリを用いた特性の把握のため、第 研究棟にて調製された天然ウラン含有模擬

デブリ試料（ 試料）を搬入し、熱拡散率測定及び比熱測定を実施した。

受託研究等関連試験

原子力基礎工学研究部門次世代再処理材料特別グループが進める研究に対する支援では、日本

原燃（株）からの受託研究「ガンマ線照射下ネプツニウム添加高レベル廃液中におけるステンレ

ス鋼の耐食性データ取得」において、再処理設備での長期耐久性が十分でないと予想される機器

について腐食挙動を評価するため、 添加高レベル模擬廃液（硝酸溶液）の調製、調製溶液中で、

構造材として用いられている現用 系ステンレス 鋼試料と代替材料としての適用

が想定される 系ステンレス 鋼試料の伝熱面及び浸漬腐食試験、試験前後の外観観

察及び重量測定を実施した。また、平成 年度以降に実施されるガンマ線照射下での腐食試験に

用いる照射線源として、 密封線源を日本アイソトープ協会より搬入するとともに、高レベル

模擬廃液に添加する 粉末を大洗研究開発センター燃料研究棟より搬入した。

センター核変換セクションが進める研究に対する支援では、核変換実験施設の開発・整

備に係る核破砕中性子源ターゲット容器材料の開発において、核破砕環境中での材料照射データ

を取得するため、スイス・ポールシェラー研究所（ ）の陽子加速器 で照射された微小試

験片の引張試験後の試験片について、陽電子消滅試験を行うことにより微細組織に関する知見を

得るため、京都大学原子炉実験所へ搬出した。また、 において鉛ビスマス流動下で陽子照射

されたターゲット容器より切り出されたサンプル（以下「 試験片」という。）を搬入後、

各種試験片に調製し、引張試験及び 観察を実施した。
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安全研究センター燃料安全研究グループが進める研究に対する支援では、原子力規制庁からの

受託事業「燃料等安全高度化対策事業」において、事故時の燃料挙動データを取得するため、海

外照射燃料から採取して得たペレット片を燃料試験施設から搬入し、燃料の溶解、希釈・分取を

実施し、第 研究棟で同液の同位体組成分析を実施するため同液を搬出した。

原子力基礎工学研究部門燃料高温科学研究グループが進める研究に対する支援では、文部科学

省からの受託研究「照射を目指した 合金燃料の製造基盤技術の開発」において、 合金の調

製条件と特性の関連を調査するため、燃料研究棟で調製された 合金試料の比熱容量測定

の補完測定を実施した。また、スウェーデン王立工科大学との共同研究「窒化物燃料の調製と分

析に関する研究」において、 窒化物の調製条件と特性の関連を調査するため、 で調製さ

れた（ 、 ） 試料の比熱容量測定の補完測定を実施した。

大型非定常ループ実験棟（ ）を利用した研究開発

は、 を模擬した世界最大の熱水力総合試験装置であり、継続して 事故時の炉心損

傷防止のための安全対策に係る試験等を行っている。平成 年度は、産業界から受託した の

小破断冷却材喪失事故時の蒸気発生器（ ）二次側減圧の試験を 回、全電源喪失を想定した低

炉心出力での自然循環試験を 回実施し、 を用いた早期減圧冷却の事故収束に対する有効性確

認と安全評価コードの検証に必要な詳細データを提供した。また、福島第一原子力発電所事故の

ような極めて過酷な多重事故条件での 二次側減圧や給水等による安全対策と、蓄圧注入系の隔

離失敗による窒素ガスの一次系への流入を模擬した試験を、破断無しの条件で 回実施し、現象

の理解や安全対策の有効性の検討等に有用な詳細データを取得した。

平成 年度

原子炉安全性研究炉（ ）を利用した研究開発

平成 年 月 日の運転再開から施設定期検査を開始した平成 年 月 日までの期間、

回の照射実験及び 回の炉物理実習のための運転を実施した。平成 年度における運転実績は、

表Ⅴ の通りである。

は、主に発電用原子炉燃料の反応度事故時における挙動を研究するための照射実験に利用

されている。

現在は、照射済燃料を用いた実験が中心となっており、原子力規制庁からの受託事業の一環とし

て高燃焼度の照射済酸化ウラン燃料を用いた照射実験を 回行っている。

未照射燃料を用いた照射実験も継続的に実施しており、平成 年度は、

・細径シース熱電対を被覆管表面に押し当てた際の温度計測性能（接触式被覆管熱電対の性能

確認試験 回）

・台形パルス運転による高出力、低除熱条件下で燃料に起こる酸化、溶融等損傷の過程（燃料

溶融進展挙動評価試験 回）

・加圧燃料のバルーニング挙動（加圧燃料試験 回）

を確認するパルス照射実験を実施した。

特に、燃料溶融進展挙動評価試験は、シビアアクシデント対策の有効性評価に資する知見を与え
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るとともに、福島第一原子力発電所の炉内燃料に生じた現象の解明にもつながるものである。

また、これらの照射済燃料実験に用いた実験用カプセルの組立、未照射燃料実験に用いた実験用

カプセルの組立、解体を のセミホットセル・ケーブ及びカプセル解体フード等で行った。平

成 年度におけるセミホットセル・ケーブ及びカプセル解体フードの利用延べ日数は 日であ

る。

表Ⅴ 平成 年度の 運転実績表

実 験
運 転 日

（月／日）

運転時間

時間 分

出 力 量
運転モード

グラブリン燃料実験
単一パルス運転

接触式被覆管熱電対の性能確認

試験
単一パルス運転

炉物理実習
定出力運転

炉物理実習
定出力運転

バンデロス燃料実験

燃料等高度化安全対策事業 単一パルス運転

炉物理実習
定出力運転

燃料溶融進展挙動

評価試験
定出力運転

バンデロス燃料実験

燃料等高度化安全対策事業 単一パルス運転

加圧燃料試験
単一パルス運転
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燃料サイクル安全工学研究施設（ ）を利用した研究開発

燃料デブリ臨界管理に関する研究

福島第一原子力発電所の廃炉に向け、燃料デブリに関する臨界管理の確立が急務であること

から、 更新に向けての準備を進めた。

平成 年度は、上記技術開発の一環として、原子力規制庁から「平成 年度原子力施設の臨

界管理安全基盤強化委託費（東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法の整備）

事業」を受託し、当該受託事業を通じて以下の活動を行い、報告書にまとめた 。

①燃料デブリの臨界リスク評価基準の整備

生成物（ 、溶融炉心・コンクリート相互作用による

固化生成物）の臨界リスクについて検討するため、文献調査及び海外研究事業調査（ドイツ）

を実施して知見を収集し、 生成物の取り得る性状範囲を評価し、その臨界性に係る計算解

析に着手した。また、それら解析結果を収録するためのデータベースの概念設計を行った。

燃料デブリの再臨界リスクを評価するため、東京電力ホールディングス（株）及び関係機関

が策定した廃炉工程を反映してリスク評価に必要な手法とその技術的課題について検討した。

また、再臨界リスクシナリオを系統的に集積・分析するためのデータベースを試作した。

② 更新炉本体の整備

上記データベースの精度を実験的に検証するため、 の更新工事計画を検討・立案し、

更新炉を用いた臨界実験の炉心構成を検討するとともに、当該実験に使用する実験装置

（可動装荷物駆動装置）の基本設計を行った。

③燃料デブリ模擬体調製設備の整備及び燃料の調達計画の策定

更新炉の臨界実験で用いる燃料デブリ模擬体を調製するための設備機器の設計を行っ

た。また、 更新炉の臨界実験で使用するドライバー燃料（棒状燃料）及び燃料デブリ模擬

体の原料となるウラン酸化物粉末の調達計画を検討した。

④モックアップ装置を用いた 更新炉の設計検証

更新炉の原子炉停止系（緊急停止用機器）である安全板装置の耐震性能の検証のため、

防災科学技術研究所（つくば市）の大型耐震実験施設を利用した安全板加振試験を 回（ 回目：

平成 年 月 日～ 月 日、回目：平成 年 月 日～ 月 日）行い、大規模地震時（

超）でも確実に動作することを確認した。

また、 更新炉の反応度制御（炉心タンク水位計測制御）に使用する給水停止スイッチに

ついてモックアップ試験を実施し、水面検知に使用するフロートスイッチが使用範囲（常温約

℃～ ℃）において要求精度（常温時± ～高温時± ）を満たしつつ確実に動作す

ることを確認し、報告書にまとめた 。

⑤燃料デブリ模擬体分析設備の整備

更新炉の臨界実験で用いる燃料デブリ模擬体の分析設備を整備するため、文献調査及び

海外研究事業調査（イギリス、ベルギー）を通じて分析項目、分析手法、分析精度等を検討し

た。また、設備の基本設計を実施し、一部装置の購入（分析装置）及び製作（放射線モニタリ

ング設備）を行った。
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高温化学に関する研究

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループでは、平成 年度に続き、 を含

む模擬破損燃料と制御材 に関する基礎試験として、被覆管酸化層模擬材（ ）

と、 と （ のモル比 ）混合物の高温化学反応挙動を、温度を 一定と

して、酸素分圧を 気圧から 気圧まで変化させて評価した。その結果、いずれの酸素分圧

下でも、 が生成することを確認するとともに、温度が の場合、 と の高温

化学反応挙動は、被覆管酸化層模擬材やコンクリート模擬材（平成 年度試験実施）に影響さ

れないことを明らかにした。

再処理プロセスに関する研究

原子力基礎工学研究センター分離変換サイクル開発グループでは、モノアミド抽出剤を使用

した核拡散抵抗性に優れた再処理プロセスの開発を進め、プロセス条件を改良した連続抽出試

験によって製品への の混入を抑制できることを確認した。 は複数の酸化状態を取り材料腐

食に影響を与える可能性があることから、再処理工場における減圧濃縮缶の腐食評価のため、

減圧条件における の酸化還元挙動に関する基礎的なデータを取得した。また、高レベル廃液

から を分離する ・ 一括回収プロセスについて、抽出工程内での沈殿発生を抑制するため、

高級アルコールの抽出溶媒への添加を検討し、 トレーサーを含む模擬廃液を使用した連続抽

出試験を実施した。

環境試料等の微量分析に関する研究（分析化学研究グループ）

原子力基礎工学研究センター分析化学研究グループでは、原子力規制庁受託事業「保障措置

環境分析調査」における保障措置ホットセルスワイプ試料の分析技術の開発を継続した。保障

措置環境試料の分析法に関して、多量に存在する鉛を除去する化学分離法の開発を実施すると

ともに、 から依頼された保障措置環境試料の分析を実施した。

非破壊計測に関する研究（原子力センシング研究グループ）

原子力基礎工学研究センター原子力センシング研究グループでは、文部科学省「核セキュリ

ティ強化等推進事業費補助金」事業により、固体シンチレータ中性子代替検出器の特性試験を

行うとともに、代替検出器を用いて 硝酸サンプル用核燃料測定装置の代替測定装置を設計、

製作し、基本特性試験を実施した。さらに、人形峠環境技術センターと共同でアクティブ中性

子計測システムの基本特性試験及びウランを含む実廃棄物ドラム缶のウラン測定試験を実施し

た。

放射性廃棄物地層処分に関する研究（廃棄物安全研究グループ）

安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要な

データ整備を行っている。平成 年度は、放射性物質の地下水への溶解度とその不確かさにつ

いて、熱力学データと地下水組成の不確かさに基づく評価手法を開発した 。また、花崗岩中

で を吸着する性質が強い黒雲母について、セレン化水素イオン の収着データを系統的
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に取得するとともに、機構論的モデルにより吸着機構を解明した 。さらに、酸化還元反応を

起こしやすく、安全評価上の重要元素である 及び について、データベースの活用方法、機

構論的モデルの活用方法及び実験的なデータ取得手法等を整理し、収着分配係数設定の考え方

を取り纏めた。また、 の岩石及び鉱物への収着データを取得し、機構論的モデルにより収

着現象の解明を行った。この他、分配係数及び拡散係数について、重要元素を網羅した不確か

さ評価を試行し、安全評価のためにこれらのデータを設定する際の課題を抽出した。

レーザー遠隔分光分析技術に関する研究（燃料デブリ分析グループ）

原子力基礎工学研究センター燃料デブリ解析研究グループでは、平成 年度に実証したレー

ザーを利用した簡便・迅速・遠隔分析手法を基に、福島第一原子力発電所事故炉の格納容器、

圧力容器内の燃料デブリ等を対象とした炉内遠隔その場分析技術に適用する研究開発を開始し

た。平成 年度は、レーザー光を遠方より炉心内の強い放射線に耐えられる光ファイバーで搬

送し（約 ）、核燃料デブリの組成を迅速に把握する手法を導入し、これに必要となる 及び

の分光基礎データの整備と、発光スペクトルの解析手法を検討した。

燃料試験施設（ ）を利用した研究開発

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメントについて、外観観察、寸法測定、Ｘ線

透過試験、γスキャンニング等の非破壊試験また、リファレンス試験として被覆管、ペレット組

織観察、 、水素分析試験等の破壊試験を実施した。また、化学分析用試料を採取し、

へ搬出した。

試験関係では、セグメント燃料棒から 試験燃料棒 本を製作し、 へ搬出した。ま

た、 でパルス照射した 試験燃料棒を受け入れて、パルス照射後試験に着手した。

試験関係では、試験用燃料棒を 本作製し、クエンチ試験を実施し、試験後の被覆管試料

について、金相試験、水素分析試験を実施した。その他、高温水蒸気中での被覆管の酸化速度評

価試験を実施し、試験後の被覆管試料の金相試験、水素分析試験を実施した。

安全研究センター臨界安全研究グループの依頼では、福島第一原子力発電所事故で発生した燃

料デブリの臨界安全管理技術開発のため、 高燃焼度燃料についてγ線測定を行い、化学分析

用試料を採取して へ搬出した。

安全研究以外の利用として、原子力基礎工学研究センター機器健全性評価研究グループからの

依頼では、燃料集合体他の長期健全性評価の一環として、照射済燃料被覆管試料を用いた腐食試

験後の光学顕微鏡、 を用いた表面観察、断面観察及び機械強度試験のための試験片作製

を行った。加工した試験片は、 へ搬出した。

原子力基礎工学研究センター燃料デブリ解析研究グループの依頼により、廃炉・汚染水対策事

業費補助金（燃料デブリ性状把握・処置技術の開発）の一環として、 燃料デブリの金相試

験、 分析、硬度測定等を実施した。また、燃料デブリの溶解特性把握のため、米国

燃料デブリの小試片を へ搬出した。
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センター核変換セクションの依頼により、核変換実験施設の開発・整備に係る核破砕中

性子源のターゲット容器材料の寿命評価のため、 の陽子加速器 で照射された試験片につ

いて、試験片表面及び で引張試験を実施した後の 観察を実施した。

廃棄物安全試験施設 を利用した研究開発

福島第一原子力発電所事故対応に関する研究

原子力基礎工学研究センター機器健全性評価研究グループが進める研究に対する支援では、福

島第一原子力発電所の使用済燃料貯蔵プールから取り出した後の燃料集合体の長期健全性評価の

ため、平成 年度に引き続き福島第二原子力発電所の高燃焼度燃料被覆管から採取された孔食電

位測定用試料について、試料調製を実施し、人工海水中での孔食電位測定を実施した。さらに燃

料試験施設において浸漬腐食試験後各試料より切断・調製した高燃焼度燃料被覆管試料並びに比

較材として未照射被覆管試料を含めたリング引張試験及び試験前後の外観観察等を実施した。

安全研究センター臨界安全研究グループが進める研究に対する支援では、燃料デブリの臨界管

理技術の開発において、 高燃焼度燃料集合体から採取されたペレット片を燃料試験施設から

搬入し（一部平成 年度搬入済み）、燃料を溶解した燃料溶解液並びに不溶性残渣を溶解した不

溶性残渣溶解液について分取・希釈し、燃料溶解液は に、不溶性残渣溶解液は第 研究棟

に同位体組成分析を実施するため各液を搬出した。また、平成 年度に燃料溶解試験に供するペ

レット片を燃料試験施設から搬入した。

受託研究等関連試験

原子力基礎工学研究センター次世代再処理材料特別グループが進める研究に対する支援では、

日本原燃（株）からの受託研究「ガンマ線照射下ネプツニウム添加高レベル廃液中におけるステ

ンレス鋼の耐食性データ取得」において、再処理設備での長期耐久性が十分でないと予想される

機器について腐食挙動を評価するため、 添加高レベル模擬廃液（硝酸溶液）の調製、調製溶液

中で、構造材として用いられている現用 系ステンレス 鋼試料と代替材料として

の適用が想定される 系ステンレス 鋼試料の 密封線源を用いたガンマ線照射下

での伝熱面及び浸漬腐食試験、試験前後の外観観察及び重量測定を実施した。

センター核変換セクションが進める研究に対する支援では、核変換実験施設の開発・整

備に係る核破砕中性子源ターゲット容器材料の開発において、核破砕環境中での材料照射データ

を取得するため、 の陽子加速器 で照射された 試験片の引張試験等後の試験片及び

において鉛ビスマス流動下で陽子照射されたターゲット容器より切り出された 試験

片について、破断面 観察、金相試験等のため、燃料試験施設へ搬出した。また、 試

験片について、各種試験片に調製し、高温引張試験及び 観察を実施した。

安全研究センター燃料安全研究グループが進める研究に対する支援では、原子力規制委員会原

子力規制庁からの受託事業「燃料等安全高度化対策事業」において、事故時の燃料挙動データを

取得するため、海外照射燃料から採取して得たペレット片を燃料試験施設から搬入し、燃料の溶

解、希釈・分取を実施し、第 研究棟で同液の同位体組成分析を実施するため同液を搬出した。

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループが進める研究に対する支援では、 分
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離変換システム用燃料の成立性を検討する上で 合金を含む各種化合物の基礎物性を把握する

ため、（ ， ） 試料のペレット調製、酸素・窒素分析及び熱拡散率測定を実施した。

大型非定常ループ実験棟（ ）を利用した研究開発

平成 年度は、産業界から受託した の小破断冷却材喪失事故時の 二次側減圧の試験を

回、全電源喪失を想定した低炉心出力での自然循環試験を 回実施し、 を用いた早期減圧冷

却の事故収束に対する有効性確認と安全評価コードの検証に必要な詳細データを提供した。また、

二次側減圧や給水等による安全対策と、蓄圧注入系の隔離失敗による窒素ガスの一次系への流

入を模擬した試験を、破断有りの条件で 回実施し、現象の理解や安全対策の有効性の検討等に

有用な詳細データを取得した。
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加速器施設利用

平成 年度

タンデム加速器を利用した研究開発

利用状況

平成 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ の通りである。研究分野別及

び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ 及び表Ⅴ に示す。

表Ⅴ 平成 年度のタンデム加速器の利用申込状況

課題審査会採択課題数

所内利用

共同研究・施設共用

実験課題申込件数

所外・原子力機構外利用者延べ人数

所内･原子力機構内利用者延べ人数

利用機関の数

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に実験の実施計画書を採択課題利用者から

提出してもらっており、その年度内合計。

表Ⅴ 分野別利用実施状況

研究分野 利用日数［日］ 利用率［％］

核物理

核化学

原子・固体物理・照射効果

加速器開発

合計

表Ⅴ 利用形態毎の利用件数と比率

利用形態 利用日数［日］ 利用率［％］

施設供用

共同研究

所内･原子力機構内単独利用

受託研究

利用研究の成果

研究分野別の主な成果は以下の通りである。

核物理研究

・重イオンビームによる多核子移行反応を 反応に適用して 及び を合成
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し、これら複合核の核分裂片質量数分布を初めて測定した。

・反跳生成核分離装置を用いて 反応による の合成実験を行い、本装置が を

超える 原子核の合成実験に適用できる性能を有していることを明らかにした。

核化学研究

・ の酸化還元電位測定に向けた装置開発として、周期表同族の 及び のトレーサーレベル

での電解、溶媒抽出実験を行い、基礎データを蓄積した。

・医療用 として利用する を遠隔地輸送するための ジェネレータの開発と共に、

安定な標識法を開発するための収率評価等を実施した。

固体物理・原子物理・照射損傷研究

・ 電池材料における の拡散に関する技術開発に関連して、低エネルギー ビー

ムを利用することによって拡散係数の検出限界を従来法と比較して 桁向上させることに成功

した。

・ 膜に高エネルギー重イオン照射することにより、照射イオンの数と同じ数の多量の球状ナ

ノ粒子を照射表面に作成できることを初めて見出した。

加速器開発

・産業利用からの要請がある大面積試料の均一照射のために、 スキャナとビーム拡がりを観

察するための探針機構の開発を行った。

・高電圧端子 イオン源にニッケロセン試料を装着することで、高エネルギー ビームを加

速することに成功した。

放射線標準施設（ ）を利用した研究開発

利用状況

は、中性子線、γ線、 線及びβ線の国家標準とトレーサビリティが確保された二次標準校

正場を有する国内随一の校正施設であり、種々の放射線測定器の校正、特性試験、測定器等の研

究開発等に利用されている。平成 年度における原子力機構内外から依頼のあった施設供用及び

原子力機構内利用の件数は合計で延べ 件であり、その内訳を表Ⅴ に示す。

原子力機構外からの利用は、測定器メーカ等によるもので、その研究課題のほとんどが、放射

線計測器の開発に係る性能確認等であった。原子力機構内からの利用は、研究炉加速器管理部、

ガンマ線核種分析研究グループ等によるものであり、実験課題としては「医療照射用リアルタイ

ム小型中性子モニタの特性評価」、「ガンマ線分光結晶の特性試験」等であった。

表Ⅴ 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 年度）

線種

利用区分

加速器

中性子

加速器

γ線 中性子
γ線 線 β線

合計

課題数

原子力機構内

原子力機構外

合 計
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利用内容（医療照射用リアルタイム小型中性子モニタの特性評価）

研究炉加速器管理部研究炉利用課では、ホウ素中性子捕捉療法（ ）において、中性子源か

ら発生する中性子ビームの熱中性子束を実時間測定できる小型中性子モニタ（プラスチック型

）の整備を行ってきたが、光ファイバーの劣化・損傷による測定値への影響が確認されている。

このため、従来使用しているプラスチック光ファイバーから、耐放射性に優れている石英光ファ

イバーを用いた新しい小型中性子モニタ（石英型 ）の開発を行った。

検出器は、γ線の影響を補償しているため、中性子を正確に測定するためには、ガンマ線

校正場でγ線感度を定量的に評価する必要がある。このため、 の 線源（線量率： ）

を用いて開発した石英型 検出器の波高分布を測定し、それぞれのγ線感度を決定した。

平成 年度

タンデム加速器を利用した研究開発

利用状況

平成 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ の通りである。研究分野別及

び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ 及び表Ⅴ に示す。

表Ⅴ 平成 年度のタンデム加速器の利用申込状況

課題審査会採択課題数

所内利用

共同研究・施設共用

実験課題申込件数

所外・原子力機構外利用者延べ人数

所内･原子力機構内利用者延べ人数

利用機関の数

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に実験の実施計画書を採択課題利用者から

提出してもらっており、その年度内合計。

表Ⅴ 分野別利用実施状況

研究分野 利用日数［日］ 利用率［％］

核物理

核化学

原子・固体物理・照射効果

加速器開発

合計
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表Ⅴ 利用形態毎の利用件数と比率

利用形態 利用日数［日］ 利用率［％］

施設供用

共同研究

所内･原子力機構内単独利用

受託研究

利用研究の成果

研究分野別の主な成果は以下の通りである。

核物理研究

・重イオンビームによる多核子移行反応を 反応に適用することにより、中性子過剰核

を含む原子核 、 及び の核分裂片質量数分布を初めて測定した。

・反跳生成核分離装置を用いて 反応の実験を行い、新同位体となる のα崩壊事象

の候補を見出し、現在解析を進めている。

核化学研究

・ 番元素ローレンシウムのイオン化エネルギー測定に初めて成功し、相対論的効果による電

子軌道の変化を示唆した。また、 年来の懸案であったローレンシウムでアクチノイド系列が

終了することを、実験的に検証した。

・核医学利用のための ジェネレータ開発では、 ジェネレータで精製した

トレーサーを用いて、アスタチン標識ペプチドの合成に始めて成功した。

固体物理・原子物理・照射損傷研究

・ 、 イオンの炭素薄膜 μ 透過後の電荷分

布を系統的に測定し、 電子系以上の入射イオンと 、 電子系の入射イオンの電荷平衡化過程

に差異があることを初めて見出した。

加速器開発

・ 標的などの利用の拡大を目的に、第 照射室の整備を行い ラインの運用を開始した。

・分子量の大きい分子イオンは、加速後にエネルギー分析マグネットで偏向することができない

ため、加速管鉛直方向にある垂直実験室の整備を進めた。

放射線標準施設（ ）を利用した研究開発

利用状況

平成 年度における原子力機構内外から依頼のあった施設供用及び原子力機構内利用の件数

は合計で延べ 件であり、その内訳を表Ⅴ に示す。

原子力機構外からの利用は、測定器メーカ等によるもので、その研究課題のほとんどが、放射

線計測器の開発に係る性能確認等であった。原子力機構内からの利用は、安全・核セキュリティ

統括部、ガンマ線核種分析研究グループ等によるものであり、実験課題としては「原子力災害用

放射線計測機器の特性試験」、「ガンマ線分光結晶の特性評価」等であった。
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表Ⅴ 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 年度）

線種

利用区分

加速器

中性子

加速器

γ線 中性子
γ線 線 β線

合計

課題数

原子力機構内

原子力機構外

合 計

利用内容（原子力災害用放射線計測機器の特性試験）

安全・核セキュリティ統括部危機管理課では、万一の原子力災害の発生時に備え、人の立ち入

れない場所の先行偵察を行うための遠隔機材（ロボット等）を整備している。遠隔機材のうち、

放射線測定機器類（ガンマカメラ、軽量線量率等）の性能確認試験を実施するため、 の低レ

ベル照射装置、中レベル照射装置及び単一γ線源を用い、直線性、方向特性、エネルギー特性の

試験を実施した。
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第六章 分析技術共同利用

原子力機構内分析ニーズへの対応

平成 年度

原子力機構内の研究開発部門及び研究開発拠点の活動により生じる放射能測定、化学分析等の

ニーズに対応するため、第 研究棟及び 分析設備の分析機器等を活用した共同利用及び依頼

分析を実施した。主な分析機器の一覧を表Ⅵ に示す。平成 年度の実績は、分析機器の共同

利用が 件（計 試料）、依頼分析が 件（計 試料）であった。共同利用の依頼元は、原科研放

射線管理部（ 件）、バックエンド推進部門（ 件）、原科研福島技術開発特別チーム（ 件）及び原

子力基礎工学研究部門（ 件）であった。また、依頼分析については、原科研福島技術開発特別チ

ーム（ 件）、原子力エネルギー基盤連携センター（ 件）及び原子力基礎工学研究部門（ 件）で

あった。これらの詳細を、共同利用について表Ⅵ に、依頼分析について表Ⅵ にそれぞれ

示す。

平成 年度

平成 年度に実施した分析機器の共同利用及び依頼分析の実績は、分析機器の共同利用が 件

（計 試料）、依頼分析が 件（計 試料）であった。共同利用の依頼元は、原科研バックエン

ド技術部（ 件）、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ 件）及び原科研放射線管理部（

件）であった。また、依頼分析については、原子力基礎工学研究センター（ 件）、量子ビーム応

用研究センター（ 件）、原子力エネルギー基盤連携センター（ 件）、安全研究センター（ 件）及

び原科研研究炉加速器管理部（ 件）であった。これらの詳細を、共同利用について表Ⅵ に、

依頼分析について表Ⅵ にそれぞれ示す。また、平成 年度の実績として、原子力機構内への

分析機器の共同利用及び依頼分析に関する情報発信を目的として、原科研イントラネットに共同

利用業務、利用可能な分析機器及び依頼方法等の掲載を開始した（平成 年 月 日掲載開始）。
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表Ⅵ 主な分析機器

分析機器名 設置場所 主な機能

誘導結合プラズマ

質 量 分 析 装 置

（ ）

第 研究棟

号室

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とで、試料に含まれる元素をイオン化し、電場により

質量数毎に分離、検出することで試料に含まれる元素

の定量分析を行う。また、質量分析であるため同位体

比の測定も可能である。一般的に、溶液試料中の元素

濃度として （＝ ）レベルの定量が可能である。

誘導結合プラズマ

発 光 分 析 装 置

（ ）

分析室 Ⅲ

第 研究棟

号室

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とで、試料に含まれる元素を熱エネルギーにより励起

し、基底状態に戻る際に発する元素固有の発光スペク

トル（波長及び強度）を測定することで、試料に含ま

れる元素の定性及び定量分析を行う。溶液試料の導入

は、誘導結合プラズマ質量分析装置と同様である。一

般的に、溶液試料中の元素濃度として レベルの定

量が可能である。

イオンクロマトグ

ラフ装置（ ）

第 研究棟

号室

溶液試料をイオン交換カラムに導入することで、試料

に含まれるイオン種（ハロゲン元素、アルカリ金属等）

を分離し、それらの定量分析を行う。一般的に溶液試

料中のイオン濃度として、数十 レベルの定量が可

能である。

液体シンチレーシ

ョ ン 計 数 装 置

（ ）

第 研究棟

号室

放射線との相互作用により蛍光を発する物質（シンチ

レータ）と、放射性物質（低エネルギーのβ線放出核

種やα線放出核種）を含む試料を混合し、その発光量

を光電子増倍管で測定することで、試料に含まれる放

射能量の定量を行う。

γ線測定装置（ ） 第 研究棟

号室

装置は 半導体検出器、遮蔽体、液体窒素容器及びデ

ータ解析装置等で構成される。測定試料に含まれるγ

線放出核種のエネルギースペクトルを測定すること

で、核種の定性及び放射能量の定量を行う。
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表Ⅵ 平成 年度の分析機器共同利用の実績

利用者 主な利用目的
分析機器

実施施設

福島

関連※
件数 試料数

原科研

放射線管理部

環境放射線管理課

放射線業務従事者の尿

中 量の測定 第 研究棟
―

バックエンド推進部門

廃棄物確認技術開発

グループ

ふげん金属試料中の ､

等β線放出核種の定

量
第 研究棟

―

ふげん金属試料中の

､ ､ 及び 等金属

元素の定量 第 研究棟

―

原科研

福島技術開発特別チーム

廃棄物分析グループ

福島第一原子力発電所

建屋コアボーリング試

料中の ､ 等の定量 第 研究棟

○

原子力基礎工学研究部門

環境動態研究グループ

放射性 の森林中移動

形態解明のための土壌

等環境試料の放射能測

定

第 研究棟
○

原子力基礎工学研究部門

分析化学研究グループ

環境試料中の放射性核

種回収法確立のための

､ の定量
第 研究棟

―

原子力基礎工学研究部門

燃料高温科学研究グル

ープ

実験機器の汚染状況確

認 第 研究棟
―

合計

（うち福島関連） （ ） （ ）

※：○印は福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した利用を示す。
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表Ⅵ 平成 年度の依頼分析の実績

利用者 主な利用目的
分析機器

実施施設

福島

関連※
件数 試料数

原科研

福島技術開発特別チーム

材料健全性評価技術開発グ

ループ

福島第一原子力発電所

の新燃料部材の放射能

測定及び部材洗浄水中

の塩化物イオンの定量

○

原科研

福島技術開発特別チーム

廃棄物分析グループ

福島第一原子力発電所

地下水の化学成分分析
○

福島第一原子力発電所

地下水の 及び電気伝

導率の測定

計

電気伝導率計 ○

原子力エネルギー基盤連携

センター

加速器中性子利用 生成技

術開発特別グループ

加速器中性子による

生産技術開発にお

ける 分離溶液中の不

純物元素（ ）の定量

第 研究棟
―

加速器中性子による

照射試料からの 分

離技術開発における

分離溶液中の不純物元

素（ ､ 及び 等）の

定量

第 研究棟
―

原子力基礎工学研究部門

応用核物理研究グループ

陽子照射済み 試料溶

解液から分離した 溶

液中の残存 の定量
第 研究棟

―

原子力基礎工学研究部門

放射化学研究グループ

酸化物固溶体から

の 溶出挙動の解明に

要する 標準溶液の調

製

標準溶液

調製 ○

合計

（うち福島関連） （ ） （ ）

※：○印は福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。
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表Ⅵ 平成 年度の分析機器共同利用の実績

利用者 主な利用目的
分析機器

実施施設

福島

関連※
件数 試料数

原科研

バックエンド技術部

放射性廃棄物管理技術

課

ふげん金属試料中の

､ 等β線放出核種

の定量
第 研究棟

―

放射性廃棄物に対する

放射能測定法の開発に

伴う模擬試料中の

の定量

第 研究棟
―

核不拡散・核セキュリ

ティ総合支援センター

技術開発推進室

（核鑑識に関する

国際技術ワーキンググ

ループ）主催の国際比

較試験に伴う 酸化物

試料の分取作業

フード ―

原科研

放射線管理部

環境放射線管理課

放射線業務従事者の尿

中 量の測定 第 研究棟
―

合計

（うち福島関連） （ ） （ ）

※：○印は福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した利用を示す。
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表Ⅵ 平成 年度の依頼分析の実績

利用者 主な利用目的
分析機器

実施施設

福島

関連※
件数 試料数

原子力基礎工学研究セ

ンター

分離変換サイクル開発

グループ

分離変換サイクルプロ

セス開発に向けた と

の分離技術開発にお

けるミキサセトラ連続

抽出試験試料の元素分

析

―

及び模擬デブリ

溶解液の元素分析
○

量子ビーム応用研究セ

ンター

表面反応ダイナミクス

研究グループ

溶融塩を用いた粘土鉱

物からの 脱離法開発

に伴う溶融塩懸濁水中

の ､ 及び の定量
第 研究棟

○

原子力エネルギー基盤

連携センター

加速器中性子利用 生

成技術開発グループ

加速器中性子による

生産技術開発にお

ける 分離溶液中の安

定 の定量

第 研究棟
―

安全研究センター

臨界安全研究グループ

燃料デブリ臨界安全管

理技術開発における希

土類分離試験試料中の

測定

第 研究棟
○

原科研

研究炉加速器管理部

管理課

炉心構成材の放

射化計算に要する反射

材材料（ ）の化学成

分分析
第 研究棟

―

合計

（うち福島関連） （ ） （ ）

※：○印は福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。
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第七章 人材育成

原科研の人材育成

原子力機構のミッションを達成し、成果をあげるために最も重要な資源は「人」である。職員

の一人ひとりが自分の役割を理解し、着実な成果をあげるためには、個人の能力を高める必要が

ある。このため、原科研では人材育成・活用を研究所運営の重要事項と位置づけ、平成 年度か

ら副所長を委員長とする人材育成・活用検討タスクフォース（以下「人材育成 」という。）を

設置し、様々な取組みを行ってきている。

平成 年度及び平成 年度に人材育成 が中心となって実施した取組みの概況を以下に述べる。

平成 年度

平成 年度の人材育成 では、平成 年度の活動項目のうち、原科研が必要とする人材を育成

する上で効果的である事項を選定するとともに、これまでの活動のうち既にラインで実施できる

事項を項目から除外する等により、平成 年度の活動として、実施すべき事項を再検討した。

検討した結果、新たな取組みとして「英会話教室」の立ち上げを人材育成 として支援するこ

ととした。一方、受験相談ネットワークによる資格取得の奨励や、総合訓練へのモニタ参加の奨

励等、既にラインで対応し定型化されているものについては、人材育成 の活動としては目標を

達成したものと判断し、平成 年度の計画から除外した。また、人材育成計画に関する各部の取

組みについても、支援せずとも既に定着していると判断できることから、平成 年度からは各部

長の裁量範囲の活動として、各部で自主的に実施することとした。他職場研修制度の運用等、人

材育成 として取り纏める必要性の薄いものについては、制度情報及び窓口を原科研のイントラ

掲載により紹介するに留めることとした。

原科研として実施した人材育成活動については、逐次「人材育成ホームページ」に掲載し、情

報提供を行った。

以下に、平成 年度に実施した主な取組みの概要を示す。

（ ）技術者としての意識向上方策

人材育成の目的である個人の能力を向上させるためには、技術者としてのプロ意識を持ち、明

確な目標に向けて研鑽を積むことが必要である。その基礎となるのは自分の業務の目的や意義を

理解し、意識付けを明確に行うことである。このため、研究開発部門との意見交換会、中堅職員

による業務報告会、若手職員による創意工夫報告会等を実施することとした。

①原子力基礎工学研究部門との意見交換会の開催

原科研職員の技術者としての意識付け、動機付けを図り、業務の意味、意義を再認識するため、

原科研技術者と原科研施設を利用する研究部門の研究者が参加し、施設や研究開発に係る技術的

な問題についての検討の場として、意見交換会を計画実施することが効果的である。分離・変換

技術の開発については、文部科学省が群分離・核変換技術に関する評価作業の部会を設置するな
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ど、開発推進に向けた機運が高まっており、原子力基礎工学研究部門（以下「基礎工学部門」と

いう。）は、同開発の中核部門として、 や などの原科研施設を活用して開発を進める計

画であることから、平成 年度は、そのための意見交換会を 月 日と 月 日に開催した。

第 回意見交換会では、テーマを「分離変換技術の開発と施設利用」に設定し、以下の項目につ

いて、基礎工学部門と原科研福島試験部双方から報告を行い、その後意見交換を行った。

 分離変換技術の全体概要

 基礎工学部門が計画している 利用計画、核変換物理実験施設（ ）整備計画、原科

研福島試験部が計画している 再開計画

 基礎工学部門が計画している 利用計画、 の利用状況、原科研福島試験部が計画

している利用計画

第 回意見交換会の結果、分離変換技術について基礎工学部門と原科研福島技術開発試験部が連

携して つの課題検討 を設置して検討を進めることとなった。課題は、「 から へのスム

ーズな移行シナリオの検討」及び「分離変換技術開発における施設整備計画の検討」であり、そ

れぞれ 整備検討 、ホット実験施設整備検討 で検討を進めた。

第 回意見交換会では、これら つの 検討結果について、以下の項目について意見交換を行っ

た。

 分離変換技術の全体概要（第 回後の進展も含めて）

 整備検討 の検討結果

 ホット実験施設整備検討 の検討結果

②中堅職員による業務報告会の開催

係長級の職員 名を対象として、最近実施した自分の業務とその成果、業務遂行上の課題と課題

解決方策、今後の計画等についての報告会（ 分発表、 分質疑応答）を 回（ 月 日と 月

日）開催した。発表者からの感想として、「自分自身のやってきた業務とポジションが再確認で

きた。」、「資料作成を通じて自分の理解不足な点が分かり有益だった。」、「他の方のプレゼ

ンと比較することで、自分の改善点なども発見できた。」、「同じ立場の方の業務取組姿勢を知

ることができ、参考になった。」等が寄せられた｡

③若手職員による創意工夫等発表会

所長・副所長出席のもと 回（ 月 日、 月 日及び 月 日）開催し、 級及び 級の職員 名

が発表した。各部の会議室もしくは装置のある現場で、担当業務の概要や、業務遂行上の改善や

工夫、技術開発の取り組み状況、今後の計画などについての発表があり、所長・副所長との質疑

応答が行われた。発表者の感想として、「自分がこれまで行ってきた業務の成果を整理し、まと

めるよい機会となった。」、「発表を通じて所長・副所長を含めた多くの人から多様な意見を聞

くことができ、自分の業務を見直すことができた。」、「発表資料の作成、発表練習、予想され

る質問への回答準備をすることでスキルアップすることができた。」等の好意的な意見が寄せら

れた。本発表会は、業務を見直し、自己の役割を再認識する良い機会となっており、志気の向上

にも繋がるとともに、部外からの参加者にも、他職場を理解する良い機会となっている。
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許認可業務対応能力の向上

原科研において許認可業務は特に重要な業務であるが、許認可に用いる計算コードについては、

各部の では必ずしも十分な対応が図れるとはいえない状況であった。このため、平成 年度か

ら、原科研において特に重要と考えられ、かつ、各部に共通的な許認可コードの利用に係るコン

サルティングシステムを運用している。平成 年度も、本システムを引き続き運用した。

技術能力及び知識の向上の奨励

技術能力及び知識の向上を奨励し後押しする方策として、これまで実施されてきた受験相談ネ

ットワークは、各部で資格取得対策が実行されていることから運用を廃止し、また、「テクノサ

ロン」という名称で行事として実施してきた部外従業員への技術紹介は、各部で実施している部

内報告会への他部からの参加奨励という形をとることとし、行事としては廃止した。一方、業務

の国際化に対応できる人材を育成するため、国際拠点化推進委員会原科研ローカルチームと連携

して語学研修（原科研内英会話教室）のシステム開設を推進した。

平成 年度

平成 年度の人材育成 の活動計画の策定に当たっては、平成 年度までの人材育成 での取

組み結果を再度評価し、平成 年度に人材育成 が取り組むべき人材育成・活用に係る活動内容

を検討・議論した。

その結果、以下の事項については、人材育成 の関与がなくても実施が可能であることから、

人材育成 の取組みには含めないこととし、月 日に開催された原科研部長連絡会において提案

し、了承された。

 研究部門と拠点との意見交換会

 原子力機構内研修への参加の奨励

 各部報告会への参加奨励

 他職場研修制度の運用

なお、「中堅職員による業務報告会」と「若手職員による創意工夫発表会」については、プレ

ゼンテーション等の能力開発の機会として非常に有効であるとともに、原科研全体のレベルで各

課の業務をお互いに紹介し理解し合う場として継続が必要との判断がなされた。ただし、開催に

ついては、原科研の行事とし、原科研計画管理室が事務局として主導することになった。

一方、人材育成 の新たな取組みとして、原科研の技術職に求められる「技術者像」（具備す

べき原子力、放射線、安全管理等の基礎知識）と育成のためのシステムについて検討することと

なった。また、技術継承に係り、知識情報データベースのあり方・活用法なども含め検討すると

ともに、「技術者像」に照らして、新たな技術習得のあり方等を検討することとなった。

人材育成プログラムの策定方針

人材育成 では、まず、人材育成プログラム策定方針について検討を行い、人材育成の目的を

「原科研の各職場で要求される専門知識と実践力を有する技術専門家（ ）を養成するこ
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と」とし、新規配属時から 級昇格時までを対象とした階層別の原科研共通プログラムをまず作成

することとした。

人材育成プログラムの策定

原科研の技術職に求められる技術者像について検討を行い、①原子力・放射線に関する知識、

②安全に関すること（安全管理、品質保証及び安全文化）、③表現能力（コミュニケーション能

力、文章能力及び英語能力）の つの項目について、技術者として必要な知識または能力を具備す

べきであると結論付けた。

この結論を踏まえて、上記 つの項目それぞれについて教育・訓練項目、教育・訓練の時期及び

教育・訓練の方法（教育講座など）がわかるような人材育成スキームの図示化（図Ⅶ 参照）

を行った。

人材育成プログラムの活動開始に向けた検討

人材育成スキームを踏まえ、平成 年度から活動を開始すべく、具体的な活動の進め方につい

て検討を行った。

まずは、必要性が高く容易に実施可能な教育から開始し、順次内容を拡大していくこととした。

そのため、対象者を入所 年～ 年の若手技術者を対象として、原子力・放射線に関する基礎知識

及び安全管理（安全衛生・非常時の措置・関係法令）の つについて教育を開始することにした。

つの教育それぞれについて、推奨する教育講座の設定を行った。原子力・放射線に関する基礎

知識については、原子力人材育成センターや技術研修所の既存講座から選択し、また、安全管理

については、原科研で四半期に一回行われている放射線安全研修（再教育）の教材を利用する新

しい講座を設けることにした。

次にこれら推奨する教育講座を参考にして、各部で平成 年度及び 年度以降の受講計画を検

討し、人材育成記録台帳に個人毎の計画を作成することにした。

作成に当たり、原子力・放射線に関する基礎知識については対象職員一人ひとりについて現状

の知識レベルを評価して教育の必要性を決定し、教育が必要な場合には、推奨講座を参考にして

受講計画を作成した。また、安全管理（安全衛生・非常時の措置・関係法令）については安全衛

生及び非常時の措置に関する教育は大卒と高卒を問わず入所 年目に必ず受講させ、入所 年目以

降であっても必要であれば受講させるようにした。さらに関係法令については、大卒者は入所

年以内に、高卒者は 年以内に受講させるようにした。

講座受講計画の作成と活動開始

人材育成記録台帳のフォーマットの検討を行い、教育対象者一人ひとりに、教育項目ごとに達

成目標レベルから教育必要性について評価し、必要と評価されれば講座受講計画を記述するフォ

ーマット（図Ⅶ 及びⅦ 参照）とした。

各部で、平成 年度末から平成 年度初めにかけて平成 年度以降に入所した職員を対象に個

人毎に計画を作成し、さらに各部毎に人材育成管理台帳を表に整理し、これに基づき平成平成

年度早々に人材育成プログラムの活動を開始することとした。
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人材育成 では、検討を継続し、品質保証活動に関する基礎知識を習得するための講座の開設

等、他の分野についても順番を踏みながら計画的に活動を開始していくこととした。
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6～

放射線に関する

全般的な専門知識を有する

必要スキル

点検巡視ができる

放射線に関する

基礎知識を有する

必要な資格：第3種放射線取扱主任者
有効な講座例

・第3種放射線取扱主任者講習（人＊１）

必要スキル：安全監査ができる

必要スキルの

ステップアップ

1 2 3 4 105 6 7 8 9 11 12 13 14

全部署

共通

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

各部署毎

原子力全般の知識を身に付ける

・炉 ・燃料 ・サイクル ・エネルギー以外の原子力利用

有効な資格：第1種放射線取扱主任者
有効な講座例

・放射線取扱主任者受験講座（研＊２）

・第1種放取扱主任者受験講座（人）

新規講座の提案

・原子力全般の入門講座

安全管理

安 全 管 理 知 識 の 維 持

品質保証

現行の教育システムを利用して繰り返し教育

必要スキル

下位者を指揮して作業ができる

原子力技術者は原子力の専門家であるべきである

必要スキル：

業務の進め方

の体系を理解する

内 部 監 査 員 の 養 成

有効な講座例

・内部監査員養成講座（研）

卒業後年数

安全文化

安

全

人 材 育 成 ス キ ー ム

2 3 4 5 6卒業後年数

運転操作

ができる

核燃料取扱に係る専門知識

有効な資格：核燃料取扱主任者

有効な講座例

・核燃料取扱主任者受験講座（研）

・核燃料取扱主任者受験講座（人）

原子炉に係る専門知識

有効な資格：原子炉主任技術者

有効な講座例

・原子炉工学特別講座（人）

必要スキル：QCツールを問題・課題解決に活用できる

QC七つ道具などQCツールの習得

有効な講座例

・QCツール習得研修（安）

必要スキル：根本原因分析ができる

RCA（根本原因分析）手法を身に付ける

大（技術副主幹）

有効な講座例

・RCA（根本原因分析）導入研修（安＊３） ・RCA（根本原因分析）スキルアップ研修（安）

高
大

高大

高
大

大 高

高大

大 高

大 高

大 高

有効な講座例

・原子力品質保証講座（研）

大 高
大

高

高 大

2卒業後年数

＊１：原子力人材育成センター（以降、同じ）

＊２：技術研修所（以降、同じ）

必要スキル

安全管理に必要な

法令・社内規則など

を理解している

1

大高

有効な講座例

・原子力・放射線入門講座（人）

点検作業要領を作成できる

放射線作業ができる
有効な講座例

・放射線基礎課程（人）

安全文化の理解

安全文化の定義・背景・必要性を理解する

事故の教訓の継承

職場ごと又は幹部との継続的な意見交換会により

安全に対する意識を高める

＊３：安核部

品質保証活動

の基礎知識の習得

OJTによる品質保証活動
の知識のレベルアップ

有効な手法例

・内部及び外部の講師による講義

海外、国内（機構内外）の事故の内容と教訓を学ぶ

（外部研修、外部視察など）

各部署で必要な専門知識・技能

（ここでは、例として核燃料取扱と原子炉を示す）

有効な手法例

・機構で起きた事故については経験者が語る

原

子

力

・

放

射

線

高卒職級

大卒職級

総合的能力

到達目標

ルーチンワーク

トラブル対応能力

仕様書作成能力（設備・機器概念検討）

許認可対応能力

大 高

1 2 3 4
2 3 4

5

大

高高卒到達目標時期： 大 高

大 高

大 高

大 高

原子力安全管理に関わる基礎知識の例

・炉規法、RI法 ・保安規定、予防規程 ・事故対策規則

一般安全管理に関わる基礎知識の例

・高圧ガス ・消防法 ・毒物劇物 ・労働安全衛生法

・新しい安全管理教育

（嘱託制度の利用、随時開催）

5

大卒到達目標時期：

マネジメント能力

大 高

 

図Ⅶ-1-1(1) 原科研の人材育成スキーム 
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管理者養成の一環必要スキル：大勢の前で発表ができる

中堅職員業務報告会を活用して発表能力を向上

表

現

能

力

若手職員創意工夫発表会を活用して発表能力を向上

・現行の制度を活用

・プレゼンアドバイザーの委嘱

階層ごと（4級職、5級職、6級職）に文章作成能力を向上させる

新規講座の提案

・技術文章の書き方講座

コミュニ

ケーション

能力

文章能力

階層に応じた文章作成能力上が必要

（随時「技術文章の書き方講座」を受講）

英語能力

必要スキル：プレス対応ができる

・現行の制度を活用したメディアトレーニング

必要スキル：英語で施設案内が出来る

必要スキル：英語で業務紹介が出来る

有効な講座例

・国際コミュニケーション研修

（語学研修）（人事部）

有効な実践

・海外駐在

（留学、派遣）

大（若手）
高（若手）

大（技術副主幹）

大（中堅）

高（中堅）

高
大

学会発表等の実践による発表能力を向上

大 高

高
高大

大

正しい業務文書を書ける能力が必要

業務文書の種類、スタイル、ルール、作成法を身に付ける
新規講座の提案

・文章の書き方入門講座

リスクコミュニケーション能力を向上

大 高

有効な講座例

・リスクコミュニケーション実務講座（研）

 
図Ⅶ-1-1(2) 原科研の人材育成スキーム 
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講座受講計画

講座

（教育不要） －

・原子力・放射線入門講座（人材育成セ

ンター）
・第3種放射線取扱主任者講習（人材育

成センター）
・放射線基礎課程（人材育成センタ

ー）

放射線作業実務や作業用要領書作成
のできるレベルの放射線基礎知識を有
する。

（教育不要）

受講日主催 受講予定日

*1：平成27年5月18日～6月5日（15日間）

*2：平成27年6月9,10日/10月29,30日

*3：平成27年6月15日～7月3日（15日間）

放射線についての導入教育による基礎
レベルの知識を有するのみ。

原子力全般の基礎知識を有し、機構外
の人に原子力について説明できる。

原
子
力

放
射
線

放射線作業実務や作業用要領書作成
のできるレベルの放射線基礎知識を有
する。

－

現状評価

　　　　　　　　　部　　　　　　　課

生年月日：　　　年　　　月　　　日

入所年　 ：　　　年

氏名　　　：

・原子力・放射線入門講座（人材育成セ

ンター）

原子力全般にわたる基礎知識に欠け、
分野によっては機構外の人に原子力を
説明できない。

レベル 推奨講座達成目標レベル

原子力全般の基礎知識を有し、機構外
の人に原子力について説明できる。

人 材 育 成 記 録 台 帳

（原子力・放射線）

図Ⅶ 原科研の人材育成記録台帳（原子力・放射線）の様式
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図Ⅶ 原科研の人材育成記録台帳（安全衛生・非常時の措置・関連法令）の様式

講座受講計画

講座 主催 受講予定日 受講日

原子力関連の法令や規則についての導
入教育による基礎レベルの知識を有す
るのみ。

原子力関連の法令や規則の基本知識
（原子炉等規制法、保安規定）を実務の
関連で良く理解しており、実務に実践で
きる。

原子力関連の法令や規則の基本知識
（原子炉等規制法、保安規定）を実務の
関連で良く理解しており、実務に実践で
きる。

（教育不要）

特別講座の開催（計画中）
・四半期に一回行われている放射線安
全研修（再教育）の講師による講義
・上記研修のテキスト活用

放射線関連の法令や規則についての導
入教育による基礎レベルの知識を有す
るのみ。

放射線関連の法令や規則の基礎知識
（放射線障害防止法、放射線障害予防
規程）を実務の関連で良く理解しており、
実務に実践できる。

放射線関連の法令や規則の基礎知識
（放射線障害防止法、放射線障害予防
規程）を実務の関連で良く理解しており、
実務に実践できる。

安全衛生の基礎知識（法令、原科研の
体制）を有している

（教育不要）

（教育不要）

非常時の措置についての導入教育によ
る基礎レベルの知識を有するのみ。

非常時に採るべき措置の内容を理解し
ており、非常時に実践できる。

非常時に採るべき措置の内容を理解し
ており、非常時に実践できる。

（教育不要）

安
全
衛
生

非
常
時
の
措
置

放
射
線
関
係
法
令

原
子
力
関
係
法
令

　　　　　　　　　部　　　　　　　課

氏名　　　：

生年月日：　　　年　　　月　　　日

入所年　 ：　　　年

現状評価 レベル 達成目標レベル 推奨講座

安全衛生についての導入教育による基
礎レベルの知識を有するのみ。

安全衛生の基礎知識（法令、原科研の
体制）を実務の関連で良く理解しており、
実務に実践できる。

人 材 育 成 記 録 台 帳

（安全衛生・非常時の措置・関係法令）
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第八章 国際協力

１ 海外機関との連携

平成 年度

放射線管理部では、韓国原子力研究所（ ）と原子力機構の研究協力取決めに基づき、

保健物理部門との相互訪問及び情報交換を行っている。平成 年度には、研究協力協定の改正に

合わせて協力課題を「作業場における線量計測」から「原子力施設に係る放射線管理技術」と対

象範囲を拡大した。これに伴い、放射線管理部職員 名が を訪問（平成 年 月）し、両

機関の研究用原子炉施設等における放射線管理及び個人線量管理について情報交換するとともに、

の研究用原子炉（ ）等の見学を行った。

平成 年度

平成 年 月に 保健物理部門の技術者 名が来訪し、 における放射線管理をテ

ーマに情報交換及び見学を行い、排気モニタリング技術等について意見交換を行った。
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技 術 部

プ ロ セ ス 設 備 開 発 課

分 析 第 ２ 課

化 学 処 理 第 ２ 課
化 学 処 理 第 ３ 課
転 換 技 術 課

処 理 第 ２ 課

プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 施 設 整 備 室

核 サ 研 福 島 技 術 開 発
特 別 チ ー ム

環 境 保 全 部 環 境 管 理 課
処 理 第 １ 課

施 設 管 理 部 施 設 管 理 課
施 設 保 全 第 １ 課
施 設 保 全 第 ２ 課
分 析 第 １ 課

☆ ★
☆①

◇①

☆② ◇②  
図 組織図 （平成 年 月 日現在）
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環 境 計 画 課
環 境 技 術 課

敦

賀

本

部

総 務 課

環 境 監 視 課

広 報 課

技 術 開 発 部
機 器 開 発 試 験 技 術 課

廃 棄 物 管 理 課

利 用 促 進 課
計 画 調 整 課

材 料 試 験 炉 部

高 温 工 学 試 験 研 究 炉 部

セ

ン

タ

ー

照

射

試

験

炉

業 務 統 括 部

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 技 術 課

業 務 課

管 理 部

経 理 課

保 安 管 理 課

環 境 保 全 部

工 務 課

イ オ ン 加 速 器 管 理 課

業 務 課

経 理 課
労 務 課

高 速 炉 技 術 課
高 速 炉 第 １ 課
高 速 炉 第 ２ 課

福 島 燃 料 材 料 試 験 部

高 速 実 験 炉 部

技 術 課

ホ ッ ト ラ ボ 課

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 運 転 管 理 課

燃 料 技 術 管 理 課

液 体 金 属 試 験 技 術 課

保 全 ・ 照 射 技 術 開 発 課

照 射 課

核 熱 利 用 試 験 技 術 課

原 子 炉 第 １ 課

集 合 体 試 験 課
燃 料 試 験 課

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 計 画 課

照 射 試 験 開 発 課

原 子 炉 第 ２ 課

材 料 試 験 課

業 務 課

照 射 施 設 管 理 課

利 用 計 画 課

経 理 課

労 務 課

総 務 課

施 設 建 設 課

ビ ー ム 技 術 開 発 課

保 安 管 理 課

経 理 課

プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 室

経 理 課
総 務 課

保 安 管 理 課

工 務 課

計 画 管 理 室

環 境 保 全 課
濃 縮 ・ 転 換 施 設 処 理 課

経 理 課
総 務 課

地 域 交 流 課

安 全 管 理 課

地 域 交 流 課

保 安 管 理 課

工 務 課

鉱 山 措 置 ・ 施 設 管 理 課

地 域 交 流 課

調 達 課

設 備 保 全 課

技 術 調 査 課

保 修 計 画 課

管 理 課

技 術 課

開 発 実 証 課

建 設 管 理 課

技 術 開 発 課

減 容 処 理 施 設 整 備 室

安 全 品 質 推 進 室

運 営 管 理 室

計 画 調 整 グ ル ー プ

産 学 連 携 業 務 推 進 室
地 域 共 生 室

施 設 管 理 課
Ａ Ｍ Ｓ 管 理 課

管 理 部

プ ラ ン ト 管 理 部

プ ラ ン ト 保 全 部

開

発

セ

ン

タ

ー

高

速

増

殖

炉

研

究
電 気 保 修 課

品 質 保 証 室

機 械 保 修 課

試 験 計 画 課

環 境 管 理 課

施 設 保 全 課

放 射 線 高 度 利 用 施 設 部

工 務 課

総 務 課
経 理 課

総 務 課

計 画 管 理 室

管 理 部 保 安 管 理 課

工 務 課

計 画 管 理 課

安 全 品 質 推 進 部

技 術 開 発 部

燃 料 環 境 課

管 理 課
安 全 品 質 管 理 課

危 機 管 理 室

技 術 部

安 全 管 理 課
発 電 課

燃 料 材 料 特 性 解 明 グ ル ー プ
廃ゼオライト保管挙動評価グループ
検 知 機 器 技 術 開 発 グ ル ー プ
炉 内 解 体 技 術 開 発 グ ル ー プ

燃 料 溶 融 複 雑 系 試 験 準 備 室

経 営 企 画 部

応
用
研
究
所

高
崎
量
子

ナトリウム工学研究施設整備室

レ ー ザ ー 共 同 研 究 所 レ ー ザ ー 技 術 利 用 推 進 室
レ ー ザ ー 応 用 技 術 開 発 室技

術

セ

ン

タ

ー

Ｆ

Ｂ

Ｒ

安

全

研
究
所

那
珂
核
融
合

サ イ ク ル 協 力 室

保 安 管 理 課

施 設 建 設 課

環 境 技 術 課

遠 心 機 処 理 技 術 課

総 務 課
経 理 課

研

究

開

発

セ

ン

タ

ー

原

子

炉

廃

止

措

置

環 境 保 全 技 術 開 発 部

管 理 部

む つ 事 務 所

総 務 課

国 際 協 力 課
国 際 原 子 力 情 報 ・ 研 修 セ ン タ ー 研 修 課

運 転 技 術 支 援 部

解 析 評 価 部

大 洗 研 福 島 技 術 開 発
特 別 チ ー ム

研
究
所

関
西
光
科
学

セ
ン
タ
ー

研
究

幌
延
深
地
層

セ
ン
タ
ー

東
濃
地
科
学

技
術
セ
ン
タ
ー

人
形
峠
環
境

開
発
セ
ン
タ
ー

青
森
研
究

☆②

◇②
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安全・核セキュリティ推進室
安全・環境課
品質保証課

核セキュリティ・保障措置課
危機管理課

安全課
保安管理課
施設品質課

環境配慮促進課
技術調整室

法務リスク管理課
監査課

原子力安全監査課

総務課
文書課

人事課
給与課
職員課

財務課
経理課
資金課
管財課

契約調整課
契約第１課
契約第２課
契約第３課
審査課

広報課
報道課

情報公開課

産学連携推進課
研究協力課

知的財産管理・利用促進課

国際協力課
ワシントン事務所
パリ事務所

ウィーン事務所

業務課
施設技術課
建設課
設備課

耐震対応整備室
大洗大型施設建設室

研究技術情報課
情報メディア管理課
原子力情報システム

管理課

情報システム企画室
情報システム利用推進室
情報システム管理室
ＯＡシステム室

高度計算機技術開発室
シミュレーション
技術開発室

原子力人材育成推進課
原子力研修課

国際原子力人材育成課

計画管理室
能力構築国際支援室

政策調査室
技術開発推進室

輸送・研究炉燃料支援室

財務部

事業計画統括部

国際部

広報部

安全統括部

核不拡散・核セキュリティ
総合支援センター

核物質管理科学技術推進部 核物質管理室

評価室

総務部

人事部

契約部

産学連携推進部

建設部

研究技術情報部

システム計算科学センター

原子力人材育成センター

監 事

もんじゅ安全・改革本部 もんじゅ安全・改革室

戦略企画室
理 事 長

副 理 事 長

理 事

秘書課

安全・核セキュリティ
統括部

法務監査部

原子力機構改革本部 原子力機構改革室

〔運営管理組織〕

〔共通事業組織〕
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総務第１課

総務第２課

経理課

管財課

調達課

労務課

安全対策課

施設安全課

危機管理課

核物質管理課

環境監視線量計測課

放射線管理第１課

放射線管理第２課

総務・共生課

経理課

調達課

労務課

工務課

総務課

経理課

工務課

総務課

経理管理課

研究計画課

アクティブ試験施設課

モックアップ試験施設課

研究推進室

燃料デブリ取扱技術開発Gr

廃棄物処理・処分技術開発Gr

基盤技術開発Gr

業務課

ホット使用施設管理課

実用燃料試験課

ホット材料試験課

未照射燃料管理課

臨界技術第１課

臨界技術第２課

ＢＥＣＫＹ技術課

分析技術課

流動試験技術課

研究計画課

研究開発第１課

研究開発第２課

燃料技術管理課

集合体試験課

燃料試験課

材料試験課

計画管理室

放射線計測技術Gr

環境回復推進Gr

環境動態研究Gr

熱水力安全研究Ｇｒ

燃料安全研究Ｇｒ

構造健全性評価研究Ｇｒ

材料・水化学研究Ｇｒ

シビアアクシデント
評価研究Ｇｒ

放射線安全・防災研究Ｇｒ

サイクル安全研究Ｇｒ

臨界安全研究Ｇｒ

廃棄物安全研究Ｇｒ

環境影響評価研究Ｇｒ

企画管理課

調査研究課

原子力防災研修課

管理部

安全管理部

東海管理センター

大洗研究開発センター
計画管理室

福島事業管理部

燃料サイクル安全
研究ユニット

環境安全研究ユニット

安
全
研
究
・
防
災
支
援
部
門

管理部

福
島
研
究
開
発
部
門

大洗研究開発センター

核不拡散・核セキュリティ
規制支援室

研究計画部

企画調整室

福島現地調査事務所

燃料溶融複雑系試験準備室

材料・構造安全
研究ユニット

青森研究開発センター

福島環境安全センター

原子炉安全研究ユニット

環境技術開発センター

安全研究センター

企画調整室

福島廃炉技術安全研究所

原子力科学研究所

核燃料サイクル
工学研究所

福島廃止措置技術開発
センター

規制情報分析室

研究計画調整室

リスク評価研究ユニット

福島燃料材料試験部

福島技術開発試験部

福島技術開発試験部

原子力緊急時支援・
研修センター

福井支所

〔部門組織〕
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業務課
安全対策課
施設安全課
危機管理課

核物質管理課

業務課
線量管理課

環境放射線管理課
放射線管理第１課
放射線管理第２課
放射線計測技術課

業務課
工務第１課
工務第２課
施設保全課
工作技術課

業務課
ＪＲＲ－３管理課

ＪＲＲ－４管理課

ＮＳＲＲ管理課

加速器管理課

研究炉利用課

研究炉技術課

量子物性理論研究Ｇｒ

分子スピントロニクス研究Ｇｒ

力学的物質・スピン
制御研究Ｇｒ

重原子核反応フロンティア
研究Ｇｒ

超重元素研究Ｇｒ

アクチノイド物質開発研究Ｇｒ

重元素系固体物理研究Ｇｒ

ハドロン物理研究Ｇｒ

バイオアクチノイド
化学研究Ｇｒ

放射場生体分子科学研究Ｇｒ

スピン偏極陽電子ビーム
研究Ｇｒ

核データ研究Gr
炉物理標準コード研究Gr

熱流動研究Gr
原子力センシング研究Gr

防食材料技術開発Ｇｒ

照射材料工学研究Ｇｒ
燃料高温科学研究Ｇｒ

環境化学研究Ｇｒ
放射化学研究Ｇｒ
分析化学研究Ｇｒ

環境動態研究Ｇｒ

放射線影響解析研究Ｇｒ

放射線防護研究Ｇｒ
燃料デブリ解析研究Gr
炉内状況解析研究Gr

機器健全性評価研究Gr

水処理材料評価研究Gr

炉心溶融影響解析研究Gr

分離変換サイクル開発Gr

核変換システム開発Gr

次世代再処理材料開発 特別Ｇｒ

軽水炉熱流動技術開発 特別Ｇｒ

黒鉛・炭素材料挙動評価 特別Ｇｒ

ガラス固化技術特別Ｇｒ

高温ガス炉要素技術開発
特別Ｇｒ

加速器中性子利用ＲＩ生成
技術開発特別Ｇｒ

材料溶融挙動評価特別Ｇｒ

水素安全技術高度化特別Ｇｒ

分子構造・機能研究Ｇｒ

分子シミュレーション研究Ｇｒ

分子ダイナミクス研究Ｇｒ

多重自由度相関研究Ｇｒ

ナノ構造制御研究Ｇｒ

強相関超分子研究Ｇｒ

中性子イメージング・
分析研究Ｇｒ

弾塑性材料評価研究Ｇｒ

イオンビーム変異誘発研究Ｇｒ

マイクロビーム細胞照射
研究Ｇｒ

ＲＩ医療応用研究Ｇｒ

ＲＩイメージング研究Ｇｒ

照射細胞解析研究Ｇｒ

高性能高分子材料研究Ｇｒ

機能性セラミック材料研究Ｇｒ

半導体耐放射線性研究Ｇｒ

環境機能高分子材料研究Ｇｒ

環境材料プロセシング研究Ｇｒ

レーザー駆動粒子線研究Ｇｒ

レーザー電子加速研究Ｇｒ

Ｘ線レーザー応用研究Ｇｒ

高出力レーザー研究Ｇｒ

高強度場物質制御研究Ｇｒ

レーザー量子制御研究Ｇｒ

光量子融合研究Ｇｒ

ガンマ線核種分析研究Ｇｒ

次世代レーザー開発研究Ｇｒ

放射線管理部

先端基礎研究センター

原子力基礎工学
研究センター

原
子
力
科
学
研
究
部
門

工務技術部

研究炉加速器管理部

量子ビーム応用
研究センター

環境・産業応用量子ビーム
技術研究ユニット

レーザー応用技術
研究ユニット

原子力科学研究所

原子力エネルギー
基盤連携センター

研究推進室

量子ビーム機能性分子解析
技術研究ユニット

研究推進室

保安管理部

計画管理室

環境・放射線科学
ユニット

企画調整室

福島基盤技術ユニット

分離変換技術開発ユニット

研究推進室

核工学・炉工学ユニット

燃料・材料工学ユニット

原子力化学ユニット

先進ビーム技術
研究ユニット

量子ビーム材料評価・構造
制御技術研究ユニット

医療・バイオ応用量子ビーム
技術研究ユニット
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高密度物質研究Ｇｒ

量子構造研究Ｇｒ

電子構造研究Ｇｒ

量子シミュレーション研究Ｇｒ

コヒーレントＸ線利用研究Ｇｒ

アクチノイド錯体化学研究Ｇｒ

量子ダイナミクス研究Ｇｒ
表面反応ダイナミクス研究Ｇｒ

レーザー技術利用推進室

レーザー応用技術開発室

保安管理課

総務課

経理課

工務課

利用計画課

イオン加速器管理課

照射施設管理課

ビーム技術開発課

保安工務課

総務課
経理課

計画推進課

照射試験開発課

業務課

技術課

原子炉第１課

原子炉第２課

照射課

ホットラボ課

業務課

ＨＴＴＲ計画課

ＨＴＴＲ技術課

ＨＴＴＲ運転管理課

原子炉設計Ｇｒ

国際共同試験Ｇｒ

安全設計Ｇｒ

ＩＳプロセス
信頼性確証試験Ｇｒ

熱利用システム設計Ｇｒ

放射線安全セクション
一般安全セクション

加速器第一セクション

加速器第二セクション

加速器第三セクション

加速器第四セクション

加速器第五セクション

加速器第六セクション

加速器第七セクション

中性子源セクション

中性子利用セクション

中性子基盤セクション

ミュオンセクション

共通技術開発セクション
ニュートリノセクション
ハドロンセクション

総務セクション

利用業務セクション

高温工学試験研究炉部

管理部

水素利用研究開発
ユニット

研究推進室

物質・生命科学
ディビジョン

広報セクション

運営推進支援セクション

小型高温ガス炉研究
開発ユニット原子力水素・熱利用

研究センター

業務ディビジョン

素粒子原子核
ディビジョン

J-PARCセンター

高崎量子応用研究所

加速器ディビジョン

放射線高度利用施設部

安全ディビジョン

核変換セクション

低温セクション

情報システムセクション

関西光科学研究所

大洗研究開発センター

照射試験炉センター

材料試験炉部

管理部

量子ビーム反応制御・
解析技術研究ユニット

量子ビーム物性制御・
解析技術研究ユニット

レーザー共同研究所

プロジェクト推進室
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システム統合Gr

システム安全解析Gr

炉心挙動解析Gr

流動・系統解析Gr

構造・材料信頼性
評価技術開発Gr

炉心安全評価技術開発Gr

燃料材料開発Gr

燃料技術開発Gr

再処理技術開発Gr

技術課

核物質管理課

品質管理課

試験第１課

試験第２課

プロセス設備開発課

燃料技術開発課

設計解析課

熱流体技術開発課

機械強度試験技術課

ナトリウム応用・計測
技術開発課

機器開発試験技術課

高速炉技術課

高速炉第1課

高速炉第２課

保全・照射技術開発課

※ 技術課

試験計画課

安全管理課

※　施設の保安については敦賀本部 発電課

保修計画課

機械保修課

電気保修課

施設保全課

燃料環境課

プラント安全評価Ｇｒ

シビアアクシデント解析Ｇｒ

プラント特性評価Ｇｒ

炉心・燃料特性評価Ｇｒ

地質・地震動評価Ｇｒ

ナトリウム技術開発Ｇｒ

保全技術開発Ｇｒ

高
速
炉
研
究
開
発
部
門

高速増殖炉
研究開発センター

技術部

プラント管理部

計画管理室

核燃料サイクル
工学研究所

高速炉安全技術開発部

高速実験炉部

技術部

プルトニウム燃料
施設整備室

設計・規格基準室

計画管理課

品質保証課

プロジェクト推進室

燃料技術部

燃料サイクル技術開発部

高速炉技術開発部

運営管理室

品質保証室

危機管理室

企画調整室

管理課

プルトニウム燃料技術
開発センター

次世代高速炉サイクル
研究開発センター

プラント保全部

解析評価部

ＦＢＲ安全技術センター

運転技術支援部

大洗研究開発センター

高速炉計算工学
技術開発部
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事業・立地推進課

廃止措置計画課

廃棄物処理計画課

廃棄物処分計画課

設計技術課

処分システム研究計画推進課

地質環境研究統合課

安全対策課

危機管理課

施設安全課

核物質防護管理課

線量計測課

環境監視課

放射線管理第１課

放射線管理第２課

管理課

運転課

施設営繕課

施設建設課

環境施設計画課

環境保全課

廃止措置技術課

システム性能研究Ｇｒ

ニアフィールド研究Ｇｒ

核種移行研究Gr

廃棄物処理技術Gr

計画管理課

技術開発課

品質保証課

核物質管理課

ガラス固化管理課

ガラス固化技術課

ガラス固化処理課

前処理課

化学処理第１課

化学処理第２課

化学処理第３課

転換技術課

施設管理課

施設保全第１課

施設保全第２課

分析第１課

分析第２課

環境管理課

処理第１課

処理第２課

環境管理課

環境技術課

廃止措置技術開発課

プラント保全課

安全管理課

計画管理室

総務課

経理課

施設管理課

設備処理課

研究開発推進課

処理技術開発課

環境技術開発課

保安管理課

総務・共生課

経理課

鉱山措置課

施設建設課

結晶質岩工学技術開発Ｇｒ

結晶質岩地質環境研究Ｇｒ

ネオテクトニクス研究Gr

保安・建設課

総務・共生課

経理課

研究計画調整Ｇｒ

堆積岩処分技術開発Ｇｒ

堆積岩地質環境研究Ｇｒ

保安管理課

施設管理課

ＡＭＳ管理課

業務課

放射性廃棄物管理技術課

放射性廃棄物管理第１課

放射性廃棄物管理第２課

高減容処理技術課

廃止措置課

環境計画課

環境技術課

廃棄物管理課

減容処理施設整備室

計画管理課

技術開発課

※　施設の保安については敦賀本部 設備保全課

開発実証課

技術調査課

※

バ

ッ
ク
エ
ン
ド
研
究
開
発
部
門

管理課

安全品質管理課

環境管理課

基盤技術研究開発部

地層処分研究開発推進部

プルトニウム燃料技術
開発センター

人形峠環境技術センター

東濃地科学センター

幌延深地層研究センター

原子力科学研究所

大洗研究開発センター

青森研究開発センター

地層科学研究部

原子炉廃止措置
研究開発センター

技術開発部

廃棄物対策・埋設事業
統括部

工務技術部

保安管理部

環境保全部

ガラス固化技術開発部

むつ事務所

環境保全技術開発部

放射線管理部

サイクル協力室

バックエンド技術部

処理部

深地層研究部

環境プラント技術部

環境保全部

計画管理室

施設管理課

計画管理課

企画調整室

核燃料サイクル
工学研究所

環境技術開発
センター

廃止措置技術部

技術部

再処理技術開発センター

施設管理部
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保安管理課

総務課

経理課

工務課

ITER計画管理Gr

ITER統合支援Gr

ITERトカマク本体開発Gr

超伝導コイル開発Ｇｒ

超伝導導体開発Ｇｒ

超伝導コイル試験Gr

計測開発Gr

RF加熱開発Gr

NB加熱開発Gr

JT-60システム統合Gr

JT-60マグネットシステム
開発Gr

JT-60本体開発Gr

JT-60電源・制御開発Gr

JT-60安全評価Gr

先進プラズマ計画調整Gr

先進プラズマモデリングGr

先進プラズマ実験Gr

BA計画調整Gr

プラズマ理論
シミュレーションGr

核融合炉システム研究Gr

IFMIF加速器施設開発Gr
IFMIF照射・試験施設開発Gr
核融合炉構造材料開発Gr

核融合中性子工学研究Gr

ブランケット工学研究Gr

トリチウム工学研究Gr

増殖機能材料開発Gr

経営企画Ｇｒ

技術展開推進Ｇｒ

もんじゅ総括調整Ｇｒ

産学連携業務推進室

地域共生室

安全品質推進室

環境監視課

総務課

広報課

地域交流課

労務課

経理課

調達課

建設管理課

技術課

試験計画課

安全管理課

発電課

保修計画課

機械保修課

電気保修課

施設保全課

燃料環境課

計画管理課

技術開発課

設備保全課

開発実証課

技術調査課

国際協力課

研修課

ナトリウム工学
研究施設整備室

レーザー技術利用推進室

レーザー応用技術開発室

プラント安全評価Ｇｒ

シビアアクシデント解析Ｇｒ

プラント特性評価Ｇｒ

炉心・燃料特性評価Ｇｒ

地質・地震動評価Ｇｒ

ナトリウム技術開発Ｇｒ

保全技術開発Ｇｒ

計画管理室

解析評価部

運営管理室

品質保証室

環境管理課

運転技術支援部

原子炉廃止措置
研究開発センター

技術開発部

国際原子力情報
・研修センター

レーザー共同研究所

ＦＢＲ安全技術センター

プラント管理部

プラント保全部

核
融
合
研
究
開
発
部
門

ITERプロジェクト部

先進プラズマ研究部

核融合炉システム
研究開発部

敦賀本部

核融合炉材料研究開発部

トカマクシステム
技術開発部

企画調整室

管理部

六ヶ所核融合研究所

高速増殖炉
研究開発センター

技術部

経営企画部

安全品質推進部

業務統括部

那珂核融合研究所

ブランケット研究開発部

危機管理室

管理課

管理課

安全品質管理課
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表 平成 年度 原子力科学研究所運営会議議題一覧

日 時 議 題 担 当

第 回
月 日

： ～
平成 年度全国安全週間行事の実施について（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～
原子力科学研究所における安全体制総点検調査に係る
点検調査委員会の設置について（審議）

保安管理部

第 回
月 日

： ～

原子力科学研究所における安全体制総点検調査結果の
報告について（審議）
平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施について
（審議）

保安管理部

第 回
月 日

： ～
平成 年度自主防災訓練の実施について（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～

原子力科学研究所における安全体制総点検調査結果の
報告について（報告）
平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施について
（審議）

保安管理部

計画管理室

第 回
月 日

： ～
平成 年度自主防災訓練の結果について（報告） 保安管理部

第 回
月 日

： ～

平成 年度 原子力科学研究所安全衛生管理実施計画
等の改正及び原子力安全に係る品質方針の改正につい
て（審議）

保安管理部

第 回
月 日

： ～
平成 年度年末年始無災害運動の実施について（審議） 計画管理室

第 回
月 日

： ～
平成 年度コンプライアンス取組計画の改定について
（審議）

計画管理室

第 回
月 日

： ～
平成 年度第 回非常事態総合訓練について（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～
第 期防護隊員の募集について（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～
平成 年度原子力科学研究所安全衛生管理実施計画
等の活動計画の制定について（審議）

保安管理部

第 回
月 日

： ～

平成 年度原子力安全に係る品質方針について（審議）
平成 年度廃棄物埋設施設における安全文化の醸成及
び法令等の遵守に係る活動計画（案）（審議）

保安管理部

バックエンド

技術部
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表 平成 年度 原子力科学研究所 運営会議議題一覧

日 時 議 題 担 当

第 回
月 日

： ～

平成 年度全国安全週間行事の実施について
（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～

平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施につい

て（審議）
保安管理部

第 回
月 日

： ～

平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施結果に

ついて（報告）
保安管理部

第 回
月 日

： ～
平成 年度自主防災訓練の実施について（審議） 保安管理部

第 回
月 日

： ～
平成 年度自主防災訓練の結果について（報告） 保安管理部

第 回
月 日

： ～

平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施につい
て（審議）
平成 年度年末年始無災害運動の実施について
（審議）

保安管理部

第 回
月 日

： ～

第 期防護隊員の募集について（審議）

平成 年度第 回非常事態総合訓練の実施結果に

ついて（報告）

保安管理部

第 回
月 日

： ～

「健康増進日」の実施について（審議）

平成 年度原子力科学研究所安全衛生管理実施計

画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成

及び法令等の遵守に係る活動計画について（審議）

東海管理センター

保安管理部
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表 原子力科学研究所に設置されている委員会 （ ）

原科研内委員会

委員会名称 担当部 備 考

安全衛生委員会 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。

【開催頻度】 回 月

環境管理委員会 保安管理部 原科研環境配慮管理規則に基づく。

【開催頻度】 回 年

使用施設等安全審査委員会 保安管理部 核燃料物質使用施設等保安規定及び

放射線障害予防規程に基づく。

【開催頻度】所長の諮問の都度

原子炉施設等安全審査委員会 保安管理部 原子炉施設保安規定及び廃棄物埋設

施設保安規定に基づく。

【開催頻度】所長の諮問の都度

一般施設等安全審査委員会 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。

【開催頻度】所長の諮問の都度

品質保証推進委員会 保安管理部 原子炉施設保安規定及び核燃料物質

使用施設等保安規定に基づく。

【開催頻度】品質保証管理責任者の招

集の都度

請負業者安全衛生連絡会 保安管理部 原科研請負業者安全衛生連絡会会則

に基づく。

【開催頻度】 回 四半期

核物質防護委員会 保安管理部 原子炉施設及び核燃料物質使用施設

等核物質防護規定に基づく。

【開催頻度】所長の諮問の都度

部安全衛生管理担当者連絡会

議

保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。

【開催頻度】 回 年

建家安全衛生連絡協議会 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。

【開催頻度】 回 四半期（共同利用建

家毎）

防火・防災管理委員会 保安管理部 原科研消防計画に基づく。

【開催頻度】 回 年

共同防火・防災管理協議会 保安管理部 原科研消防計画に基づく。

【開催頻度】 回 年

エネルギー管理委員会 工務技術部 原科研エネルギー管理規則に基づく。

、 、 実施
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表 原子力科学研究所に設置されている委員会 （ ）

遺伝子組換え実験安全委員会 量子ビーム応用

研究部門

原科研所長諮問による。原科研遺伝子

組換え実験安全管理規則に基づく。

一括管理対象核燃料物質の引

取に関する処理法等評価委員

会

ホット試験施設

管理部

一括管理対象核燃料物質を一括管理

施設に受け入れるにあたり、保管に資

する安全・安定化処理法等の妥当性に

ついて評価・検討を行うために設置。

～

焼却・溶融設備火災事故再発

防止対策検討委員会

保安管理部、バッ

クエンド技術部

減容処理棟焼却・溶融設備における火

災の再発防止対策の策定に資するた

めに設置。 ～

廃止措置計画検討委員会 バックエンド技

術部

原科研の施設の廃止措置について、総

合的な実施計画を策定し、その実施を

円滑に推進するために設置。

～

コンクリート廃棄物利用推進

委員会（ 年 月 日付け

をもって廃止）

バックエンド技

術部

原科研において発生するコンクリー

ト廃棄物の利用計画を策定し、その円

滑な実施を推進するため設置。

～

原子力科学研究所表彰委員会 計画管理室 原科研表彰委員会規則に基づく。

原子力科学研究所ホームペー

ジ委員会

計画管理室 原科研の活動の理解を得るため情報

を発信する。

年 月に設置。

スペース課金運営委員会 計画管理室 原科研スペース課金運営委員会規則

に基づく。

保安管理体制検討会 保安管理部 保安管理体制検討会規則に基づく。

【目的】原科研 保安管理部の組織と

して自ら果たすべき責務の原因分析

及び改善提案の検討等並びに是正処

置の評価を行う諮問機関として設置。

【設置】 ～

外部委員を含む委員会

委 員 会 名 称 担 当 部 備 考

利用検討委員会 安全試験施設管理

部
利用検討委員会規則に基づく。

放射線標準施設専門部会 放射線管理部 施設利用協議会の専門部会。
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表 平成 年度に取得した法定資格等一覧 （ ）

資格名称 部 人数 合計

級ボイラー技師 バックエンド技術部

エックス線作業主任者 放射線管理部

床上操作式クレーン 安全試験施設管理部

玉掛技能 ホット試験施設管理部

第 種衛生管理者

工務技術部

バックエンド技術部

保安管理部

核燃料取扱主任者 ホット試験施設管理部

危険物取扱者（甲種）

放射線管理部

研究炉加速器管理部

ホット試験施設管理部

危険物取扱者（乙種 類）

保安管理部

工務技術部

ホット試験施設管理部

高圧ガス製造保安責任者（第 種冷凍機械） バックエンド技術部

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学）
ホット試験施設管理部

バックエンド技術部

第 種作業環境測定士 放射線管理部

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 バックエンド技術部

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 安全試験施設管理部

毒物劇物取扱者 バックエンド技術部

第 種放射線取扱主任者 放射線管理部

第 種放射線取扱主任者
工務技術部

放射線管理部

有機溶剤作業主任者 安全試験施設管理部

衛生工学衛生管理者
放射線管理部

保安管理部

内部監査員

放射線管理部

工務技術部

研究炉加速器管理部

福島技術開発試験部

バックエンド技術部

一般計量士 ホット試験施設管理部

エネルギー管理士 安全試験施設管理部

技術士第 次試験 ホット試験施設管理部

クレーン運転特別教育 ホット試験施設管理部

クレーンデリック運転士 研究炉加速器管理部

フォークリフト運転技能 バックエンド技術部

普通救命講習Ⅱ ホット試験施設管理部

情報通信エンジニア（ビジネス） 研究炉加速器管理部
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表 平成 年度に取得した法定資格等一覧 （ ）

電気通信の工事担任者 研究炉加速器管理部

防火管理者 保安管理部

防災管理者 保安管理部
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表 平成 年度に取得した法定資格等一覧

資格名称 部 人数 合計

級ボイラー技師 バックエンド技術部

エックス線作業主任者 放射線管理部

床上操作式クレーン 安全試験施設管理部

玉掛技能 ホット試験施設管理部

第 種衛生管理者

工務技術部

バックエンド技術部

保安管理部

核燃料取扱主任者 ホット試験施設管理部

危険物取扱者（甲種）

放射線管理部

研究炉加速器管理部

ホット試験施設管理部

危険物取扱者（乙種 類）

保安管理部

工務技術部

ホット試験施設管理部

高圧ガス製造保安責任者（第 種冷凍機械） バックエンド技術部

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学）
ホット試験施設管理部

バックエンド技術部

第 種作業環境測定士 放射線管理部

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 バックエンド技術部

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 安全試験施設管理部

毒物劇物取扱者 バックエンド技術部

第 種放射線取扱主任者 放射線管理部

第 種放射線取扱主任者
工務技術部

放射線管理部

有機溶剤作業主任者 安全試験施設管理部

衛生工学衛生管理者
放射線管理部

保安管理部

内部監査員
放射線管理部

工務技術部

一般計量士 ホット試験施設管理部

エネルギー管理士 安全試験施設管理部

技術士第 次試験 ホット試験施設管理部

クレーン運転特別教育 ホット試験施設管理部

クレーンデリック運転士 研究炉加速器管理部

フォークリフト運転技能 バックエンド技術部

普通救命講習Ⅱ ホット試験施設管理部

情報通信エンジニア（ビジネス） 研究炉加速器管理部

電気通信の工事担任者 研究炉加速器管理部

防火管理者 保安管理部

防災管理者 保安管理部
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表 放射性廃棄物の区分基準

種類

ベータ・ガンマ 注 ） アルファ 注 ）レベル

区分

固

体

廃

棄

物

適用基準
容器表面の

線量当量率

ベータ線のみを放出する

放射性物質を収納した

容器当たりの含有量

容器（ 基準）当たり

の含有量及び容器表面

の線量当量率

μ 未満
未満（ にあ

っては、 未満）

以上 未満

であって、 μ

未満

μ 以上

未満

以上

× ＊

未満

以上（ にあ

っては、 以上）、

未満

× ＊

以上
以上

以上又は、 μ

以上

備 考

ガンマ線放出核種とベータ線のみを放出する核

種が混在する場合は、線量当量率と含有量のい

ずれか上位のレベルになる基準を適用する。

＊ 容器表面から の線量当量率

／容器未満のもの

は、ベータ・ガンマに

係る基準を適用する。

にあっては、 ／容

器未満とする。

液

体

廃

棄

物

適用基準
以外の放射性物質の

水中濃度

アルファ放射性物質の

水中濃度

未満

注３）

濃度限度を超え × 未満

（ については × 未満）

以上

× 以上

× 未満

×

以上

×

未満

× 以上

× 未満

× 以上

× 未満

備 考
と 以外の核種が混在する場合は、いずれか

上位のレベルになる基準を適用する。

にあっては、 ／容

器未満とする。

未満は、ベ

ータ・ガンマの区分を

適用する。

注 ）：アルファ線を放出しない放射性物質及び注 ）のアルファから除外された放射性物質。

注 ）：アルファ線を放出する放射性物質から、 、 、 、 、 、アルファ／ベ

ータ・ガンマの比が ／ 以下の照射済燃料等及びこれらによって汚染されたものを除い

たもの。

注 ）：周辺監視区域外の水中濃度限度。
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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